
○一般管理費及び人件費については、計画以上の削減が実現されており、評価できる。今後とも、業務の質の低

下につながることのないよう留意しながら、民間委託等合理化を図れる部分については、随時合理化を推進して

いくことを期待する。

○ＪＩＳＳについては、競技団体等に対して、科学・医学・情報の各分野から総合的に支援を行い、ＪＯＣ等と連携し

て効果的・効率的な支援体制作りを行った結果として、アテネオリンピックにおいて日本選手団の好成績に貢献

するなどの成果をあげており、高く評価できる。今後とも、オリンピックにおけるメダル獲得など、国際競技力の

一層の向上に向けて、さらなる支援体制の充実を期待する。

○災害共済給付オンライン請求システムの導入により、請求事務手続の簡素化、利用者へのサービスを向上させ

たことは、評価できる。今後とも、システムの運用に当たっては、学校及び学校の設置者等に対する利用促進を

図るため、周知に努めることを期待する。

独立行政法人日本スポーツ振興センターの平成１６年度に係る業務の実績に関する評価

①評価を通じて得られた法人の今後の課題

②法人経営に関する意見

※「③特記事項」については特になし

全体評価

○スポーツ振興に関する助成については、制度の普及や助成財源の確保等について、国民のニーズの把握、 広

報活動の実施など、様々な取組が行われており、ある程度評価できるが、スポーツ界において助成金の果たし

た実績や必要性等を積極的に周知するとともに、より一層の助成財源の確保に向けた取組を積極的に行ってい

く必要がある。

○自己収入の確保については、様々な方策の検討が行われており、ある程度評価ができるが、計画額に対し、実

績額がわずかではあるが下回っており、さらに多様な方策を検討していく必要がある。



項目別評価総表

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

　５　スポーツ及び児童生徒等の健康の保持増進 A A

　１　経費の抑制 A A 　（１）スポーツの普及・施設維持管理情報の提供 A A

　（１）一般管理費等の節減 A A 　（２）学校安全・災害防止情報の提供 A A

　（２）外部委託の推進による業務の効率化 A+ A 　（３）食に関する情報の提供等 A A

　（３）オンライン化の推進による事務の効率化 A A 　（４）衛生管理業務の推進 A A

　２　組織及び定員配置の見直し A A 　（５）関係団体等との連携 A A

　（１）組織のスリム化 A A 　６　学校給食用物資の取扱い A A

　（２）支部組織の再編 A A 　７　一般勘定の積立金の使途 A A

　３　業務運営の点検・評価の実施 A A

　（１）自己点検評価等の実施 A A 　１　自己収入の確保及び予算の効率的な執行 A B

　（２）ＪＩＳＳ評価委員会等の実施 A A 　（１）固定経費の節減 A A

　（３）職員の意識向上を図るための研修会の実施 A A 　（２）競争的資金等外部資金の獲得 B B

　（３）運営費交付金以外の収入 A B

　１　スポーツ施設の運営・提供 A A 　２　資金の運用及び管理 A A

　（１）大規模スポーツ施設における稼働日数の確保 A+ A+ 　３　予算

　（２）スポーツ施設利用者の利便性の向上 A A 　４　収支計画

　（３）スポーツ施設の活用の促進 A A 　５　資金計画

　２　国際競技力向上のための研究・支援事業 A A+

　（１）一体的な事業の実施 A A 　短期借入金の限度額 - -

　（２）連携による国際競技力向上の実施   

　　　①プロジェクトチーム型研究・総合的支援 A A+ 　重要な財産の譲渡・担保 - -

　　　　　研究活動の進捗状況 B A

　　　②スポーツ情報事業 B A+ 　剰余金の使途 - -

　（３）研究成果及び収集情報の提供 A A

　（４）第三者機関の設置及び外部評価の実施 A A 　１　施設整備・管理の実施 A A

　３　スポーツ振興のための助成 B B 　（１）施設整備・管理運営 A A

　（１）効果的な助成の実施 B B 　（２）高齢者・身体障害者への配慮 A A

　（２）適切な事業執行のための体制整備 A A 　（３）研究関係設備、機器の更新 - A

　（３）助成申請者の利便性の向上 A A 　２　人事に関する計画 A A

　（４）助成団体に対する調査体制の整備 A A 　３　その他の業務運営 A A

　（５）国民に対する制度の理解を得るための措置 B B 　（１）危機管理体制等の整備 A A

　（６）安定的な財源の確保   　（２）職場環境の整備 A A

　　　①スポーツ振興基金 B B 　（３）環境への配慮 A A

　　　②スポーツ振興投票 B B 　４　中期目標期間を超える債務負担 - -

　４　災害共済給付 A A

　（１）審査体制の整備・充実 A A

　（２）請求事務の省力化及び給付の迅速化 A A

Ⅳ　短期借入金の限度額

Ⅴ　重要な財産の譲渡・担保

Ⅵ　剰余金の使途

Ⅶ　その他業務運営に関する事項

Ⅰ　業務運営の効率化

Ⅲ　予算、収支計画及び資金計画

Ⅱ　国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上

A B
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項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較
・予算(総計)

区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

収入 支出

　運営費交付金 3,098 5,086 　業務経費 8,986 13,767

　施設整備費補助金 717 727 　　国立競技場運営費 505 934

　災害共済給付補助金 1,338 2,473 　　国立スポーツ科学センター運営費 922 1,759

　基金運用収入 356 680 　　スポーツ振興基金事業費 591 1,055

　国立競技場運営収入 1,063 2,203 　　スポーツ及び健康教育普及事業費 297 942

　国立スポーツ科学センター運営収入 170 326 　　スポーツ振興投票業務運営費 6,030 8,135

　スポーツ及び健康教育普及事業収入 54 90 　　スポーツ振興投票助成事業費 357 553

　スポーツ振興投票事業収入 6,089 15,842 　　学校給食物資供給事業費 284 389

　共済掛金収入 48 16,352 　給付金 10,847 20,108

　物資売渡収入 237 435 　受託事業費 0 7

　スポーツ振興投票事業準備金戻入 357 553 　人件費 2,143 4,551

　スポーツ振興投票等業務繰越準備金戻入 3,188 -     　一般管理費 225 414

　受託事業収入 0 7 　施設整備費 717 727

　寄付金収入 19 46 　払戻返還金 2,812 7,377

　営業外収入 1 3 　国庫納付金 111 49

　災害共済給付勘定受入金 100 197 　スポーツ振興投票事業準備金繰入 372 98

　利息収入 25 44 　一般勘定繰入金 100 197

　その他収入 771 21   その他支出 -     3

　児童生徒等健康保持増進事業積立金取崩額 7 677

　前法人よりの繰越金より受入 10,208 -     

　前年度よりの繰越金より受入 -     189

計 27,846 45,951 　計 26,313 47,298

（単位：百万円）
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・収支計画(総計)
区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

費用の部 26,046 61,725 収益の部 25,014 44,848

　経常費用 26,046 52,319 　経常収益 25,011 44,269

　　業務経費 10,743 23,282 　　運営費交付金収益 2,711 5,157

　　給付金 10,847 20,108 　　補助金収益 1,338 2,383

　　払戻返還金 2,811 7,377 　　施設費収益 102 88

　　受託事業費 -     7 　　補助金収入 -     90

　　国庫納付金 111 49 　　国立競技場運営収入 1,063 2,203

　　一般管理費 537 1,149 　　国立スポーツ科学センター運営収入 170 326

　　一般勘定繰入金 100 197 　　スポーツ及び健康教育普及事業収入 54 90

　　スポーツ振興投票事業準備金繰入 372 -     　　スポーツ振興投票事業収入 6,089 15,842

　　支払備金繰入 514 27 　　共済掛金収入 48 16,352

　　財務費用 11 121 　　物資売渡収入 238 434

　　　支払利息 11 121 　　利息及び配当金収入 406 661

    雑損 -     2 　　有価証券売却益 17 39

　臨時損失 -     9,406 　　受託事業収入 -     7

　　スポーツ振興投票事業準備金繰入 -     98 　　災害共済給付勘定受入金収益 100 197

　　その他臨時損失 -     9,308 　　寄付金収益 19 49

　　営業外収入 -     -       

　　支払備金戻入 0 264

　　資産見返負債戻入 3 17

　　　資産見返運営費交付金戻入 3 17

　　　資産見返寄付金戻入 0 0

　　スポーツ振興投票事業準備金戻入 357 -       

　　スポーツ振興投票等業務繰越準備金戻入 3,188 -       

　　未経過共済掛金戻入 8,303 -       

　　財務収益 27 51

　　　受取利息 1 2

　　　その他の財務収益 26 49

  　雑益 778 19

　臨時利益 3 579

　　スポーツ振興投票事業準備金戻入 -     553

　　退職給付引当金戻入 3 26

　計 26,046 61,725 　計 25,014 44,848

純利益（△純損失） △ 1,032 △ 16,877

児童生徒等健康保持増進事業積立金取崩額 7 394

総利益（△総損失） △ 1,025 △ 16,483

（単位：百万円）
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・資金計画(総計)
区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

資金支出 48,433 89,595 資金収入 48,433 89,595

　業務活動による支出 24,800 43,843 　業務活動による収入 14,606 40,116

　投資活動による支出 14,088 36,910 　　運営費交付金による収入 3,098 5,086

　財務活動による支出 97 236 　　国立競技場運営収入 1,057 2,188

　次年度へ繰越 9,448 8,606 　　国立スポーツ科学センター運営収入 181 323

　　スポーツ及び健康教育普及事業収入 50 93

　　スポーツ振興投票事業収入 4,210 8,420

　　共済掛金収入 0 16,353

　　物資売渡収入 286 436

　　利息及び配当金収入 363 46

　　基金業務における利息及び配当金収入 -     642

　　基金業務における有価証券の売却による収入 2,000 2,422

　　基金業務における有価証券の償還による収入 1,693 1,557

　　補助金等収入 1,632 2,473

　　寄付金収入 19 46

　　営業外収入 -     -       

　　その他の収入 17 31

  投資活動による収入 22,016 40,014

　　有価証券の売却による収入 -     -       

　　長期性預金等の解約による収入 -     -       

　　定期預金の払戻しによる収入 21,660 39,072

　　施設費による収入 356 942

　財務活動による収入 599 16

　　消費税等の還付金による収入 597 14

　　民間出えん金の受入による収入 2 2

　前法人よりの繰越金 11,212 -       

　前年度よりの繰越 -     9,449

　計 48,433 89,595 　計 48,433 89,595

（単位：百万円）
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【参考資料２】貸借対照表の経年比較
（法人単位）

区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

資産 負債

　流動資産 16,733 21,879 　流動負債 10,443 24,899

　固定資産 199,990 189,011 　固定負債 571 453

　法令に基づく引当金等 724 270

　負債合計 11,738 25,622

資本

　資本金 195,356 195,356

　資本剰余金 3,362 804

　利益剰余金又は繰越欠損金（△） 6,267 △ 10,892

　資本合計 204,985 185,268

　資産合計 216,723 210,890 負債資本合計 216,723 210,890

【参考資料３】利益(又は損失）の処分についての経年比較
（法人単位） （単位：百万円）

区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

Ⅰ　当期未処分利益（当期未処理損失△） △ 1,160 △ 17,305

　当期総利益（当期総損失△） △ 1,025 △ 16,483

　承継欠損金（△） △ 135 －

　前期繰越欠損金（△） － △ 822

Ⅱ　利益処分額（損失処理額） 1,901 474

　積立金 781 474

　独立行政法人通則法第44条第3項により － －

　主務大臣の承諾を受けようとする額

　積立金取崩額 1,120 －

Ⅲ　次期繰越欠損金（△） △ 822 △ 17,779

【参考資料４】人員の増減の経年比較
（単位：人）

職　　　　　種 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度
常勤事務職員 402 341
常勤研究職員 15 15

計 417 356

任期付研究職員 41 46
合　　　　　計 458 402

※平成15年度は平成15年10月1日（独立行政法人移行時）の人数。

※平成16年度は年度末の人数。

（単位：百万円）
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独立行政法人日本スポーツ振興センターの平成１６年度に係る業務の実績に関する評価〔項目別評価〕 

  

 

 

 

 

○業務運営の効率化に関する事項 

評定基準 評  定 
中期計画の各項目 

評 価 項 目 
（１６年度計画の各項目） 

指  標 
Ａ Ｂ Ｃ

評価項目・指標に係る実績 段階的
評定

定性的評価及び 
留意事項等 

 
Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を
達成するためにとるべき措置 
センターの業務運営に際しては、

既存事業の徹底した見直し、効率化
を進めることとし、次の措置を講ず
ること等により、効率化を図る。 

 

 
Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を
達成するためにとるべき措置 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

  

 
１ 経費の抑制 

法人の行う業務について、次の具
体的な措置を講ずることにより経費
の抑制を図る。 

 

 
１ 経費の抑制 

 
一般管理費及び
人件費等の節減
などによる経費
の抑制状況 
 

 
法人における自己点

検評価の結果を踏ま
えつつ、委員の協議に
より、評定する。 
 
 

 
■経費の抑制について、「どのような措置により節減できたか」、措置の妥
当性、一層の削減余地はないか」という観点からの分析 

 

Ａ 
 
人件費については、常

勤職員の削減を進め、３．
８５％の削減を行い、一
般管理費については、各
職員への趣旨の徹底やＩ
Ｔの活用などにより光熱
給水費や印刷費などの削
減が行われ、人件費及び
一般管理費の総額で、６．
７５％の削減を行ったこ
とは、評価できる。 
 今後とも、経費の抑制
を進めて行くに際しては、
単に経費を節減するだけ
ではなく、業務の質の低
下につながることのない
よう留意しながら、合理
化を図れる部分について
は、随時合理化を推進し
ていくことを期待する。 

 
（１）一般管理費等の節減 

一般管理費及び人件費について
は、中期目標期間の最後の事業年
度において、平成１４年度に比較
して、総額で１３％以上削減する。
また、その他の事業費（災害共

済給付勘定・免責特約勘定・投票
勘定の事業を除く。）についても、
中期目標期間を通じて効率化を進

 
（１）一般管理費等の節減 

一般管理費及び人件費について
は、中期計画に基づき、「中期目標
期間の最後の事業年度において、平
成１４年度に比較して、総額で１
３％以上削減する」ため、平成１６
年度においては、平成１４年度に比
較して、総額で２％以上削減する。
また、その他の事業費（災害共済

 
一般管理費及び
人件費等の節減
状況 
 

 
■一般管理費及び人件費等の節減状況 
一般管理費については、本部事務所に係る光熱給水費、消耗品をはじめと

する全般的な経費節減や調達方法の見直し等により、平成 14 年度に比較し
て、29.95%の節減となった。人件費についても、中期目標期間中の定員削減
計画に沿った定員の削減及び通勤手当の支給方法の見直しにより、平成 14
年度に比較して、3.85%の節減となった。これにより、一般管理費及び人件
費の総額で、年度計画に定めた目標値（2%）を上回る6.75%の削減となった。
また、事業費については、国立競技場及び国立スポーツ科学センターの運

Ａ 

 
一般管理費については、

サービスの向上について
も十分に配慮しつつ、経
費節減や調達方法の見直
しを適切に実施し、１４
年度より節減しているこ
とは、評価できる。 

○ 評定基準について 

Ａ：年度計画を十分に履行し、中期目標に向かって着実に成果を上げている。 

Ｂ：年度計画をほぼ履行し、中期目標に向かっておおむね成果を上げている。 

Ｃ：年度計画を十分には履行しておらず、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。 

＊特に優れた実績を上げた場合は、Ａ＋の評定を付すことができる。その場合は、理由等を必ず記述する。

＊部会として、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限り、Ｃ－の評定を付すことができる。その場合

は、理由等を必ず記述する。 
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営事業において、設備保守等の調達方法の見直し等全般的な節減をしたこと、
学校給食用物資供給事業において、廃止に向けて取扱品目を1品目に縮小し
たことなどにより、平成15年度と比較して、総額で8.34%の削減となった。
なお、削減の実施に当たっては、「業務運営の効率化」と「業務の質・サ

ービスの向上」を同時に達成するため、一般管理費や人件費等自助努力によ
り節減可能な経費はコスト削減に努める一方、利用者等に対するサービス・
業務の質の低下は来さないよう改善策を講じ、最小の経費で最大の効果が得
られるよう留意しつつ行った。 
 

めることとし、毎年度において対
前年度比２％以上の削減を図るこ
とを目標とする。 

給付勘定・免責特約勘定・投票勘定
の事業を除く。）についても、効率
化を進めることとする。 

  
一般管理費
及び人件費
の効率化の
達成率 
 

 

 
2.0％
以上

 
1.6％
以上
2.0％
未満

 
1.6％
未満

 
■一般管理費及び人件費の効率化の達成率 △6.75% 
一般管理費及び人件費は、総額で、年度計画に定めた目標値（平成 14 年

度比2%以上削減）を上回る削減率（6.75%）となった。 
 
■一般管理費及び人件費の削減状況 

区分 
平成14年度
(千円)(A) 

平成16年度
(千円)(B) 

増減率（%） 
((B－A)÷A)×100

一般管理費 591,202 414,133 △29.95

人件費 4,733,595 4,551,333 △3.85

合計 5,324,797 4,965,466 △6.75

 
■人件費の削減の方策 
長期的視点に立った人員採用・人員配置を考慮の上、中期目標期間中の削

減計画に沿って、常勤職員数の削減を行うとともに、通勤手当の支給方法の
見直しを行った。 
① 常勤職員数の削減 

期初 400人→期末 356人（△44人） 
平成17年4月に10人を採用予定（平成17年度期初：366人） 

② 通勤手当の支給方法の見直し 
通勤手当の支給額を6か月定期券相当額等とし、支給方法を毎月支給か

ら年2回（4月・10月）の一括支給に変更 
平成14年度比 △14,392千円（△18.1%） 

 
■一般管理費の削減の方策は以下に記載 
 

 
 
常勤職員については、

計画以上の大幅な削減が
行われており、評価でき
る。 
今後とも、単に定員の

削減を行うということで
はなく、業務の状況等も
勘案しながら、長期的視
点に立って、計画的な採
用及び配置を行っていく
ことを期待する。 

 

 
例えば、次のような措置を講ず

る。 
① 本部事務所に係る光熱給水費
については、省エネルギー対策
を行い、平成１４年度に比較し
て、中期目標の期間中、５％の
節減を図る。 

 

 
例えば、次のような措置を講ずる。

① 本部事務所に係る光熱給水費
については、省エネルギー対策を
行い、平成１６年度においては、
平成１４年度に比較して、５％の
節減を図る。 

  
光熱給
水費の
節減率

 
5.0％
以上

 
4.0％
以上
5.0％
未満

 
4.0％
未満

 
■光熱給水費の節減率 △8.57% 
本部事務所に係る光熱給水費は、情報化推進に伴いＯＡ機器が増加する中、
年度計画に定めた目標値（平成14年度比5%節減）を上回る節減率（8.57%）
となった。 

区分 
平成14年度 
(千円)(A) 

平成16年度 
(千円)(B) 

増減率（%） 
((B－A)÷A)×100

光熱給水費 13,328 12,186 △8.57
 
■光熱給水費節減の方策 
職員一人ひとりの節約に対する意識向上により、次のような省エネルギー

対策の徹底を図った。 
① 休憩時間中の室内消灯及びＯＡ機器の電源ＯＦＦの励行、エレベータ
ー利用の自粛 
② 冷暖房設備の温度設定（夏季28℃、冬季22℃）及び稼働時間（原則
18時終了）の調整 

③ 節水（給湯、給水）の励行 

   
光熱給水費については、

職員一人一人の節約に対
する意識の向上により、
削減できたことは、評価
できる。 
電話代・用紙代につい

ても、同様の評価ができ
る。 
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■電話代の節減率 △2.18% 
平成17年4月の支部組織再編に合わせ、本部・各支所間においてＩＰ電話

サービスを導入することとし、本部事務所においては、先行して平成16年11
月下旬から利用を開始した。 
 

区分 
平成14年度 
(千円)(A) 

平成16年度 
(千円)(B) 

増減率（%） 
((B－A)÷A)×100

電話代 3,942 3,856 △2.18 

 
 

 
② 本部事務所に係る管理運営費
のうち、消耗品等については、
購入及び在庫管理を一元化する
ことにより経費を節減するとと
もに、文書の電子化、ペーパー
レス化を推進し、中期目標の期
間中における各年度の用紙代を、
平成１４年度に比較して、１０％
程度削減する。 

 
② 本部事務所に係る管理運営費
のうち、消耗品等については、購
入及び在庫管理を一元化すること
により経費を節減するとともに、
文書の電子化、ペーパーレス化を
推進し、平成１６年度の用紙代を
平成１４年度に比較して、１０％
程度削減する。 

   
用紙代
の削減
率 
 
 

 
10.0
％ 
以上

 
8.0％
以上
10.0
％
未満

 
8.0％
未満

 
■用紙代の削減率 △54.98% 
本部事務所に係る用紙代は、年度計画に定めた目標値（平成14年度比10%

程度削減）を上回る削減率（54.98%）となった。 
 

区分 
平成14年度 
(千円)(A) 

平成16年度 
(千円)(B) 

増減率（%） 
((B－A)÷A)×100

用紙代 1,366 615 △54.98
 
■用紙代の削減の方策 
電子メール、グループウェア各種機能の活用により、文書の電子化、ペー

パーレス化の推進を図るとともに、会議資料、回覧等、紙媒体の配布物につ
いての見直し及び調達・在庫管理方法の見直しを行った。 
① 会議開催案内、事務連絡等の電子メールの活用 
② ミスコピーの防止及び両面印刷の徹底 
③ コピー用紙の一括調達及び在庫管理の一元化 

 
■文書の電子化・ペーパーレス化の推進状況 
① グループウェア各種機能（掲示板、スケジュール管理、ファイル管理、
施設予約等）の活用 

② センターの全規程（細則や取決めも含む。）をデータベース化し、「例
規集データベース」として共有 

③ 文書管理システムの導入 
 

  

 
③ 印刷製本及び配布に係る経費
については、内部広報誌等紙媒
体での提供手段の見直しを行い、
イントラネット等への情報掲載
を推進し、経費の節減を図る。

 

 
③ 印刷製本及び配布に係る経費
については、内部広報誌等紙媒体
での提供手段の見直しを行い、イ
ントラネット等への情報掲載を推
進し、経費の節減を図る。 

 

  

 
 

 
印刷製
本及び
配布に
係る経
費の節
減状況
 

 
■配布物の提供手段等の見直しの状況 
節減策（節減状況 1件 △2,041千円） 
① ＮＡＡＳＨニュース（内部広報誌）をグループウェア掲示板に掲載し、
紙による印刷・配布を廃止 

 

 
④ 定期購読物等については、共
同利用や必要性の見直しを行う
とともに、購入経費の節減を図
る。 

 

 
④ 定期購読物等については、共同
利用や必要性の見直しを行うとと
もに、購入経費の節減を図る。

 

  

 

 
定期購
読物等
の購入
経費節
減状況
 

  
■定期購読物等に係る見直しの状況 
節減策（節減状況 9件 △1,840千円） 
① 加除式法規集等の共同利用による購読部数の見直し 
② 定期刊行物の共同利用による購読部数の見直し 
③ 官報、新聞、雑誌等の購読部数の見直し 

 

  

 
⑤ 汎用品の活用や一般競争入札
のより一層の積極的な導入によ
り、調達価格の削減を図る。 

 

 
⑤ 汎用品の活用や一般競争入札
のより一層の積極的な導入によ
り、調達価格の削減を図る。 

 

   
調達価
格の削
減に向
けた対

  
■調達案件のうち、一般競争入札が占める割合 75.29% 

一般競争入札の積極的な導入促進による調達価格の削減を図るた
め、次のような措置を講じるとともに、質を確保するため、詳細な仕様
書を作成するなどの方策を採った。 
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 応状況  ① 調達情報（入落札情報、政府調達）をホームページへ掲載し、迅速な
情報提供を図った。 

② 全省庁統一の競争参加資格により、競争参加者の拡大を図った。 

区分 
一般競争入札に
よる案件(A) 

競争契約に係る
案件(B) 

一般競争入札の占め
る割合 

(A÷B)×100 

平成14年度 70件 98件 71.43％

平成15年度 77件 103件 74.76％

平成16年度 64件 85件 75.29％
 
■汎用品の活用状況 
① 事務用品、ОＡ機器のメディア等を中心に汎用品を調達した。 
② 仕様書に汎用品の使用を盛込み、調達価格の削減に努めた。 

 

 
    

 
事業費の効
率化等の状
況 

  
■事業費削減の達成率 △8.34% 
事業費（災害共済給付勘定・免責特約勘定・投票勘定の事業を除く。）の

総額は、中期計画に定めた目標値（毎年度において対前年度比2%以上削減）
を上回る削減率（8.34%）となった。 
 
■事業費の削減状況 

区分 
平成15年度
(千円)(A) 

平成16年度
(千円)(B)

増減率（%） 
((B－A)÷A)×100

国立競技場運営費 1,143,690 933,263 △18.40

国立スポーツ科学
センター運営費 

2,020,286 1,759,230 △12.92

スポーツ振興基金
事業費 

1,195,867 1,055,113 △11.77

スポーツ及び健康
教育普及事業費 

563,180 941,263 67.13

学校給食物資供給
事業費 

620,557 392,327 △36.78

合計 5,543,580 5,081,196 △8.34
 
■事業費の効率化の状況及び方策 
国立競技場及び国立スポーツ科学センターの運営事業において、設備保守

等の調達方法の見直し等、全般的な節減を実施した。また、学校給食用物資
供給事業において、廃止に向けて取扱品目を1品目に縮小した。 
なお、削減の実施に当たっては、業務の質・サービスの低下が生じないよ

う留意しつつ行った。 
 

  
事業費については、健

康教育情報ライブラリー
の整備に伴い、スポーツ
及び健康教育普及事業費
が増加しているが、全体
としては目標値を上回る
削減が図られており、評
価できる。 
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（２）外部委託の推進による業務運営

の効率化 
全ての業務について外部委託が

可能かどうか検討し、外部委託を
積極的に推進する。特に国立競技
場の管理運営業務については、全
面的な民間委託に向けて、施設の
管理者としての業務や施設整備計
画の策定等基幹的な業務を除き、
施設の利用受付、電気・機械の保
守業務などの民間委託を進める。
なお、外部委託に当たっては、低
コストかつ高品質のサービスの提
供に留意する。 

 
 

 
（２）外部委託の推進による業務運営の

効率化 
業務運営の効率化を図るため、全

ての業務について外部委託が可能か
どうか検討し、外部委託を積極的に
推進する。 
平成１７年度からの国立霞ヶ丘競

技場と国立代々木競技場の統合に
向け具体の検討を進めることとし、
トレーニングセンターをはじめとし
た附属施設の委託形態を見直し、更
に効率的な運営を図る。 
 

 
外部委託の推進
による業務運営
の効率化の状況
 

 
■外部委託の民間委託計画の妥当性についての検証 
国立競技場等の管理運営業務の外部委託については、「特殊法人等整理合

理化計画」による指摘を踏まえ、施設管理者として行うべき基幹的業務と外
部委託が可能な業務を区分した上で、センターが平成15年度に策定した「中
期目標期間中の民間委託計画」に基づき、清掃業務や警備業務、電気・機械
保守管理業務等、既に多くの業務において外部委託を推進してきたところで
あるが、スポーツ博物館・図書館など附属施設の業務について、新たな外部
委託の可能性や適否を具体的業務に即して検討し、平成 15 年度に定めた民
間委託計画の見直しを行った。 
 
■外部委託の推進状況 
① 国立競技場業務の外部委託の実施状況 
ア 平成15年10月から電気・機械の保守管理業務及びラグビー場会議
室・テニス場の受付事務の外部委託を行ったことによる検証結果を踏
まえ、清掃業務や警備業務等既に外部委託を行っている事項とともに、
平成16年度も引き続き外部委託を行った。 

イ 「中期目標期間中の民間委託計画」に基づき、平成17年度からの国

立霞ヶ丘競技場と国立代々木競技場の組織統合に合わせ、平成17年度

から両競技場の窓口業務の外部委託を行うこととした。 
 ウ 平成 15 年度に策定した「中期目標期間中の民間委託計画」の見直

しにより、スポーツ博物館・図書館業務のうち、展示の企画・立案及
び資料の収集・管理業務を除いて、平成 17 年度から外部委託を行う
こととした。 

② 附属施設委託形態の検討状況 
ア 附属施設の委託形態の見直し 

トレーニングセンターをはじめとした附属施設の外部委託については、
既に利用申込受付及び使用料徴収等窓口業務をはじめ、スポーツ教室の
指導員にいたるまで、外部委託を実施してきたところであるが、更にど
のような委託形態が国費の削減につながるか、また、利用者にとって望
ましいものであるかを考慮した検討を行った。検討に当たっては、平成
17 年度からの国立霞ヶ丘競技場と国立代々木競技場の統合後の状況を
見極めながら、「類似事例の調査」、「最適な委託形態」、「委託業者
の選定方法」などについて、平成17年度以降、順次検討を行うことと
した。 
イ 外部委託の検討会議の開催（7回） 

 
■その他の外部委託状況 
① 災害共済給付オンライン請求システムにおける外部委託の実施 
ア 運用管理の委託 

災害共済給付オンライン請求システムの本体となる機器類は、高度
のセキュリティや個人情報保護、災害発生時の対応等に万全を期す必
要があるため、コンピュータのメーカーが提供しているホスティング
サービスを利用することとし、機器類の運用管理を専門業者へ委託し
た。 

イ ヘルプデスクの委託 
学校及び学校の設置者等の関係機関に対し、災害共済給付オンライ

ン請求システムの導入を周知するため、システムの概要説明及び実習
が可能なＣＤ－ＲＯＭを作成・配布したが、配布後2ヶ月間、ＣＤ－
ＲＯＭに関する質問等の対応窓口として、ヘルプデスクを設置し、そ
の業務を開発業者に委託した。 

 

Ａ 

 
 外部委託については、 
16年度も引き続き実施す
るとともに、17年度以降
に向け民間委託計画の見
直しを行ったことは、評
価できる。 
 民間委託計画について
は、定期的に見直し、外
部委託の推進による業務
運営の効率化を図ること
を期待する。 
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（３）オンライン化の推進による事務

の効率化 
各種事務手続きのオンライン化

を更に推進するなど、手続きの迅
速化、簡素化を進め、事務の効率
化を図る。 
具体的には、次の措置を講ずる。

 
（３）オンライン化の推進による事務の

効率化 

 
オンライン化の
推進による事務
の効率化の状況

 
■オンライン化の推進による事務の効率化の状況 
助成金交付申請のオンライン化の推進により、申請者等の利便性の向上や

事務の簡素化、迅速化を図ることができた。また、広域専用ネットワークを
利用したグループウェアの活用や財務会計システムの利用により、事務の効
率化が図られた。 
なお、平成17年度からの災害共済給付オンライン請求システムの導入によ

り請求事務の省力化及び給付事務処理の迅速化・効率化が期待できる。 
 

Ａ 

 
オンライン化の推進に

ついては、申請者等の利
便性の向上や事務の簡素
化が図られており、評価
できる。 
 今後とも、申請者等の
意見を踏まえつつ、一層
の事務の効率化が図られ
ることを期待する。 
 

 
① スポーツ振興に係る助成金交
付申請受付事務のオンライン化
を推進し、申請受付件数全体に
占めるオンラインによる申請率
が中期目標の期間終了時までに
７０％以上となるよう、利用促
進を図る。 

 
① スポーツ振興に係る助成金交付
申請受付事務手続きの迅速化、簡
素化による事務の効率化を図るた
め、オンライン化を推進し、助成
金交付申請受付件数全体に占め
るオンラインによる申請率が７
０％以上となるよう、助成団体に
対して利用促進を図る。 

 

  
助成金交
付申請受
付件数全
体に占め
るオンラ
インによ
る申請率
 

 

 
70％
以上

 
56％
以上
70％
未満

 
56％
未満

 
■オンラインによる助成金申請率 88% 

オンラインによる助成金申請率は、年度計画に定めた目標値（申請受
付件数全体に占めるオンライン申請率 70％以上）を上回る申請率（88%）と
なった。 
特に、スポーツ振興基金については、オンラインによる交付申請の実施に

ついて、個別の団体に対して様々な機会をとらえ利用促進を図ったことによ
り、オンラインによる助成金申請率は、73％となった。 

（件数：団体数）
平成16年度 
助成事業 

平成17年度 
助成事業 

区分 オン
ライン
申請(A)

申請 
受付数
(B) 

申請率
(A÷B)
×100 

オン 
ライン
申請(A)

申請 
受付数
(B) 

申請率
(A÷B)
×100

スポーツ 
振興基金 

54件 84件 64％ 61件 83件 73％

スポーツ 
振興投票 

402件 437件 92％ 215件 230件 93％

合計 456件 521件 88％ 276件 313件 88％
 
■各団体への利用促進状況 
スポーツ振興に係る助成金交付申請手続きの迅速化、簡素化による事務の

効率化を図るため、オンライン申請手続きについて、ホームページ、広報誌
等に掲載するとともに、各団体に対して利用促進を図った。特に、スポーツ
振興基金の対象団体である中央スポーツ団体に対しては、個別に、様々な機
会をとらえて、利用の促進を働きかけた。 
① ヒアリングの際に利用方法等について説明 
② 教育委員会、スポーツ団体等へ募集についての通知を送付 
③ 広報誌『スポーツ振興くじ第23 号(平成 16 年 12 月発行)』に募集に
ついて掲載 

 

  
スポーツ振興に係る助

成金の申請については、
目標値を上回っており、
評価できる。 
今後とも、オンライン

による助成金の申請が、
一層促進されることを期
待する。 
 

 
② 災害共済給付に係る請求事務
の省力化及び給付事務処理の迅
速化・効率化を図るため、オン
ライン請求システムを構築し導
入する。 

 

 
② 災害共済給付に係る請求事務
の省力化及び給付事務処理の迅
速化・効率化を図るため、平成１
７年４月からの稼動に向けて、災
害共済給付オンライン請求システ
ムを構築し、テスト運用を行うと
ともに、学校及び学校の設置者等
に対する利用促進を図るため周知
に努める。 

 

  
災害共済
給付に係
るオンラ
イン請求
システム
の導入状
況 

 

    
■災害共済給付オンライン請求システムの導入に向けた準備状況 
災害共済給付に係る請求事務の省力化及び給付事務処理の迅速化・効率化

を図るため、平成 17 年 3 月からの稼働に向けて、災害共済給付システムの
具体の開発を行った。 
このシステムは、インターネットを利用し、全国約 83,000 の学校及び学

校の設置者等を利用対象者とし、年間約200万件（給付金約200億円）を処
理する大規模なシステムであること及び実施する内容が多岐にわたることか
ら、構築に当たっては、関係部署の職員により構成するシステム委員会を設
置し、仕様書、総合評価基準、審査基準の策定及び開発から導入後の運用に

  
災害共済給付オンライ

ン請求システムが稼働を
開始したことにより、請
求者の利便性が向上した
ことは、評価できる。 
今後とも、システムの

運用に当たっては、学校
及び学校の設置者等に対
する利用促進を図るため
周知に努めることを期待
する。 
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     至るまでの検討を行うとともに、具体的な事項については、ワーキングチー
ム及びプロジェクトチームを設置し検討を行った。さらに、情報システムに
関するコンサルティング会社と契約を行い、円滑な作業、開発及び導入に努
めた。 
その結果、平成16年9月に、センター内において、構築システムの総合

試験を実施し、結果を踏まえて改修を行い、平成17年2月から、全国の学
校及び学校の設置者等を対象としたテスト運用を行った。テスト運用におけ
る利用者からの要望等を踏まえて更に改修を行った後、学校及び学校の設置
者等には3月中に4月請求分の処理をしてもらうため、平成17年3月から
稼働を開始した。 
 

■学校及び学校の設置者等に対する利用促進のための周知の状況 
平成 17 年 4 月からの災害共済給付システムの円滑な導入に向けて、機関

誌やホームページ等を活用し、学校及び学校の設置者等に対して利用の周知
を図った。 
① 機関誌『健康安全』に、システムの概要等を掲載（平成16年5月、7
月、9月、11月、平成17年1月、3月） 

② 全国学校保健研究大会等での広報活動（平成16年10月） 
③ 学校安全研究大会におけるシステムのデモ・体験コーナーの設置(平
成17年2月) 

④ ホームページに、システムの概要及び学校の設置者等からの質問に対
する回答集を掲載（平成16年11月） 

⑤ 操作説明用ＣＤ－ＲＯＭの配布（平成17年1月） 
⑥ 操作ガイドの配付（平成17年3月） 

 

  

 
③ 各地に設置されている事務所
全体で広域ネットワークを構築
し、情報伝達の迅速化、情報の
共有化、文書の電子化等を推進
する。 

 

 
③ 情報伝達の迅速化、情報の共有
化を推進するため、イントラネッ
ト等情報システムを積極的に活用
するとともに、本部の各事務所を
結ぶ専用ネットワークの更なる充
実を検討する。 
また、平成１７年４月からの支

部組織の再編に合わせて、各支所
を含めた広域専用ネットワークの
構築に向けた具体の準備を行う。

 

  
広域ネッ
トワーク
の構築及
び情報の
共有化の
状況 
 

  
■情報伝達の迅速化、情報の共有化の推進状況 
情報伝達の迅速化、情報の共有化を更に推進するため、イントラネット等

情報システムの積極的活用を促進するとともに、本部及び各支所を結ぶ広域
専用ネットワークの構築等、情報化基盤の充実を図った。 
① 情報伝達の迅速化、情報の共有化の推進 

情報化の推進を図るため、グループウェアの機能（掲示板、電子メー
ル、スケジュール管理、会議室等設備予約等）の積極的な活用を促進す
るとともに、会議資料・議事録や法人業務運営に有用な情報の即時掲載
を行うなど、情報伝達の迅速化、情報の共有化を推進した。 
また、災害共済給付システムの稼働に伴う、本部・支所間の専用ネッ

トワーク構築に合わせて、管理・運用の効率化を図るため、本部と支部
で別々としていたメールアドレスを統一し、平成16年11月から運用を
開始した。 

② 情報セキュリティ対策 
平成17年4月からの個人情報保護法等の完全施行に適切に対応するた

め、センターが保有する個人情報についての管理規則を制定するととも
に、センターの情報システムを適正に運用管理するための情報システム
管理規程に、情報セキュリティ対策に関する事項を追加し、管理体制を
整備するなど、所要の措置を講じた。また、センターの個人情報を適切
に取り扱うため、職員に対して、個人情報保護に関する説明会を実施し
た。 

③ ホームページの活用による情報の提供 
ホームページは、広く国民に対する法人情報の公開・提供の手段とし

て、効率的・効果的なものであることから、法令に定められた事項はも
とより、業務の透明性を確保する観点からも、法人情報を積極的に提供
した。 
ア 情報提供の状況 

各部署の職員で構成するホームページ委員会を定期的に開催し、掲
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載情報についての検討を行うとともに、ホームページの製作や更新作
業を職員が実施するメリットを活かし、迅速かつ積極的に情報提供を
行った（週平均4回の更新）。 
また、平成16年4月1日からのスポーツ振興基金部及びスポーツ振

興投票部の統合に伴い、スポーツ振興事業に関するページの見直しに
よる各助成事業の一元的な情報提供や、国立霞ヶ丘競技場陸上競技場
のゲートごとの座席図を掲載するなど、利用者のニーズを踏まえて利
便性の向上を図った。 

イ ホームページアクセス数 
ホームページへのアクセス数や動向は、国民のニーズ(注目の度合、

意向等)を把握する上で有効なものであることから、月ごとに、部署別、
掲載内容別にアクセス数等の集計・分析を行い、データを本部職員用
グループウェア及び職員専用ウェブサイト(支部サイト)に掲載し、各
部署における掲載内容の充実及び国民のニーズの把握に活用した。 
 

アクセス数(件) 
区分 

平成15年度 平成16年度 
トップページ 390,339 470,005
法人・一般情報等 849,395 1,077,766
国立競技場 3,141,048 3,225,569
国立スポーツ科学
センター 

809,401 1,089,741

スポーツ振興基金 59,618 137,913
スポーツ振興投票 1,617,387 1,321,613
災害共済給付 253,288 399,836
健康の保持増進 503,355 410,481

合計 7,623,831 8,132,924
※平成15年度は、通年(4月～3月)のアクセス数 

 
■広域ネットワーク構築に向けた検討状況 
センター本部の各事務所（国立霞ヶ丘競技場、国立代々木競技場、国立ス

ポーツ科学センター、衛生管理室）を結ぶネットワークについて、平成 17
年4月から導入する災害共済給付システムにおける本部－支所間のデータ通
信で利用するものと同様のＶＰＮ（仮想プライベートネットワーク：インタ
ーネットなどの公衆通信環境において、専用線のように利用する技術）を導
入することにより、安定性・拡張性の高いネットワークを構築した。 
平成17年 4月からの支部組織再編に先立ち、平成16 年 10月からＶＰＮ

を利用したネットワークを利用するための諸準備を行い、平成17年1月に、
各支所予定地を含め、センター全体を結ぶ広域専用ネットワークを構築し、
運用を開始した。 
なお、これらの情報システムの管理・運用に当たっては、総務・企画調整・

財務担当理事を情報システム管理者とした管理体制の下、情報の安全性及び
利便性を確保するための管理体制並びに適正な利用等に関し必要な事項を定
めた情報システム管理規程に基づき実施した。 
 

 
④ 独立行政法人会計基準に対応
した、予算、契約、支払、会計
等一連の会計事務処理を一体的
に行う会計システムを構築し、
各地に設置されている事務所全
体に導入する。 

 

 
④ 予算、契約、支払、会計等一連
の会計事務処理の効率化を図るた
めに導入した、独立行政法人会計
基準に対応した財務会計システム
を、適正に運用する。 
また、各地に設置されている事

務所全体で、統一した財務会計シ
ステムを使用するため、平成１７

  
会計シス
テムの運
用等の状
況 
 

  
■会計システムの運用状況 
平成 16 年 4 月から本部において導入した独立行政法人会計基準に対応し

た財務会計システムを稼働したことにより、従来、個別に事務処理を行って
いた予算、契約、支払、会計等一連の会計事務処理を迅速かつ効率的・一体
的に行うとともに、執行状況等内部管理的な会計情報の把握が可能となった。
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年４月からの支部組織の再編に合
わせ、各支所を含めた全国一斉稼
動に向けて具体の準備を行う。

 

■全国一斉稼動に向けた準備状況 
平成 17 年 4 月からの支部組織再編に合わせて、本部で稼働している財務

会計システムを、支所においても使用可能となるようシステムの改修や操作
研修の実施等具体の準備を行った。新しい財務会計システムへの移行に当た
っては、既に支部において使用している支部会計システムから、円滑に移行
できるように留意の上、実施した。 
なお、本部・支所において共通の財務会計システムを使用することにより、

会計処理の一層の効率化が期待される。 
①
．
 操作研修の実施
．．．．．．．

 
支所業務の円滑な移行と運営等を図るために実施した職員研修におい

て、支部職員全員を対象とし、3グループに分けて操作研修を行った。
 

 
２ 組織及び定員配置の見直し 

社会的ニーズの変化に応じて、業
務執行が効果的・効率的に行えるよ
う、責任と役割分担を明確化した機
能的で柔軟な組織体制の整備及び業
務内容・業務量に応じた定員配置を
行うとともに、継続的に組織の在り
方の見直しを進める。 

 

 
２ 組織及び定員配置の見直し 
 

 
組織及び定員
配置の見直し
状況 
 

 
法人における自己点

検評価の結果を踏ま
えつつ、委員の協議に
より、評定する。 
 

 
■効率的・効果的な組織編成や人員配置等の状況 
センター組織運営規則に明文化した、「機能的で柔軟な組織体制を整備し、

適性かつ効率的・効果的な業務運営を行うこと」及び「人員の配置は、業務
内容・業務量に応じて弾力的に行うこと」というセンター組織運営の基本原
則に基づき、中期目標期間中における組織のスリム化計画に沿って、大幅な
人員削減を伴う本部組織の改変や支部組織再編準備を着実に実施するなど、
効率的・効果的な組織体制の整備に向けた組織及び人員配置の見直しを行っ
た。 
 

Ａ 

 
本部組織の改編を行う

とともに、支部組織再編
準備に向けた準備体制を
整えたことは、評価でき
る。 

 

 
（１）国立競技場における管理運営業

務の外部委託の推進及び学校給食
用物資供給業務の廃止に合わせて、
組織のスリム化を図る。 

 

 
（１）組織のスリム化 

① スポーツ振興基金及びスポーツ
振興投票に係る業務を一体的な組
織運営のもとに推進するため、ス
ポーツ振興基金部とスポーツ振興
投票部の組織統合を行い、「スポ
ーツ振興事業部」を設置する。

② 国立競技場における管理運営業
務の外部委託の推進による組織の
スリム化及び基幹的な業務等の効
率化・合理化を図るため、平成１
７年度からの国立霞ヶ丘競技場及
び国立代々木競技場の組織統合
に向けた検討を行う。 

 

 
組織のスリム化
の状況 
 

 
 

 
■組織のスリム化に向けた進捗状況 
① スポーツ振興基金部とスポーツ振興投票部の組織統合等 

スポーツ振興基金及びスポーツ振興投票に係る業務を一体的な組織運
営のもとに推進するため、スポーツ振興基金部とスポーツ振興投票部の
組織統合を行い、平成16年4月1日から「スポーツ振興事業部」を設置
した。 
従前、両部合わせて5課体制であった組織を3課1室体制にするとと

もに、助成金交付申請者の利便性を考慮し、両部で別々に実施していた
助成事業について、同一の課（助成課）において取りまとめ調整するこ
ととし、組織の整備を図った。 
また、スポーツ振興くじ販売の強化等を行うため、「スポーツ振興推

進役」を設置するとともに、組織統合に当たり事務所掌を検討し、柔
軟に対応できる組織体制を構築して、定員配置（1名削減）を行った。
さらに、平成 18 年（2006 年シーズン）からのくじ販売業務の大幅な

仕組の変更（委託運営方式から直接運営方式）に向けて、スポーツ振興
事業部の体制の見直しを行いつつ、準備組織を整備し、直接運営方式に
よる業務の実施に向けた準備を開始した。 

② 国立霞ヶ丘競技場と国立代々木競技場の組織統合の準備 
国立競技場における管理運営業務の外部委託の推進による組織のスリ

ム化及び基幹的な業務等の効率化・合理化を図るため、平成17年4月か
らの国立霞ヶ丘競技場及び国立代々木競技場の組織統合に向けて、具体
の準備を行った。 
組織統合を円滑に行い、利用者サービスの低下を招かないよう、事務

処理体制の整備を進め、総務部、財務部及び国立競技場において、組織、
定員配置、勤務体制、予算、経理の仕組み等の検討を行い、平成17年4
月からの外部委託計画、組織、事務分掌等の整備を行った。 

③ その他の組織整備 
社会的ニーズの変化に応じて、業務執行が効果的・効率的に行えるよ

う、責任と役割分担を明確化した機能的で柔軟な組織体制の整備及び業
務内容・業務量に応じた定員配置に努めた。 
ア 監査室長の設置 

Ａ 

 
 スポーツ振興基金部と
スポーツ振興投票部の組
織統合を行うとともに、
国立競技場等の１７年度
の組織統合に向けた準備
体制を整えたことは、評
価できる。 
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監査業務を強化するため、平成16年4月1日から監査室長を設置し
た。 

イ 国立スポーツ科学センター運営部運営調整役の設置 
外部団体との調整、国際競技力向上事業の推進や研究部や研究員等

との調整を行うため、平成17年2月1日から運営調整役を設置した。
ウ 平成17年度からの組織体制の整備 
（ア） 総務部 
ⅰ 広報情報公開室長の廃止 

センターにおける個人情報保護を含む情報公開制度に対応するた
めの準備が進捗したことにより、広報情報公開室の人員を縮小する。

ⅱ 支部組織再編準備室の廃止及び支部組織再編室の設置 
平成17年4月からの支所の設置に伴い、支部組織再編の準備作業

が終了するため、支部組織再編準備室を廃止する。 
なお、47都道府県に設置していた支部を6支所に再編する大規模

な組織改編であることから、支所化後の業務運営を円滑に行うため、
1 年程度の時限的組織として、本・支所間及び各支所間の連携の中
核となる支部組織再編室を設置する。 

ⅲ スポーツ博物館の移管 
業務の重要性、性質等を考慮し、国立競技場から総務部へ移管 

（イ） 国立スポーツ科学センター 
ⅰ 統括研究部長の設置 

3 研究部を取りまとめ、国際競技力向上に向けた医・科学研究事
業を推進するため 

（ウ） 健康安全部 
ⅰ 特例業務室長の廃止 

学校給食用物資の取扱廃止に向けた諸条件の整備が進捗したこと
により、業務規模が縮小したため。 
なお、学校給食用物資の取扱い廃止予定の期限である平成18年3

月31日をもって特例業務室は廃止する。 
 

 
（２）各都道府県に設置している支部

組織を再編し、スケールメリット
を活かした組織・業務運営体制の
構築を行い、業務の効率化・体系
化を図る。 

 
（２）支部組織の再編 

各都道府県に設置している支部組
織を、平成１７年４月から６ブロッ
クに再編することにより、スケール
メリットを活かした組織・業務運営
体制の構築を行い、業務の効率化・
体系化を図るため、支部組織再編準
備室を中心に、具体の準備作業を行
う。 

 

 
支部組織再編に
よる業務の効率
化・体系化の進
捗状況 

  
■支部組織再編準備室を中心とした支部組織再編に向けた準備状況 
スケールメリットを活かした組織・業務運営体制の構築を行い、業務の効

率化・体系化を図るため、支部組織再編準備室を中心として、これまでの検
討結果を踏まえ、平成 17 年 4 月から、各都道府県に設置している支部組織
を6ブロックに再編し、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、福岡の6都市に
支所を設置することとした。 
各支所の組織は、2 課体制（ただし、東京支所については、業務量を考慮

し、3 課体制）とし、それぞれ支所長及び課長を設置し、定員配置について
は、センター全体の組織の見直し等を踏まえ、適正な配置とすることとした。
また、支所への円滑な移行を進めるため、平成17 年 2 月 1 日付けで、各

支所に「支所準備室」を設置し、具体の移行作業を実施した。 
なお、支所化後の業務運営を円滑に行うため、平成 17 年 4 月から当分の

間、総務部に「支部組織再編室」を設置することとした。 
さらに、学校・学校の設置者等に対して、支部事務所の移転及び支所事務

所開設の案内等について、文書・広報誌等で周知を行い、理解・協力を得る
とともに、サービス体制の整備を図ることとし、定期的に進捗状況の周知に
努めた。 
① 支所の設置及び災害共済給付システム利用の周知・広報 

平成16年11月から、センターホームページに支部組織再編に関する
事項を掲載し、支所の所在地、支所設置までのスケジュール、災害共済
給付システムに関する事項、支所化後の業務内容等について、学校・学
校の設置者等はもとより、広く国民に支所化に関する情報提供を行い、
理解・協力が得られるよう努めた。 

Ａ 

 
支部組織再編につい

ては、６か所の支所準
備室を設置し、スムー
ズな移行準備を行った
ことは、評価できる。 
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また、災害共済給付システムを適切に運用するため、学校・学校の設
置者等に対し、説明会等を開催した。 

② 設置者・学校等に対するサービス体制の整備 
支所の設置に伴い、学校・学校の設置者等に対して、関係部署と調整

の上、次のようなサービス体制を整備することとした。 
ア 災害共済給付業務の迅速化・効率化 

災害共済給付システムを構築することにより、設置者・学校等にお
ける災害共済給付に係る申請手続きの迅速化・簡素化を図る。 

イ 相談窓口の設置 
各支所に、都道府県別の担当者を定め、専任的な相談窓口を設置す

る。 
ウ ホームページの充実 
ⅰ ホームページに、学校災害に関する統計情報等を掲載する。 
ⅱ 6 支所独自の情報提供を行う体制を整備するため、各支所のホー
ムページを開設する。 

エ インターネットの活用 
ⅰ 設置者・学校等が、各種請求様式をダウンロードし取得すること
を可能とする。 

ⅱ 災害共済給付等に関する最新情報を迅速に提供する。 
ⅲ 各支所の地域別（都道府県別・市区町村別）校種別災害発生状況
を提供する。 

ⅳ 災害共済給付に関する審査・給付業務の進捗状況に関する情報を
提供する。 

オ 広報誌等の発行 
ⅰ センター本部においては、広報誌『健康安全』を引き続き発行し、
学校安全に関する様々な情報を提供する。（年6回発行予定） 

ⅱ 各支所において、地域と密着した支所広報誌の発行を検討する。
 
■支部組織再編準備室会議の開催状況 2回 
学校や学校の設置者等の意向や支部の実情等を反映させつつ、支部組織再

編に向けた具体の準備を進めるため、支部組織再編準備室を中心に、本部・
支部職員で構成する「支部組織再編準備室会議」を開催し、情報の共有化を
図りながら、支所の組織や業務内容、関係機関との連携体制の在り方等、所
要事項全般にわたる検討を行った。 
 

 
３ 業務運営の点検・評価の実施 

全業務運営について定期的な点
検・評価を行い、その結果を業務運
営の改善に反映させる。 

 

 
３ 業務運営の点検・評価の実施 

 
業務運営の点
検・評価の実
施状況 
 

 
法人における自己点

検評価の結果を踏ま
えつつ、委員の協議に
より、評定する。 
 

 
■法人のトップマネジメントが自律的な運営を担う組織としての機能を果た
しているかの検証 

 

Ａ 

 
 

 
（１）法人内部に評価委員会を設け、

毎年度、全業務運営について自己
評価を行うとともに、業務運営全
般について法人の長による定期的
なヒアリングを実施し、業務運営
の改善を促進する。 

 

 
（１）全業務運営について、業務の進行

管理及び業務実績等の点検・評価を
行い、課題等を提起し、業務運営の
改善に資するため、定期的に自己評
価委員会を開催するとともに、法人
の長によるヒアリングを実施する。

 

 
法人の自己評価
実施状況 
 

  
■自己評価委員会の開催状況 8回 
全業務運営の実績等について点検・評価を行い、課題等を提起し業務の改

善に資するため、総務・企画調整・財務担当理事を委員長に、各部の部長職
等で構成する自己評価委員会を定期的に開催した。 
自己評価委員会においては、各部署における業務の進行管理状況を記載し

た進行管理表に基づき、履行状況の把握・検証を行うとともに、年度終了後
に自己点検評価を行い、今後の新たな課題等を抽出するとともに、役職員が
一丸となって業務の改革・改善に取り組むための指針とするため、結果を「自
己点検評価書」として取りまとめた。 
 
■法人の長等によるヒアリングの実施状況 
自主的・自律的な組織運営を担う独立行政法人として、法人の長の下、中

Ａ 
 

定期的な業務運営の
改善に向けた検討が可
能となるよう、検討体
制を整備し、業務の進
行管理の定期的な実施
や自己点検評価を行う
とともに、法人の長に
よるヒアリングを実施
し、業務運営の改善を
行っていることは、評
価できる。 
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期目標及び法人の設置目的の達成に向けて、業務全般にわたる進捗状況と課
題を明確にしながら、改革・改善を推進するため、理事長等による業務改善
ヒアリングを実施し、改善すべき事項については指示を行い、業務運営の改
善を促進した。 
① 「平成 15 年度業務改善ヒアリング実施結果に基づく指示事項」等に
対するフォローアップの実施 
前年度に実施したヒアリングに基づく指示事項や外部評価に係る留意

事項等を反映した業務の改善の早期実行を促進するため、平成 16 年 10
月に、フォローアップを実施した。 

② 平成16年度業務改善ヒアリングの実施 
独立行政法人として2年目に当たる平成16年度は、実施結果を当該年

度の業務に反映させるため、各部署の重点課題を中心に、前年度より前
倒しして平成17年1月に実施し、各部署が業務運営の改善・推進に向け
て取り組むべき事項について指示を行った。 

③ 役員会等の実施 
法人の課題を的確に認識し、かつ、法人の設立目的及び中期目標にふ

さわしい明確な経営戦略を持ち、また、リーダーシップを発揮した的確
な業務運営を行うため、毎月定期的に「役員会規程」に基づく役員会を
開催（臨時開催は2回）し、センターの運営方針、課題、重要事項の審
議を行うとともに、センターの全業務の実施状況等について、役員相互
間で共通認識を図った。 
また、平成16年6月に、監事監査規程に基づき、平成15年度計画に

基づく業務の達成状況等についての業務監査を行った。 
 

 
（２）国際競技力向上のための研究・

支援業務の推進方策、計画、進捗
状況及び成果については、法人内
部に委員会を設け点検・評価を行
うとともに、外部の有識者による
評価を行い、それらの結果を研究・
支援業務及び研究員の資質の向上
に反映させる。 

 

 
（２）国際競技力向上のための研究・支

援業務の推進方策、計画、進捗状況
及び成果についての点検・評価を行
うため、国立スポーツ科学センター
自己評価委員会を開催するととも
に、外部の有識者による国立スポー
ツ科学センター業績評価委員会によ
り、実施事業の事後及び事前評価を
行う。 
また、評価結果を研究・支援業務

及び研究員の資質の向上に反映させ
るための検討を行う。 
 

 
内部・外部評価
委員会の実施状
況 
 
評価結果の業務
等への反映状況
 
 

 
 

 
■ＪＩＳＳ自己評価委員会（以下「内部評価委員会」という。）の開催状況

14回
ＪＩＳＳにおける国際競技力向上のための研究・支援業務の推進方策、計

画、進捗状況及び成果について、平成 15 年度に設置したＪＩＳＳ職員で構
成する内部評価委員会において、点検・評価を実施した。 
 
■ＪＩＳＳ業績評価委員会（以下「外部評価委員会」という。）の開催状況

3回
平成15年度事業の事後評価及び平成17年度事業の事前評価については、内

部評価委員会で点検・評価したものを、外部の有識者で構成する外部評価委
員会において審議した。 
 
■評価結果の研究・支援業務及び研究員の資質向上への反映状況 
内部評価委員会で検討したものを外部評価委員会に諮り、その結果、次の

5つの事項が提案され、それらについて取組を行った。 
① 事業部会、プロジェクトへの評価結果のフィードバック 
② プロジェクトマネジメント研修の実施 
③ スポーツ医・科学セミナーの実施 
④ 利用者アンケート、ヒアリングの実施 
⑤ 現場のコーチ、選手との意見交換及び情報共有 

 

Ａ 

 
内部評価、外部評価

委員会を開催し、ＪＩ
ＳＳの事業について、
客観性のある点検評価
を行っていることは、
評価できる。 

 

 
（３）業務の効率化を推進するため、

研修会の実施、各職場で効率化目
標の掲示を行うなど職員の意識向
上を図るとともに、全職員からの
業務の改善、経費の節約等に関す
る提案を募り、有効なものは直ち
に実行に移す。 

 

 
（３）業務の効率化を推進するため、研

修会の実施、各職場で効率化目標の
掲示を行うなど職員の意識向上を図
るとともに、全職員からの業務の改
善、経費の節約等に関する提案を募
り、有効なものは直ちに実行に移す。

 
業務の効率化を
推進するための
方策の実施状況

  
■業務の効率化を推進するための方策の実施状況 
業務の効率化を推進するため、職員の資質向上を目的とする研修会の実施

等により、業務の効率化の推進について意識向上を図るとともに、文部科学
大臣官房長から理事長あて「効率化の推進について（通知）」に基づき、セ
ンターとしての対策を各部署において策定した。 
① 職員研修会の実施 

研修計画に基づく、職員の資質向上を目的とする研修会の実施により、

Ａ 

 
 業務の効率化の推進
については、全職員を
上げて取り組んだ結
果、一般管理費等の経
費の節減が図られてお
り、評価できる。 
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業務の効率化の推進についての意識向上が図られた。 
ア 管理職研修（参加者：管理職47名） 
イ 平成 16 年度支部組織再編に関する研修会（参加者：支部職員 157
名） 

ウ 支所管理職研修（参加者：支所管理職予定者19名） 
② 「効率化の推進について（通知）」に基づく対策 

文部科学大臣官房長からの「効率化の推進について」の通知に基づき、
中期計画及び年度計画に定めた事項の着実な実施及び平成17年4月から
の支部組織再編に合わせた業務の効率化を推進するためのシステム導入
等について検討を行い、センターとしての対策を策定し、これらの対策
を踏まえた業務の効率化を推進した。 

③ 業務運営の効率化に関する推進状況の調査 
「行政効率化関係省庁連絡会議（平成16年6月15日）」における「行

政効率化推進計画」に基づき、監事からの「業務運営の効率化に関する
推進状況の調査（監査）の実施について」通知により、各部署における
効率化推進状況の調査を実施した。調査結果は役員会に報告され、効率
化推進については、各部署において適切に実施されていることが確認さ
れた。 

 
■職員提案事項募集等の実施状況 
① 業務の効率化及び経費節減への取組 

平成15年度に、経費の節約等に関する提案を職員から募り、有効なも
のについて実行することにより、経費の節減を図った結果、大幅な節減
が実施できたことから、これらの事項を引き続き実施した。 

② 経費節減協力の要請 
経費の節約等に関する職員からの提案等を効果的に実行するため、グ

ループウェア、内部広報誌等により、職員等に対して周知徹底した。 
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○国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

評定基準 評  定 
中期計画の各項目 

評 価 項 目 
（１６年度計画の各項目） 

指  標 
Ａ Ｂ Ｃ

評価項目・指標に係る実績 段階的
評定 

定性的評価及び 
留意事項等 

 
Ⅱ 国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき措置 

 

 
Ⅱ 国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき措置 

     

 
１ スポーツ施設の運営・提供に関す
る事項 

 

 
１ スポーツ施設の運営・提供に関す
る事項 

 
スポーツ施設
の運営・提供
の状況 
 

 
法人における自己点

検評価の結果を踏まえ
つつ、委員の協議によ
り、評定する。 
 

 
■スポーツ施設の運営・提供に関して、適切かつ効率的に行われているかの
検証 

Ａ 

 
大規模スポーツ施設

においては、芝生の養
生等の日数を確保した
上で、年度計画に定め
た稼働日数以上の利用
がなされており、評価
できる。 
 

 
（１）大規模スポーツ施設における稼

働日数の確保 
センターの大規模スポーツ施設

は、「トップレベルの競技者等の
活動の場」であるとともに広く国
民の「みるスポーツの場」として、
スポーツの振興に寄与するもので
あることから、ナショナルスタジ
アムとしての高水準な施設条件を
維持した上で、中期目標期間の平
均で、それぞれ次の稼働日数を確
保する。 

 

 
（１）大規模スポーツ施設における稼

働日数の確保 

 
大規模スポーツ
施設における稼
働日数の確保状
況 
 

  
■適切な施設管理と稼働日数の確保の状況 
大規模スポーツ施設においては、センターが長年蓄積してきたスポーツタ

ーフ等、施設・設備の維持管理に関するノウハウを活かし、ナショナルスタ
ジアムとして高水準な施設条件を維持した上で、競技者や観客等に安全かつ
快適な施設の提供を行い、国際的・全国的なスポーツ大会等の開催やアマチ
ュアスポーツ等の利用促進により、稼働日数の確保に努めるとともに、スポ
ーツ大会等の利用がない日についても、施設の有効活用及び収入の確保を図
るため、文化的行事への利用促進を図った。 
また、大規模スポーツ施設以外のスポーツ施設においても、効率的な施設

の運営、効果的な事業の実施に努めた。 
 

Ａ＋
 
大規模スポーツ施設

における稼働日数の確
保については、様々な
工夫により目標を上回
っており、高く評価で
きる。 

 

 
① 国立霞ヶ丘競技場 
ア 陸上競技場 

良質なスポーツターフ等施
設条件を維持するために必要
な養生期間等を考慮しつつ、
国際的・全国的なスポーツ大
会等の開催やアマチュアスポ
ーツ等の利用促進により、年
間１１５日以上の稼働日数を
確保する。 

 

 
① 国立霞ヶ丘競技場 
ア 陸上競技場 

良質なスポーツターフ等施
設条件を維持するために必要
な養生期間等を考慮しつつ、
国際的・全国的なスポーツ大
会等の開催やアマチュアスポ
ーツ等の利用促進により、年
間１１５日以上の稼働日数を
確保する。 
 

  
稼働日数 
 
 

 
115日
以上

 
92日
以上
115日
未満

 
92日
未満

 
■実稼働日数          128日（平成15年度比8日増） 
内訳 競技会利用       108日（うち設営等   32日） 

競技会以外の一般利用   20日 
（芝生養生日数         105日） 
（・入場者数  923,772人（うち有料入場者数813,427人）） 
 
年度計画に定めた目標値（115 日以上）を上回る稼働日数（128 日）を確

保した。 
なお、サッカーの競技会については、他の大規模競技施設による大会誘致

が盛んになり、開催が分散傾向にあること及び平成17年2月から3月にか
けて、正面スタンド座席改修及び防水工事を実施したことにより、サッカー
の競技会等大規模イベントの開催回数が減少したが、営業活動の促進及びス
タンドを使用せずに実施できる行事の誘致に努めた。 
 

 
 陸上競技場について
は、利用者のニーズに
応じた計画的な改修工
事を行うとともに、工
事期間中スタンドを使
用しない行事の誘致に
努めるなど、有効な施
設利用を行っており、
評価できる。 

 
イ ラグビー場 

ラグビー専用競技場として
良質なスポーツターフ等施設
条件を維持するために必要な
養生期間等を考慮しつつ、国
際的・全国的なスポーツ大会
等の開催により、年間７５日

 
イ ラグビー場 

ラグビー専用競技場として
良質なスポーツターフ等施設
条件を維持するために必要な
養生期間等を考慮しつつ、国
際的・全国的なスポーツ大会
等の開催により、年間７５日

  
稼働日数 
 
 

 
75日
以上

 
60日
以上
75日
未満

 
60日
未満

 
■実稼働日数          83日（平成15年度比8日増） 
内訳 競技会利用       76日（うち設営等   10日） 

競技会以外の一般利用   7日 
（芝生養生日数         132日） 
（・入場者数 319,489人（うち有料入場者数 312,693人）） 
 

 

 
ラグビー場について

は、ラグビー専用競技
場という限られた条件
の中で稼働日数を確保
しており、評価できる。 
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以上の稼働日数を確保する。 
 

以上の稼働日数を確保する。
 

年度計画に定めた目標値（75 日以上）を上回る稼働日数（83 日）を確保
した。 
なお、ラグビー専用競技場として、ラグビーの利用を第一に確保しつつ、

施設条件の維持に配慮した上で、国際的・全国的なスポーツ大会等への利用
促進に努めるとともに、ラグビー以外の一般利用にも活用した。 
 

 

 
② 国立代々木競技場 
ア 第一体育館 

利用者にとって快適な施設
条件を提供するための管理等
の期間を考慮しつつ、国際
的・全国的なスポーツ大会等
の開催や文化的行事等の利用
促進により、年間１７５日以
上の稼働日数を確保する。 

 
 

 
② 国立代々木競技場 
ア 第一体育館 

利用者にとって快適な施設
条件を提供するための管理等
の期間を考慮しつつ、国際的・
全国的なスポーツ大会等の開
催や文化的行事等の利用促進
により、年間１７５日以上の
稼働日数を確保する。 
 

  
稼働日数 
 
 

 
175日
以上

 
140日
以上
175日
未満

 
140日
未満

 
■実稼働日数          254日（平成15年度比10日増） 
内訳 競技会利用        46日 

競技会以外の一般利用  185日（うち設営等   95日） 
自主事業         23日（アイススケート場一般公開） 

保守点検等日数         85日 
（・入場者数 1,027,648人（うち有料入場者数 771,308人）) 
 
年度計画に定めた目標値（175 日以上）を上回る稼働日数（254 日）を確

保した。 
なお、国際的・全国的なスポーツ大会等の利用に供した上で、施設の有効

活用及び収入の確保を図るため、コンサート等文化的行事への利用促進を図
るなど、営業活動に努めた。 
 

 
 第一体育館について
は、スポーツ大会等を
優先したうえで、文化
的行事への利用促進を
図り、年度計画の目標
稼働日数を大きく上回
っており、高く評価で
きる。 

 
イ 第二体育館 

利用者にとって快適な施設
条件を提供するための管理等
の期間を考慮しつつ、バスケ
ットボールやバドミントン等
の国際的・全国的なスポーツ
大会等の開催や文化的行事等
の利用促進により、年間２８
５日以上の稼働日数を確保す
る。 

 

 
イ 第二体育館 

利用者にとって快適な施設
条件を提供するための管理等
の期間を考慮しつつ、バスケ
ットボールやバドミントン等
の国際的・全国的なスポーツ
大会等の開催や文化的行事等
の利用促進により、年間２８
５日以上の稼働日数を確保す
る。 

 

  
稼働日数 
 
 

 
285日
以上

 
228日
以上
285日
未満

 
228日
未満

 
■実稼働日数          316日（平成15年度比5日減） 
内訳 競技会利用       212日 

競技会以外の一般利用  104日（うち設営等   71日） 
保守点検等日数         30日 

(・入場者数 345,133人（うち有料入場者数 186,879人）) 
 
年度計画に定めた目標値（285日以上）を上回る稼働日数（316日）を確保

した。 
なお、バスケットボールやバドミントン、レスリング等の国際的・全国的

な競技会等の利用の促進に努めるとともに、一般利用への積極的な利用促進
を図った。 
 

 

 

 
 第二体育館について
は、スポーツ大会等を
優先したうえで、文化
的行事への利用促進を
図り、年度計画の目標
稼働日数を上回ってお
り、評価できる。 

 
（２）スポーツ施設利用者の利便性の

向上 
 

 
（２）スポーツ施設利用者の利便性の

向上 
 

 
施設利用者の利
便性向上状況 

  
■利便性の向上に向けた検討等の実施状況 
施設利用者の利便性の向上を図るため、施設の利用情報の提供を行うため

の更なる方策を検討し、平成 17 年度からの国立霞ヶ丘競技場及び国立代々
木競技場の組織統合に合わせて、ホームページにより施設の総合案内情報を
一元的に提供することとした。また、快適な利用環境の提供に努めるため、
各施設に設置している投書箱を活用することにより、日常的に利用者ニーズ
の把握を行い、サービス向上が見込まれる事項について改善策を講じた。
 

Ａ 
 

利用者ニーズの把
握や利用者の利便
性の向上に向けた取
り組みを行っている
ことは、評価できる。 

 
① センターの設置するスポーツ
施設のネットワーク化を推進
し、各施設の利用情報等を一元
的に取扱う総合案内情報（利用
申込、空き情報、利用調整基準、
イベント情報等）を提供し、施
設利用者の利便性の向上を図
る。 

 
 

 
① 施設利用者の利便性の向上を
図るため、大会案内、イベント
情報及び附属施設の利用情報の
提供を行うための方策を更に検
討する。なお、平成１７年度か
らの国立霞ヶ丘競技場及び国立
代々木競技場の組織統合に向け
て、ホームページの充実につい
ても検討する。 

 

  
施設間のネ
ットワーク
化推進によ
る利用者の
利便性向上
に向けた検
討状況 
 
 

  
■利用者の利便性の向上に向けた検討状況 
平成17 年 4月からの国立霞ヶ丘競技場及び国立代々木競技場の組織統合

に向けて、ホームページの充実を図るため、組織統合後のホームページの構
成やより分かりやすい利用情報の提供方策等の検討を進めた。 
また、施設の利用情報等について、次のような改善を行った。 
 
ア 国立代々木競技場室内水泳場予約状況 
イ 国立霞ヶ丘競技場陸上競技場座席図詳細 
ウ 秩父宮記念スポーツ図書館ＯＰＡＣ（オンライン目録）の利用開始
（ＪＩＳＳとの連携） 

 

 
 

 利用者の利便性の向
上に向けた検討につい
ては、新たな施設の利
用情報等の提供を行う
とともに、ホームペー
ジの充実のための検討
を進めており、評価で
きる。 
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② 施設利用者に対するアンケー
ト調査等の実施により、利用者
ニーズの把握を行い、快適な利
用環境を提供する。 

 
 
 
 
 
 

 
② 快適な利用環境の提供に努め
るため、各施設に設置されてい
る投書箱を活用することにより、
日常的に利用者ニーズの把握を
行い、サービス向上が見込まれ
る事項について改善策を講じる
とともに、競技団体を含めた施
設利用者に対するアンケートの
実施について、調査内容及び実
施時期を検討する。 

 

  
利用者ニー
ズの把握の
状況 

  
■利用者ニーズの把握と改善の状況 
施設利用者に対して、快適な利用環境の提供に努めるため、各施設に投書

箱を設置した。利用者からの投書については、国立霞ヶ丘競技場及び国立代々
木競技場に設置した委員会において検討を行い、委員会においてサービス向
上が見込まれると判断した事項については、早急に改善策を講じ、快適な利
用環境の提供に努めた。なお、検討結果について、掲示を行った。 
① 投書箱設置箇所 

ア 国立霞ヶ丘競技場：5か所（トレーニングセンター、室内水泳場、
体育館、東・西テニス場） 

イ 国立代々木競技場：2か所（室内水泳場、アイススケート場） 
② 投書件数（169件） 
ア 国立霞ヶ丘競技場：97件 
イ 国立代々木競技場：72件 

③ 投書箱以外の利用者のニーズ把握 
財団法人日本サッカー協会、財団法人日本ラグビー協会、財団法人日

本陸上競技連盟等と情報交換を行い、利用団体のニーズの把握に努めた。
これらの団体からの要望等については、今後の業務運営や施設改修の参
考とする。 

 
■施設利用者に対するアンケート実施についての検討状況 
積極的に利用者ニーズを把握し、快適な利用環境の提供に努めるため、ア

ンケート調査の実施について検討を行った。 
検討の結果、施設利用者を調査対象として平成 17 年度下期に実施するこ

ととし、プロジェクトチームによりアンケート調査の内容の詳細について検
討を行い、実施に向けた具体の準備を行った。 
 

 
 
 利用者のニーズを把
握するための方策につ
いては、様々な検討が
なされており、評価で
きる。 
 今後とも、ホームペ
ージなどで意見を募る
など、あらゆる機会を
通じてニーズの把握に
努めることを期待する。 

 
スポーツ施設の
活用促進状況 
 

  
■スポーツ施設の有効活用の促進状況 
センターの大規模スポーツ施設を、ＪＩＳＳが実施する国際競技力向上の

ための研究・支援事業を行う際の実験・実証の場として計画的に活用するな
ど、同一の設置主体が施設を有しているメリットを活かし、有効活用を図る
とともに、競技会の利用を第一に確保しつつ、高水準な施設条件や施設の安
全性を損なうことのないよう留意しながら、支障のない範囲で一般利用にも
供するなど、スポーツ施設の有効活用を図った。 
 

 
 スポーツ施設の活用
の促進については、ス
ポーツ大会等に施設を
提供するとともに、Ｊ
ＩＳＳが実施する研
究・支援事業の実験、
実証の場として、計画
的に活用しており、評
価できる。 

 
（３）スポーツ施設の活用の促進 

具体的な利用計画を策定し、国
際競技力向上のための研究・支援
事業を行う際の実験・実証の場と
して活用する。 
また、支障のない範囲において、

競技会以外の一般利用にも供す
る。 

 
（３）スポーツ施設の活用の促進 

センターの大規模スポーツ施設
（国立霞ヶ丘競技場・国立代々木
競技場）を、国立スポーツ科学セ
ンターが実施する国際競技力向上
のための研究・支援事業を行う際
の実験・実証の場としても活用す
るため、具体的な利用計画を策定
し、実行する。 
なお、平成１６年度は次の事業

を行う。 
ア 低酸素環境を用いたトレー
ニングに関する研究 

イ 多視点映像撮影閲覧システ
ムの開発 

ウ ゲーム分析におけるフィー
ドバックシステムの開発 

エ スポーツ情報ネットワーク
事業 

また、支障のない範囲において、
競技会以外の一般利用にも供する。
 

  
国際競技力
向上のため
の実験・実
証の場とし
ての活用状
況 

  
■国際競技力向上のための実験・実証の場としての活用状況 
① 利用計画の策定等 

ＪＩＳＳが実施する研究・支援事業において、国立競技場で実施する
ことが効率的・効果的なものについて、国立競技場の利用状況を考慮し
た上で、具体的な利用計画を策定し、実施した。 
また、連携事業をより円滑に実施していくため、「国立競技場と国立

スポーツ科学センターの連携事業を実施するための要綱」を定めた。
② 実施状況 
ア 低酸素環境を用いたトレーニングに関する研究（計2日間） 

低酸素環境下での滞在による順化が無酸素性種目選手のパフォーマ
ンスに与える影響を比較・検証した。（国立霞ヶ丘競技場） 

イ 多視点映像撮影閲覧システムの開発（計9日間） 
競技場に多数のカメラを設置し、実地撮影実験を行うとともに、全

日本大学サッカー選手権大会決勝において適用し、実験見学会及び意
見交換会を実施した。（国立霞ヶ丘競技場） 

ウ ゲーム分析におけるフィードバックシステムの開発（計5日間）
全日本レスリング選手権大会及びバドミントン日本リーグにおいて

Ａ 

 



 

- - 17 - - 

実地撮影実験を行った。（国立代々木競技場） 
エ スポーツ情報ネットワーク事業（平成16年4月から稼働） 

ＪＩＳＳ研究者の資料活用の効率化及びスポーツ博物館（図書館）
利用者へのサービス向上を図るためのインターネットによる資料の所
蔵状況を把握できるオンライン検索用目録の導入（国立霞ヶ丘競技場）

オ バドミントンサポート2004（計6日間） 
国際大会において、強豪外国選手の映像データの収集・分析を実施

するとともに、即時的なフィードバックを行った。（国立代々木競技
場） 

カ 競技者のコンディション評価に関する研究（1日間） 
減量時における唾液中の免疫機能の変動を検証するため、全日本レ

スリング選手権大会に出場中の選手を対象に試合前の減量期及び試合
後の回復期に唾液採取及び体重測定を行った。（国立代々木競技場）

 

 
  

 
競技会以外
の一般利用
状況 
 

  
■施設の活用状況（一般利用日数 150日） 
競技会の利用を第一に確保しつつ、高水準な施設条件や施設の安全性を損

なうことのないよう留意しながら、支障のない範囲で一般利用にも供し、施
設の利活用を図った。 
① 国立霞ヶ丘競技場 
ア 陸上競技場 20日 

良質なスポーツターフ等施設条件を維持するために必要な養生期間
等を考慮しつつ、グラウンド以外の施設（回廊走路・ランプ下走路等）
をファッションショーの会場やトレーニングセンターの利用者にジョ
ギング走路として開放した。 

イ ラグビー場 7日 
良質なスポーツターフ等施設条件を維持するために必要な養生期間

等を考慮しつつ、ファッションショーなど競技会以外の利用にも供した。
② 国立代々木競技場 
ア 第一体育館 90日 

利用者にとって快適な施設条件を提供するための管理等の期間を考
慮しつつ、コンサートや洋服メーカーの合同展示会などの競技会以外
の利用にも供した。 

イ 第二体育館 33日 
利用者にとって快適な施設条件を提供するための管理等の期間を考

慮しつつ、格闘技、ファッションショー及びヘアーカットコンテスト
など競技会以外の利用にも供した。 

 

 
 
 

 
２ 国際競技力向上のための研究・支
援事業 
国立スポーツ科学センターにおい

ては、スポーツ振興基本計画（平成
１２年９月１３日文部省告示第１５
１号）等に基づき、我が国の国際競
技力向上のための研究・支援事業を
実施する。実施に当たっては、次の
措置を講じ、より効果的な事業の執
行を図る。 
 

 
２ 国際競技力向上のための研究・支
援事業 

 
国際競技力向上
のための研究・
支援事業の実施
状況 

 
法人における自己点

検評価の結果及びＪＩ
ＳＳ業績評価委員会の
評価結果を踏まえつ
つ、委員の協議により、
評定する（ただし、一
定の期間を設けて推進
する研究事業等につい
ては、研究期間終了後
に評価する。）。 
 

 
■効果的な事業の執行のための方策及び国際競技力向上のための研究・支援
事業の実質的な効果の検証 

Ａ＋
 
ＪＩＳＳについては、

競技団体等に対して、
科学・医学・情報の各
分野から総合的に支援
を行い、ＪＯＣ等と連
携して効果的・効率的
な支援体制作りを行っ
た結果として、アテネ
オリンピックにおいて
過去史上最多の３７個
のメダルを獲得した日
本選手団の好成績に貢
献しており、国際競技
力の向上のための研
究・支援事業を行った
ことは、高く評価でき
る。 
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（１）一体的な事業の実施 

スポーツ科学、医学及び情報の
３研究部と運営部が、総合的な連
携・協力のもと、事業ごとに部会
を設置し、研究・支援事業を一体
的に実施する。 

 

 
（１）一体的な事業の実施 

① スポーツ科学、医学及び情報
の３研究部と運営部による総合
的な連携・協力を更に推進する
とともに、事業ごとに次の部会
を定期的に開催することにより、
研究・支援事業の一体的な実施
及びより効果的な事業の執行を
図る。 
ア トータルスポーツクリニ
ック事業部会 

イ スポーツ医・科学研究事
業部会 

ウ スポーツ診療事業部会 
エ スポーツ情報サービス事
業部会 

オ サービス事業部会 
② 競技者の心身の現状を総合的
に評価するため、トータルチェ
ックサービスを行う。 

③ 競技者が良好なコンディショ
ンで競技できるように、スポー
ツ外傷・障害及び疾病に対し、
診療・リハビリテーションを行
う。 

④ 競技団体の強化活動を支援す
るため、トレーニング施設、宿
泊・食事等の提供を行う。 

 

 
３研究部と運営
部の連携協力に
よる研究・支援
事業の一体的な
実施及び効果的
な事業の執行状
況 
 

 
 

 
■事業部会の開催状況 
3研究部と運営部の連携・協力の下、研究・支援事業を一体的に実施する

ため、事業ごとに部会を設置し、各部が連携し事業を執行した。 

部会名 
開催回数
(回) 

主な内容 

トータル
スポーツ
クリニッ
ク事業部
会 

10

・サポートプロジェクト計画の変更管理に
関する全体的指針について 

・データ及び成果物の取扱いについて 
・各プロジェクトの予算執行管理について
・次期事業計画案の策定について ほか 

スポーツ
医・科学
研究事業
部会 

11

・各プロジェクト研究の予算配分案につい
て 

・研究成果発表の際の手続及びチェック体
制について 

・次期事業計画案の策定について ほか 
スポーツ
診療事業
部会 

5
・他事業との連携について 
・診療対象者の確認について 
・次期事業計画案の策定について ほか 

スポーツ
情報サー
ビス事業
部会 

13

・事業推進体制の確認について 
・海外研究員の招聘について 
・次期事業計画案の策定について ほか 

サービス
事業部会

15

・アテネフェア（ギリシャ料理の提供）の
実施について 

・次期レストラン委託業者の選定について
・次期事業計画案の策定について ほか 

 
■トータルスポーツクリニック・チェックサービスの実施状況 
競技者の心身の状態を、メディカル、フィットネス、スキル、メンタル、

栄養面から多角的・総合的に評価・診断し、原則として検査当日にデータの
提供やアドバイスを行った。 

延べ測定人数 1,229人
 
■診療・リハビリテーションの実施状況 

内科、整形外科をはじめ７つの診療科による診察のほか、アスレ
ティックリハビリテーション、心理カウンセリング等を実施し、選
手の傷害の治療や予防に努めた。 

延べ受診件数 10,509件
 
■強化活動を支援するための合宿環境の提供状況 

ＪＯＣ認定の強化／トレーニング拠点として、7つの専用トレーニン
グ施設と3つの共用トレーニング施設を提供するほか、宿泊室、レ
ストランを運営し、快適な合宿環境の提供に努めた。 

施設名 延べ利用人数等 
トレーニング施設 専用施設 延べ利用人数 27,567人 

共用施設 延べ利用人数 46,580人 
宿泊室 16,186室 
レストラン 延べ利用食数 63,246食  

Ａ 

 
各研究部と運営部が

連携協力し、効率的・
効果的に研究・支援事
業を実施したことは、
評価できる。 
 

 
（２）連携による競技力向上プロジェ

クトチーム型研究・総合的支援活
動の実施 

 
（２）連携による競技力向上プロジェ

クトチーム型研究・総合的支援活
動の実施 

 
連携による競技
力向上プロジェ
クトチーム型研

  
■プロジェクトチーム型研究・総合的支援活動の実施により、競技力向上が
図られたかの検証 

 
 
ＪＩＳＳが支援した

競技団体が、アテネオ
リンピックにおいて、
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 究・総合的支援
活動の実施状況

多くのメダルを獲得す
るなど、優れた成績を
あげたことは、高く評
価できる。 

 
① プロジェクトチーム型研究・
総合的支援活動 
ア 財団法人日本オリンピック
委員会（以下「ＪＯＣ」とい
う。）、各競技団体（以下「Ｎ
Ｆ」という。）及び体育系大
学等との連絡調整会議を定期
的に開催することにより、ス
ポーツの現場や、科学技術面
からの国際競技力向上に資す
る研究・支援に対するニーズ
の把握に努める。 

イ ＪＯＣ、ＮＦとの緊密な連
携のもと、オリンピック競技
大会をはじめとする各種国際
競技大会を目指したＮＦの強
化活動に対し、競技種目別の
支援プロジェクトチームを編
成して、科学・医学・情報面
からの総合的、あるいは個別
的支援を行う。その際、プロ
ジェクトの重点化を図ること
により、支援内容を明確化し、
重点種目についてはトレーニ
ング現場や競技大会時におけ
る支援も実施する。 
また、アテネ夏季オリンピ

ック大会へは、ＪＯＣ、ＮＦ
の要請に応じ、検討の上、必
要なスタッフを派遣する。 

ウ アテネオリンピック大会終
了後、実施した支援活動の総
括を行い、今後、より効果的
に支援を行うための方策につ
いて検討する。 

 

  
国際競技力
向上に資す
る研究・支
援に対する
ニーズの把
握の状況 
 
総合的支援
活動の実施
状況 
 
アテネオリ
ンピックに
向けた支援
の状況及び
重点支援の
実施状況 
 
支援活動の
結果を踏ま
えた今後の
方策の検討
状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
■国際競技力向上に資する研究・支援に対するニーズの把握状況 
ＪＯＣと「ＪＩＳＳ－ＪＯＣ連絡調整会議」を3回実施し、国際競技力向

上のための方策等について意見交換を行った。また、ＮＦとＴＳＣ事業の中
で具体的な支援内容等について随時協議し、支援に反映させた。さらに、体
育系大学とスポーツ情報サービス事業の中で、連携ネットワークを強化する
とともに学術情報の収集等を行った。 
 
■総合的支援活動の実施状況 
ＪＯＣと連携を図ったうえで、ＮＦからの支援申請に基づき、プロジェク

トチームを編成し、平成16年度は15競技団体21種目について、支援活動
を実施した。 
 

■アテネオリンピックで実施した支援活動の総括及び今後の方策の検討 
アテネオリンピック出場種目についての支援は、ＴＳＣサポートサービス

の中でＮＦの要望に応じて、海外の大会への研究員の派遣等を実施した（競
泳、シンクロナイズドスイミング、自転車、ソフトボール）。 
アテネオリンピックには、ＪＯＣへの協力（選手団、村外支援）として 2
名（トレーナー、研究員（情報））を派遣し、またＮＦへの支援（競泳、ソ
フトボール）として4名の研究員を派遣し、現地において重点的な支援活動
を行った。 
なお、平成 17 年度からは、プロジェクト体制を「競技種目別」から「専

門分野別（生理・生化学、バイオメカニクス、心理、栄養、トレーニング、
パフォーマンス分析）」に再編成するとともに、心理、栄養、トレーニング
に関する講習会や相談・指導等を「ルーティンサポートプログラム」として
実施することとし、より効果的・効率的な支援活動の体制作りを行った。
 

 

 

 

 

 

Ａ＋

 
 
 
 
 
 
 
 
ＪＩＳＳが支援した

競技団体や重点的に支
援を行った競技種目に
ついては、アテネオリ
ンピックで好成績につ
ながっており、高く評
価できる。 
 今後とも、オリンピ
ックにおけるメダル獲
得に向けて、さらなる
支援体制の充実を期待
する。 
 

 
① プロジェクトチーム型研究・
総合的支援活動 
財団法人日本オリンピック委

員会（以下「ＪＯＣ」という。）、
各競技団体及び大学等と連携し
つつ、競技者及びチームの国際
競技力向上のためのプロジェク
トチーム型研究・総合的支援活
動を行う。その際、開催が予定
されるオリンピック競技大会を
はじめとする各種の国際競技大
会を念頭に置き支援内容を決定
するほか、重点競技について競
技大会や競技現場等での支援活
動を実施するなど、プロジェク
トの重点化及び支援内容の明確
化を図る。 

 

 
エ 研究活動については、３分
野、５テーマ、１０プロジェ
クトによる研究を実施する。
なお、上記の１０プロジェ

クトは、平成１６年度で当初
想定された研究期間が終了す
ることから、ＪＯＣ、ＮＦ等
からのニーズを調査し、次期
研究計画を策定する。（別紙
参照） 

 
 
 

  
研究活動の
実施結果 
 
ＪＯＣ、Ｎ
Ｆ等からの
ニーズの調
査状況及び
次期研究計
画の策定状
況 

  
■研究活動の実施結果   3分野、5テーマ、10プロジェクト 
平成13年度から4年計画で行われている3分野5テーマ10プロジェクトにお

いて、研究活動を実施した。なお、これら研究プロジェクトは、平成13年度
から4年計画で実施してきた研究期間が平成16年度末で終了したことから、
研究成果のとりまとめを行い、ＪＩＳＳ業績評価委員会（平成17年6月3日）
において外部評価を実施した。 

分野 テーマ プロジェクト 

低酸素環境を用いたトレー
ニングに関する研究 

競技力向上のための先
端的トレーニング方法
の開発と実践 先端的トレーニング方法の

開発と実践 

トレーニン
グ・コーチン
グシステムに
関する研究 

競技力向上のためのメ
ディカルサポートシス
テムの確立す関する研
究 

スポーツ外傷・障害に対す
るアスレティックリハビリ
テーション及び予防法に関
する研究 

Ａ 
 
ＪＩＳＳが行った研

究事業については、Ｎ
Ｆや外部研究者等と連
携しながら実施し、そ
の成果は、強化現場に
も応用されており、評
価できる。 
今後、ＪＩＳＳとし

て研究成果をとりまと
めるだけではなく、学
会誌等に掲載されるよ
うな成果の発表を期待
する。 
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 フィットネスチェックのた
めの基礎的研究 

フィットネス・スキル
チェックの質的改善と
フィードバックシステ
ムの構築 

スキルチェックのための基
礎的研究 

医学的、栄養学的、心理学
的指標による競技者のコン
デョション評価に関する研
究 

評価システム
に関する研究

競技者のコンデョショ
ン評価に関する研究 

競技スポーツにおけるコン
ディショニングの成功・失
敗要因に関する研究 

ゲーム分析におけるフィー
ドバックシステムの開発 

タレント発掘に関する研究

戦略・戦術シ
ステムに関す
る研究 

強化戦略策定における
ゲーム分析・タレント
発掘－競技者セレクシ
ョン・タレント発掘評
価システムに関する研
究 

競技力向上におけるルー
ル・ジャッジメントへの対
策に関する研究 

 
■ＪＯＣ、ＮＦ等からのニーズの調査状況 
平成16年10月から11月にかけてＪＯＣ及びＪＯＣ加盟競技団体のうちオリ

ンピック競技種目の33競技団体等に対してニーズ調査を行い、要望を把握す
るとともに、世界の競技動向を調査し、競技力向上のための研究・支援方策
について検討した。 

 
■次期研究計画の策定状況 

ＪＩＳＳの特徴を生かすとともに、ＪＯＣ及びＮＦへのニーズ調査を踏ま
え、国際競技力向上に資するための以下の調査・研究を実施することとした。

① プロジェクト研究Ａ（分野別研究） 
トレーニング・コーチング、評価、戦略・戦術の 3 分野に関するＪ

ＩＳＳの特徴を生かした調査・研究又は競技種目横断的な内容の独創
的・先駆的調査・研究（8プロジェクト） 

 
区分 プロジェクト名 

競技パフォーマンスに及ぼす低酸素トレーニングの効
果に関する研究 

トレーニン
グ・コーチン
グに関する研
究 

トレーニング方法と効果に関する研究 

フィットネス・スキル・パフォーマンスの評価方法に
関する研究 
競技者支援のための心理・生理学的指標に関する研究
スポーツ外傷・障害予防のための医学的研究 

評価に関する
研究 

競技者の栄養摂取基準値に関する研究 
ゲーム分析方法に関する研究 戦略・戦術に

関する研究 タレントの発掘と有効活用のための手法に関する研究
 

 
② プロジェクト研究Ｂ（競技種目別研究） 

競技種目に特化したＮＦの強化活動と直結した調査・研究（14
プロジェクト） 
 

競技団体名 研究課題名 
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 財団法人 
日本陸上競技連盟 

一流跳躍選手の短距離疾走能力の向上に
関する研究 

財団法人 
全日本スキー連盟 

クロスカントリースキー選手を対象とし
た高地適応過程の生理的評価システム構
築 

財団法人 
日本テニス協会 

強化指定選手の各技術に関するバイオメ
カニクス的分析 

財団法人 
日本スケート連盟 

スケート競技におけるスケート靴の特性
に関する基礎的調査 

財団法人 
日本レスリング協会 

レスリング選手の減量に関する基礎的研
究 

財団法人 
日本卓球協会 

卓球の技術・戦術課題克服のための映像
利用法に関する実践的研究 

財団法人 
日本ハンドボール協会 

ハンドボール競技者に必要な体力要素と
その評価に関する研究 

財団法人 
日本自転車競技連盟 

低酸素トレーニングが自転車競技トラッ
ク選手の無酸素パワー出力に及ぼす影響

社団法人 
日本ウエイトリフティング
協会 

ジュニア競技者における基本的運動能力
と体幹筋力強化に関する基礎的研究 

社団法人 
日本フェンシング協会 

フェンシング競技のファント動作におけ
る下肢への負担度に関する研究 

財団法人 
全日本柔道連盟 

海外強豪選手の映像収集及び選手へのフ
ィードバックシステムの確立 

財団法人 
日本ソフトボール協会 

ソフトボール・ウインドミル投法の踏み
込み脚の動作分析 

社団法人 
日本カヌー連盟 

回流水槽を用いた生理学的・バイオメカ
ニクス的研究 

社団法人 
日本アーチェリー連盟 

アーチェリーでのエイミングにおけるク
リッカー制御技術の分析 

 
 

 
② スポーツ情報事業 

国内外の関係機関等との連携
を図りながら、国際競技力向上
に有効となる情報を積極的に収
集・分析するとともに、分析情
報を提供するなど情報面からの
支援活動を実施する。 

 
② スポーツ情報サービス事業 
ア ＪＯＣ、財団法人日本体育
協会、ＮＦ、体育系大学、地
域に設置されているスポーツ
センター及び医・科学センタ
ー、国際スポーツ医・科学・
情報機関等の国内外の関係機
関等との連携を図るため、ネ
ットワークの構築についてモ
デル機関との調査・研究を行
う。 
また、より効率的、効果的

な情報支援活動及び連携・ネ
ットワークの運用体制につい
て検討する。 

イ 各関係機関との連携による
活動を通じて、国際競技力向
上に有用な情報を収集・分析
し、データベース化を図る。

ウ 収集・分析した情報の有効
な提供方法を企画立案し試行
するとともに､競技力向上のた
めの情報通信技術の利用方法

  
ネットワー
ク構築のた
めの調査・
研究の実施
状況 
 
ネットワー
ク運用体制
の検討状況
 
 
有用な情報
の収集・分
析並びに情
報提供方法
の企画立案
の実施状況
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
■国内外のネットワーク構築のために調査・研究を実施したモデル機関及び
実施した連携プログラム数 
国内外の関係機関等との連携を図るため、4つのネットワークプロジェク

トにおいて、モデル機関を設定し、それぞれの特徴を生かしながら、調査・
研究プログラムを実施した。 
①ＪＩＳＳ-ＪＯＣネットワーク 

モデル機関 調査研究プログラム 
ＪＯＣ ・東京Ｊプロジェクト2004における情報支援 

・国内外の国際競技力向上方策に関わる情報の提供
・福岡県タレント発掘事業への協力 

 
②体育系大学ネットワーク 

モデル機関 調査研究プログラム 
筑波大学、鹿屋
体育大学 

・スポーツ医・科学研究情報コンテンツの収集 
・最新スポーツ医・科学研究論文情報の収集 
・ＪＩＳＳ－筑波大学スポーツ情報セミナー 
・ＪＩＳＳ－鹿屋体育大学スポーツ情報セミナー 

 
③地域ネットワーク 

モデル機関 調査研究プログラム 
青森県スポー
ツ科学センタ

・Ｊ－ｎｅｔ（ＪＩＳＳと地域関係者のメーリング
リスト）による情報交換の活性化 

Ａ+
 

各プロジェクトを立
ち上げ、ＪＯＣ，ＮＦ
及び体育系大学等関係
機関とのネットワーク
構築及び運用、情報収
集・分析・提供を推進
したことは、高く評価
できる。 
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の普及を図る。 
 

ー、富山県総合
体育センター、
岐阜県スポー
ツ科学トレーニ
ングセンター、
福岡県立スポ
ーツ科学情報
センター 

・地域Ｊプロジェクト2004（地域からのアテネオリ
ンピック情報支援） 

・ＪＩＳＳ－地域の連携によるタレント発掘プログ
ラム調査 

・地域ジュニアトップ競技者の種目転向に関する調
査 
・地域ネットワーク研修 

 
④国際スポーツ情報ネットワーク 

モデル機関 調査研究プログラム 
西オーストラリ
アスポーツ研究
所（オーストラ
リア）、タスマ
ニア・スポーツ
研究所（オース
トラリア）、南
メイン州立大学
（アメリカ） 

・オーストラリアからタレント発掘コーディネータ

ーを招聘 

・アメリカから画像処理の専門家を招聘 

・国際スポーツ情報協会（ＩＡＳＩ）関連会議への

参加 

 
■ネットワーク運用体制の検討状況 
4つのネットワークプロジェクトにおいて、それぞれの特徴を生かしなが

ら、運用体制について検討を行った。 
① ＪＩＳＳ-ＪＯＣネットワーク 
・ＪＯＣテクニカルフォーラムへの協力 
・ＪＯＣ関係部会等への出席・協力 
・Ｓｐｏｒｔ－Ｉ（ＪＯＣ、ＮＦ、財団法人日本体育協会等のメーリン
グリスト）への情報コンテンツ提供の継続 

② 体育系大学ネットワーク 
・全国体育系大学学長・学部長会総会への出席 

③ 地域ネットワーク 
・地域ネットワーク全国会議2005の実施 
・ブロック会議の実施 

④ 国際スポーツ情報ネットワーク 
・国際スポーツ情報協会（ＩＡＳＩ）年次総会への出席 
・関係者との電子メールによる情報交換 

 
■国際競技力向上に有用な情報の収集・分析のためのデータベース構築及び
加工・蓄積の状況 
4つのプロジェクトにおいて、データベースシステムを構築するとともに、

国際競技力向上に有用な情報を収集し、データベース化を行った。 
① 学術情報データベース （論文数）64件 
② 映像データベース   （時間数）25時間 
③ 戦略に関わる情報収集・蓄積・提供データベース （件数）2,453件
④ 記録データベース   （大会数）6大会分 
 

■情報提供方法の企画状況 
国際競技力向上に有用な情報の有効な提供方法について、検討を行うとと

もに、ＩＴ普及研修会を実施した。 
① メーリングリストを活用した情報提供 

ＪＯＣがＮＦの要望を受けて開設したメーリングリスト（Ｓｐｏｒｔ
－Ｉ）や地域スポーツ関係者とのメーリングリスト（Ｊ－ｎｅｔ）等を
活用し、世界各国の国際競技力向上方策や競技者の発掘・育成プログラ
ム等の情報コンテンツを収集し、情報を発信するほか、ＪＩＳＳの諸活
動やイギリスにおける地域との連携・ネットワークに関する最新動向等
の情報を発信した。 
ア ＪＩＳＳ－ＪＯＣネットワーク（Ｓｐｏｒｔ－Ｉ）による情報発信

365件 
イ 体育系大学ネットワークによる情報発信        309件 
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ウ 地域ネットワーク（Ｊ－ｎｅｔ）による情報発信    397件 
エ 国際スポーツ情報ネットワークによる情報発信     288件 

② ＩＴ普及講習会の実施 
ＮＦの映像テクニカルスタッフを対象に、スポーツの映像処理につい

ての最新技術（技術分析及びゲーム分析用映像解析ソフトの活用方法等）
に関する講習会を実施した。 
・実施回数 2回 
・受講人数 25人 

 
 
（３）研究成果及び収集情報の提供 

研究成果については、我が国の
国際競技力向上に関する戦略上の
必要性及び各競技者個人のプライ
バシーの保護等に留意した情報管
理システムを構築し、適切な情報
の提供を行う。 

 
（３）研究成果及び収集情報の提

供 
研究成果及び収集情報について、

我が国の国際競技力向上に関する
戦略上の必要性及び各競技者個人
の権利・プライバシーの保護等に
留意し、適切に情報管理を行うた
めの情報管理システムを更に整備
し、情報の提供を行う。 

 

 
情報管理方法の
検討及び研究成
果（測定及び支
援で得られた研
究成果を含
む）・収集情報
の提供状況 
 

  
■適切な情報管理及び情報提供が行われたかの状況 
研究・支援活動で得られた知見・情報のうち、戦略上秘匿する必要がある

情報を公表する場合には、ＮＦ等の了解を得るとともに、ＪＩＳＳ内に設置
した運営会議（センター長、主任研究員、運営部長で構成）において随時検
討した。 
また、ＪＩＳＳスポーツ情報システムの運用について、セキュリティーポ

リシーに従って運用するとともに、アクセス制限を細分化するなど、個人情
報保護を念頭に置いたシステム管理を行った。 

 

Ａ 

 
適切な情報管理を行

うためにＪＩＳＳ内に
設置した運営会議にお
いて検討した情報シス
テムの運用及びハード
面については、個人情
報保護を念頭に置いた
システムを導入してお
り、評価できる。 
 

 
① 研究成果の競技現場への提供 

国際競技力向上に有用な研究
成果については、競技団体が行
う強化活動に活かされるよう迅
速かつ的確に提供する。 

 
① 研究成果の競技現場への提供

国際競技力向上に有用な研究
成果については、ＮＦが行う強
化活動に活かされるよう迅速か
つ的確に提供する。 
 

  
研究成果の
競技現場へ
の提供状況
 

 
 

 
■研究成果の提供状況 
スポーツ医・科学研究事業で得られた知見や研究成果は、適宜競技者及び

ＮＦスタッフへ提供するとともに、ＴＳＣサポートサービスを通じて、トレ
ーニングや栄養摂取に関する最新の知見や研究成果をＮＦに提供した（提供
件数28件）。 
また、アテネ対策として、日本選手団に配付されたガイドブック（『五輪

書』）にコンディショニングに関する知見や情報を提供したほか、メンタル
トレーニング及びアテネの食環境に関する冊子を作成し、ＮＦに配付した。
 

 
 
研究成果が、強化活

動に活用されたことは、
評価できる。 

 
② 研究成果の普及 

競技者、指導者、研究者等を
対象とした国際的又は全国的な
研究・研修集会（シンポジウム、
セミナー等）を開催するととも
に、ＪＯＣ及び各競技団体が主
催する研修会等に研究員を積極
的に派遣し、研究成果の普及を
図る。 

 
 

 
② 研究成果の普及 
ア ｢ＪＩＳＳ国際スポーツ科学
会議２００５｣(仮称)を開催
し、研究成果を公表する。 

イ ＪＯＣが開催するコーチ会
議、テクニカル会議又はＮＦ
が開催する各種研修会等には、
要請に応じて研究員を派遣し、
成果の普及に努める。 

ウ アジアスポーツ科学会議、
日本体育学会、日本体力医学
会等の国内外の学術会議に研
究員を派遣し、研究成果を発
表する。 

 

  
計画の実施
状況 
 

 
 
 

 
■ＪＩＳＳ国際スポーツ科学会議の開催状況 
平成16年12月に「第2回ＪＩＳＳ国際スポーツ科学会議2004」を開催し、

ＪＩＳＳが実施している研究・支援事業の取組状況を紹介した。また、会議
の様子をインターネット中継したほか、ホームページ上で資料や映像配信を
行い、情報の普及に努めた。 

実施日：平成16年12月10日・11日 
実施内容： 

ア 基調講演 
イ プレゼンテーション 

「ＪＩＳＳはオリンピックにどんなサポートをしているのか」 
ウ ポスターセッション：31件 
エ 特別シンポジウム 

「北島選手を中心とした競泳サポート」 
オ パネルセッション 

「トリノ、北京への科学的サポートに期待するもの」 
延べ参加者数：385人 
延べ報道関係者数：29社37人 

 
■ＪＯＣ、ＮＦが主催する会議等への派遣状況 

ＪＯＣが主催するコーチ会議及びテクニカル会議に、必要に応じ
て研究員・職員を派遣し、情報・技術提供を行ったほか、ＮＦの選
手及び関係者に対して、トレーニング方法、メンタルトレーニング及び栄養
管理等の指導等を行うため、ＮＦが主催する研修会等においてＪＩＳＳの研
究員を講師として派遣した。 
① ＪＯＣコーチ会議     派遣者数：18 人 

 
 
スポーツ科学会議や

各種の会議等へ研究員
を派遣することを通じ
て研究成果の普及に努
めていることは、評価
できる。 
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② ＪＯＣテクニカル会議   派遣者数：4人 
③ ＮＦが主催する研修会等への派遣状況（アカデミー支援事業） 

派遣回数：12回 
延べ派遣者数：24人 
活動内容： 
ア 講義 「ＪＩＳＳにおける科学的サポート活動」、「動作解析

の目的と内容」、「メンタルトレーニングの実際」､「ト
レーニングと栄養」など 

イ 実技 「筋力トレーニングの実際」、「準備運動指導」、「ト
レーニングの実践講習」など 

 
■学術会議等への派遣状況 
国内外の学術会議へ研究員を積極的に派遣し、研究成果を発表するととも

に、研修会等においても積極的に研究員を派遣した。 
派遣回数：18回（海外8回） 
延べ派遣者数：64人 
活動内容：口頭発表、ポスター発表、情報収集等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
③ 研究成果及び収集情報の提供 

研究成果や収集により得られ
た情報のうち、一般に公開すべ
き情報については、インターネ
ット等情報通信技術を活用した
情報発信体制を整備し、広範に
提供を行う。 

 
③ 研究成果及び収集情報の提供

研究成果や収集により得られ
た情報のうち、一般に公開すべ
き情報について検討を行うとと
もに、インターネット等情報通
信技術を活用した情報発信体制
を整備し、情報の提供を行う。
また、映像管理委員会等によ

り、適切な情報管理方法を検討
する。 
 

  
研究成果、
収集情報の
提供状況 

 
 

 
■一般公開した医科学関連情報 42件 
各研究で得られた成果や収集した情報のうち、一般に公開すべき情報につ

いて内部で検討し、公開した。 

項目 件数 掲載先 

ＪＩＳＳ国際スポーツ科学会議映

像配信及び抄録集 

1件 ＪＩＳＳホームページ

スポーツ医・科学最前線 7件 ＪＩＳＳホームページ

広報誌『国立競技場』

アスリートのワイワイレシピ 12件 ＪＩＳＳホームページ

ＪＩＳＳ ｉｎ Ａｃｔｉｏｎ 13件 ＪＩＳＳホームページ

オリンピックに向けたコンディシ

ョニング 

9件 ＪＯＣホームページ 

雑誌『オリンピアン』
 
■ニュースレターの発行状況 
ＪＩＳＳの活動内容やスポーツ界の動きを紹介するため、ニュースレター

を発行した。また、記事内容をホームページに掲載し、広く情報提供に努め
た。 
発行号数 4号 

 
■ＪＩＳＳホームページアクセス数 1,089,741件(再掲) 
 
■映像管理委員会等による映像管理の実施状況 
ＪＩＳＳが扱う映像に関する権利関係や選手個人の権利・プライバシーに

ついては、映像管理委員会において定めたガイドラインに沿って映像管理を

行った。 
 

 
映像監理委員会等に

おいてガイドラインを
定め、適切な情報管理
を行い、研究成果や収
集した情報で一般に公
開すべきものについて
は、積極的に公開して
おり、評価できる。 

 
（４）第三者機関の設置及び外部評価

の実施 
外部有識者で構成する運営委員

会等を設置し、その意見を事業の
実施に有効に活用するなど、効果
的かつ効率的に事業を実施する。 
また、外部有識者で構成する評

価体制を整備し、事業実施の事前

 
（４）第三者機関の設置及び外部

評価の実施 
効果的かつ効率的に事業を実施

するため、外部有識者で構成する
国立スポーツ科学センター運営委
員会を開催し、その意見を事業の
実施に有効に活用する。 
また、外部有識者で構成する国

 
第三者機関の設
置及び外部評価
の実施状況 

 
 

 
■運営委員会の開催状況 
効果的かつ効率的に事業を実施するため、外部有識者で構成する国立スポ

ーツ科学センター運営委員会を開催し、平成 17 年度の事業計画等について
審議を行った。 

開催回数：2回 
審議事項：ア 平成15年度事業報告について 

イ 業績評価について 

Ａ 
 
運営委員会・外部評

価委員会を設置し、そ
の意見を各種事業に反
映していることは、評
価できる。 
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及び事後に適切な外部評価を実施
し、評価結果を各年度の事業計画
等に反映させるなど、適切な事業
運営を図る。 

立スポーツ科学センター業績評価
委員会を開催し、事業実施の事前
及び事後に適切な外部評価を実施
し、評価結果を次年度の事業計画
に反映させるなど、適切な事業運
営を図る。 

 

ウ 平成17年度ＪＩＳＳ事業計画について 
 
■運営委員会による意見等の事業への活用状況 
① スポーツ用具等の開発及びスポーツ用品メーカー又はスポーツ工学と
の連携 
対応：平成16年度は、ＴＳＣサポートの中で必要に応じて対応した（ス

キージャンプスーツの性能検査等）。スポーツ用具等の開発、企
業や大学との連携については、ＮＦのニーズを調査した上で、次
年度の研究計画に反映させた（スケート競技におけるスケート靴
の特性に関する基礎的調査【プロジェクト研究Ｂ】）。 

② ＴＳＣチェックサービスや診療事業の対象の拡大（ジュニア層） 
対応：ＮＦの要望に応じて対応している。 

③ トップアスリートに対するメディア・トレーニング（プレゼン能力、
ディベート能力等の向上等）の実施 
対応：ＪＯＣ、ＮＦの取組を支援していくとともに、お互いの役割を整

理し、ナショナルトレーニングセンター構想も含めた中で検討し
ていく。 

④ 競技ルール等が改正されるとき、日本選手に不利な改正も見受けられ
るため、その妥当性について科学的データをそろえたらどうか。 
対応：ルール変更やジャッジ面との問題については、スポーツ医・科学

研究事業の「競技力向上におけるルール・ジャッジメントへの対
策に関する研究」において事例調査を行うとともに、アテネオリ
ンピックでは、「東京Ｊプロジェクト」において情報収集・提供
（ハンマー投げアニュシュ選手のドーピング問題等）を行った。

 
■外部評価委員会の開催状況 
事業実施の事前及び事後に適切な外部評価を実施するため、外部有識者で

構成する国立スポーツ科学センター業績評価委員会を開催し、評価結果を次
年度の事業計画に反映させた。 

開催回数：3回 
審議事項： 
ア 平成 15 年度評価方法等の確認（評価フォーマット、外部評価意
見書、評価の視点変更、事業別評価担当者） 

イ 平成15年度事業事後評価の実施 
ウ 評価結果を研究・支援業務及び研究員の資質向上へ反映させる方
策について 

エ 平成17年度ＪＩＳＳ事業計画（案）について 
 
■ＪＩＳＳ業績評価委員会による意見等の事業への活用状況 
平成17年度事業の策定に当たっては、業績評価委員会の意見及びＪＯＣ・

ＮＦへのニーズ調査の結果を踏まえ、事業計画を策定した。 
① ＴＳＣサポート 

サポート体制を、競技種目別サポートから「専門分野別サポート（生
理・生化学、バイオメカニクス、心理、栄養、トレーニング、パフォー
マンス分析）」に再編成するとともに、ＮＦからの要望が多かった心理、
栄養、トレーニングに関する講習会や相談・指導等を「ルーティンサポ
ートプログラム」として実施する。 

② スポーツ医・科学研究事業 
従来の研究体制を整理・発展した「プロジェクト研究Ａ（分野別研究）」

を8 プロジェクト、競技種目に特化した「プロジェクト研究Ｂ(競技種
目別研究)」を14プロジェクト実施する。 

③ スポーツ診療 
従来から実施している「外来診療（スポーツクリニック）」に加え、

競技現場のメディカルスタッフとの連携を目的に「メディカルネットワ
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ーク事業」を実施する。 
④ スポーツ情報サービス 

平成16年度までの10プロジェクトのうち、類似の業務を整理・統合
し、4事業に再編成し実施する。 

 
 
３ スポーツ振興のための助成に関す
る事項 
スポーツ振興基金及びスポーツ振

興投票による助成の実施に当たって
は、両制度創設の趣旨及びスポーツ
振興基本計画等の国の施策を踏ま
え、次の措置を講じる。 

 

 
３ スポーツ振興のための助成に関す
る事項 

 
スポーツ振興基
金及びスポーツ
振興投票による
助成の実施状況

 
法人における自己点

検評価の結果を踏まえ
つつ、委員の協議によ
り、評定する。 

 
■制度の趣旨等を踏まえた助成が適切に行われているかの検証 Ｂ 

 

 
（１）効果的な助成の実施 

スポーツ振興基金及びスポーツ
振興投票による助成の実施におい
ては、スポーツ団体等のニーズを
把握するとともに、両助成事業の
役割を明確にし、調和を図ること
等により、社会的な要請等に対応
した効果的な助成を行う。 

 

 
（１）効果的な助成の実施 

社会的な要請等に対応した効果
的な助成を行うため、助成団体の
ヒアリング、事業実施状況の調査
等のあらゆる機会をとらえて、ス
ポーツ団体等のニーズの把握に努
める。 

 
 

 
助成先におけ
る事業効果を
的確に把握・
分析 
 

  
■ヒアリングの実施状況 

区分 ヒアリング 事業実施状況調査
スポーツ振興基金 125件 9件
スポーツ振興投票 20件 6件
効果的な助成を実施するため、スポーツ団体等に対してヒアリング及び

事業実施状況調査を行い、助成を行ったことによる効果やニーズの把握、
要望・意見等の収集に努めた。 
 

■助成先における事業効果の把握・分析 
 関係団体等からの要望については、可能な限り、随時助成事業に反映させ
ることとし、交付申請書や実績報告書の記入方法等について詳しく説明して
ほしいという要望について、関係書類の記入例や補足資料等を作成し、配布
した。 
また、助成を受けた団体からは、以下のような意見等があった。 
① 競技者育成プログラムについての全国規模の会議を開催でき、共通理
解を深めることができた。 

② 優秀な指導者の派遣が可能となり、地方の指導者に対し事業の重要性
について理解を得ることができた。 

③ 夜間照明を設置したことにより、グラウンドの利用率が上がった。
④ 専従のクラブマネジャーを置くことができ、円滑なクラブの運営が可
能となった。 

⑤ 多くの参加者を募集することができ、インストラクターの養成が図ら
れ、地域の生涯スポーツ事業のサポート体制が構築された。また、助成
を受けた事業を実施したことにより、行政からの支援体制が得られるよ
うになった。 

⑥ 国内合宿及びチーム派遣等への助成により、アテネオリンピック大会
での団体優勝に大きく貢献した。 

⑦ アジア・ヨーロッパでの海外大会をこなし、目標であった男女3名の
オリンピック出場枠を獲得することに大きな効果があった。 

⑧ 全国9ブロックでの選手の発掘と統一された理念のもとに指導会を行
い、若い選手の発掘と育成並びに指導者への情報伝達など幅広く伝える
ことができた。 

⑨ アンチドーピング活動に対する認知度が高まり、競技者全般にわたっ
て、本活動に対する必要性の自覚が定着した。 

⑩ 若手の有望選手を国際大会へ派遣し、海外大会の経験を積み上げるこ
とは、ワールドカップ、世界選手権、オリンピックへの道を開き、将来
の日本代表選手として活躍することにつながるものである。 

⑪ トップリーグ活性化の意識付けができ、活性化事業の具体化に向けて
進む基盤ができた。 

Ｂ 

 
助成の実施について

は、助成団体のヒアリ
ングや事業実施状況調
査を実施し、その結果
等を助成事業に反映さ
せていること、また、
アテネオリンピックに
対応し重点的に助成し
たことは、メダル獲得
に一定の効果があった
ものと認められること
から、ある程度評価で
きる。 
 しかし、個々の助成
事業について、助成先
における事業効果を的
確に把握・分析してい
るとは必ずしも言えな
いため、今後、そのよ
うな分析等を行い、効
果的な助成に努めるこ
とが必要である。 
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なお、スポーツ振興基金の運用益の減やスポーツ振興くじの売上の減等、

厳しい情勢の中で、より効率的で効果的な助成を行うため、スポーツ振興基
金助成審査委員会及びスポーツ振興投票助成審査委員会の構成を見直し、可
能な限り社会的な要請に応じた助成事業を実施することとした。 
 
■助成の実施状況（参考） 

区分 件数(件) 金額(千円) 
スポーツ振興基金助成 509 541,430
競技強化支援事業助成 180 513,683
スポーツ振興くじ助成 263 552,722

 
（内訳）２００４年アテネオリンピックに対応した助成の実施状況 

区 分 団体数 金額(千円) 割合(%)
スポーツ振興基金助成 １０  232,614 43 
競技強化支援事業助成 ９  185,874 36 
合 計 －  418,488 26 

＊金額は競技力向上等の観点からメダル獲得した団体に対する助
成実績 

＊割合は各助成区分の総額に対する割合 
 

 
（２）適切な事業執行のための体制整

備 
適正かつ効果的な助成を行うた

め、助成金交付要綱等を整備する
とともに、外部の有識者による審
査委員会を設置し、その審査を踏
まえて、交付対象の採択を行う。 
また、助成事業が適切で効率的

なものとなるよう、外部有識者に
よる評価部会を設置するなど評価
制度を整備し、評価基準を策定す
るなどにより、適切な評価を行い、
評価結果を助成事業の審査に反映
させる。 
 

 
（２）適切な事業執行のための体制整

備 
スポーツ振興事業部の設置に伴

い、外部の有識者によるスポーツ
振興基金助成審査委員会とスポー
ツ振興投票助成審査委員会の構成
等の見直しを行う。 
また、助成事業の評価体制を整

備し、評価基準等を策定する。 
 

 
適切な事業執行
のための体制整
備状況 
 

  
■審査・評価体制等の整備状況 
① 評価体制の整備 

平成 16 年 4月のスポーツ振興基金部とスポーツ振興投票部の組織統
合に伴い、助成業務を一体的な組織運営のもとに推進するため、これま
で両部に設置されていた助成審査委員会の構成等を見直し、「スポーツ
振興事業助成審査委員会」を設置した。 
また、審査委員会の下に具体的な内容を審議するため、主に「競技力

向上に関して審議する」第一部会及び「スポーツの普及に関して審議す
る」第二部会を設置した。 
なお、助成事業の評価を行うため、審査委員会の中に助成事業評価ワ

ーキンググループを設置するとともに、審査委員会第一部会の中にトッ
プリーグ運営助成ワーキンググループ、審査委員会第二部会の中に総合
型地域スポーツクラブ活動助成ワーキンググループを設置した。 

 ② 評価基準の整備 
ア 助成に係る評価基準等の検討 
スポーツ振興基金助成及びスポーツ振興くじ助成に係る評価について

は、中期目標及び中期計画並びに委員からの意見を踏まえ、外部の評価
者による評価を行うため、助成事業評価ワーキンググループにおいて検
討を行い、評価基準を策定した。 
イ 配分額への反映 
スポーツ振興基金のスポーツ団体トップリーグ運営助成については、

トップリーグ運営助成ワーキンググループにおいて、評価基準に基づき
団体別評価を行い、平成 17 年度助成の配分額の決定に反映させる予定
である。 
また、スポーツ振興くじの収益を財源とする助成のうち、総合型地域

スポーツクラブ活動助成についても、総合型地域スポーツクラブ活動助
成ワーキンググループにおいて、評価基準に基づき評価を行い、平成17
年度の配分額の決定に反映させる予定である。 

 
■審査委員会の開催状況 
① 平成16年度助成事業の交付対象審査 

Ａ 

 
事業の執行について

は、評価基準を策定し、
評価体制を整備してお
り、評価できる。 
今後とも、これらに

基づき、事業効果等が
適切に評価され、次年
度以降の採択等に生か
されることを期待する。 
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平成 15 年度に制定した交付要綱等に基づき、助成審査委員会を開催
し、平成16年度助成事業の交付対象審査を行った。 
平成16年度助成事業の交付対象は、スポーツ振興基金は平成16年4

月13日、スポーツ振興投票は平成16年4月8日に開催された助成審査
委員会において決定した。 
ア スポーツ振興基金助成審査委員会 

開催回数：2回 
内容：ⅰ 平成16年度助成の配分額について 

ⅱ 平成15年度助成金の執行状況について（報告） 
ⅲ ワーキンググループ設置要綱の改正について（報告）

イ スポーツ振興投票助成審査委員会 
開催回数：1回 
内容：平成16年度スポーツ振興くじ助成について 

② 平成17年度助成事業に係る募集の審議 
平成17年度助成事業に係る募集についての審議を行うため、平成16

年12月7日に第1回スポーツ振興事業助成審査委員会を開催した。 
また、同日、第1回助成審査委員会第一部会を開催した。 

ア スポーツ振興事業助成審査委員会 
開催回数：2回 
内容：ⅰ 平成17年度募集について 

ⅱ 平成17年度スポーツ振興事業助成審査方針について 
ⅲ 平成17年度スポーツ振興事業に対する助成金配分額の
目安について 

※ 平成17年4月12日に、「平成17年度スポーツ振興事業に対
する助成金配分（案）」及び「平成 17 年度スポーツ振興助成事
業の評価（案）」について検討を行うこととした。 

イ スポーツ振興事業助成審査委員会第一部会 
開催回数：2回 
内容：ⅰ 平成17年度募集等について 

ⅱ ワーキンググループ（トップリーグ運営助成）の設置等
について 

ⅲ 平成17年度スポーツ振興事業助成審査方針（第一部会）
について 

※ 平成17年4月8日に、「平成17年度スポーツ振興事業助成配
分基準（第一部会）（案）」及び「平成17年度スポーツ振興事業
に対する助成金配分（案）（第一部会）」について検討を行うこ
ととした。 

ウ スポーツ振興事業助成審査委員会第二部会 
開催回数：2回 
内容：ⅰ 平成17年度募集等について 

ⅱ 平成17年度スポーツ振興事業助成審査方針（第二部会）
について 

ⅲ ワーキンググループ（総合型地域スポーツクラブ活動助
成）の設置等について 

ⅳ 平成17年度スポーツ振興事業助成配分基準（第二部会）
について 

ⅴ 平成17年度スポーツ振興事業に対する助成金配分につ
いて 

エ スポーツ振興事業助成審査委員会総合型地域スポーツクラブ活動助
成ワーキンググループ 
開催回数：2回 
内容：ⅰ 平成17年度総合型地域スポーツクラブ活動助成について

ⅱ 総合型地域スポーツクラブ活動助成採択・配分の考え方
等について 
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オ スポーツ振興事業助成審査委員会トップリーグ運営助成ワーキング
グループ 
開催回数：2回 
内容：平成17年度トップリーグ運営助成について 

カ スポーツ振興事業助成審査委員会助成事業評価ワーキンググルー
 プ 

開催回数：2回 
内容：助成事業の評価について 

 
 
（３）助成申請者の利便性の向上 

交付申請等事務手続きの簡素化
かつ迅速化を図るため、助成対象
内容、申請手続き、採択基準、受
付窓口等をホームページ・パンフ
レットにより公開するとともに、
申請事務のオンライン化を推進す
る。 

 
（３）助成申請者の利便性の向上 

交付申請等事務手続きの簡素化
かつ迅速化を図るため、助成対象
内容、申請手続き、採択基準、受
付窓口等をホームページ・パンフ
レットにより公開するとともに、
申請事務のオンライン化を推進す
る。 
 

 
助成申請者の利
便性の向上状況
 

  
■ホームページ等による申請者への情報の提供状況 
交付申請等事務手続きの簡素化かつ迅速化を図るため、ホームページに助

成事業の募集開始、助成対象内容、申請手続き等助成事業に関する情報を掲
載するとともに、スポーツ団体、都道府県教育委員会、関係機関等にオンラ
インによる申請事務手続きの実施について周知した。 
① ホームページによる情報提供 
ア 助成事業の募集の告知 

平成16年12月7日開催のスポーツ振興事業助成審査委員会の決定
を受け、平成16年12月8日にセンターホームページに平成17年度事
業の募集について掲載 

イ 提供している情報 
「助成の申請等」、「助成内容の審議」、「助成事業全般」に関す

る情報 
ウ スポーツ振興事業に関するページのリニューアル 

「スポーツ振興くじ」、「スポーツ振興基金」、「スポーツ振興助
成」のカテゴリーに再編し、利用者が目的のページを容易に見つけら
れる区分にした。 

② ホームページ以外の手段による情報提供 
ア 平成16年12月 10日付で、都道府県教育委員会、スポーツ団体等
へ募集についての通知を発送 

イ 広報誌『スポーツ振興くじ第23号(平成16年12月発行)』におい
て、募集について掲載 

 
■申請事務のオンライン化推進状況 
スポーツ振興助成への申請団体が全国各地に点在しているため、オンライ

ンによる申請手続きは、交付申請事務手続きの簡素化及び迅速化に非常に有
効であることから、様々な機会をとらえて利用の促進を図った。 
なお、更に利用者の利便性を向上するため、ヒアリングの機会等をとらえ

て利用者のニーズを把握し、改善することとした。 
① オンライン化の推進状況 

スポーツ振興基金のオンライン申請手続きについて、助成申請者から
の要望を踏まえ、平成 17 年度助成事業の募集から、助成申請者のパソ
コンでも入力可能な各種提出書類の様式をホームページからダウンロー
ドできるよう改善した。 

② 各団体への利用促進状況 
ア ヒアリングの際に説明 
イ 平成16年12月 10日付で、都道府県教育委員会、スポーツ団体等
へ募集についての通知を発送 

ウ 広報誌『スポーツ振興くじ第23号(平成16年12月発行)』におい
て募集について掲載 

③ 利用者ニーズの把握とシステム改善状況 
オンラインによる申請手続きについては、様々な機会をとらえて利用

の促進を図っているところであり、今後も利用者のニーズを把握し、改
善を進めていくこととしている。 

Ａ 

 
助成申請者の利便性

の向上については、申
請事務手続きやその内
容を様々な方法により
周知させており、評価
できる。 
今後とも、申請事務

等の一層の効率化を推
進し、さらに利便性の
向上が図られることを
期待する。 
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（４）助成団体に対する調査体制の整

備 
助成を受けた地方公共団体又は

スポーツ団体に対して経理状況や
助成事業の成果等について調査を
行う体制を整備し、助成金の使途
等について適切に把握する。 
また、助成内容・助成額・交付

先及び審査委員の氏名等をホーム
ページ・パンフレットにより公表
し、透明性の確保を図る。 

 

 
（４）助成団体に対する調査体制の整

備 
助成金の使途等について適切に

把握するため、監査実施基準に基
づき、センターの監査室と助成部
門が連携して、助成を受けた地方
公共団体又はスポーツ団体に対し
て経理状況や助成事業の成果等に
ついて定期的に監査を行う。 
また、助成事業の透明性の確保

を図るため、助成内容・助成額・
交付先及び審査委員の氏名等をホ
ームページ・パンフレットにより
公表する。 
 

 
助成団体に対す
る調査体制の整
備状況 
 

  
■監査実施基準の策定等調査体制の整備状況 
助成金の使途や助成先における事業効果等を的確に把握するため、センタ

ーの監査室と助成部門が連携し、助成を受けた地方公共団体又はスポーツ団
体に対して、経理状況や平成 15 年度助成事業の成果等について実態調査を
実施した。 
実施にあたっては、センターにおける監査体制を明確にするため、平成16

年6月に、監査室が主導となり、「スポーツ振興基金助成金及び競技強化支
援事業助成金の実態調査実施要綱（平成16年6月30日制定）」及び「スポ
ーツ振興くじ助成金の実態調査実施要綱（平成16年6月30日制定）」を制
定した。 
 
■調査の実施状況 
平成16年度に実施した実態調査は、平成15年度に助成交付した団体等の

うち、実施要領に基づき選定した団体等に対し、経理状況や助成事業の成果
等について実地調査を行った。 
① 実施状況 

区分 合計 
スポーツ振興基金 36団体

スポーツ振興投票 135団体
② 調査結果 

各団体の助成金の取扱い意識が高く、助成金の執行については、他の
用途への使用等はなく、適正な執行がなされていた。 

 

■ホームページ・パンフレットによる助成事業に係る情報の公表状況 
スポーツ振興助成事業の透明性確保のため、助成事業に係る情報について

ホームページ等において、随時提供した。 
① 平成16年度助成事業の内定に係る情報 

平成16年4月14日：報道機関へ資料を配布するとともに、ホームペ
ージに掲載 

② 平成16年度助成事業に係る助成内容、助成額及び交付先に係る情報
広報誌『スポーツ振興くじ第21号（平成16年6月発行）』において

公表 
③ 助成団体からの活動報告 

広報誌『スポーツ振興くじ第22号（平成16年9月発行）』に掲載
広報誌『スポーツ振興くじ第23号（平成16年12月発行）』に掲載
広報誌『スポーツ振興くじ第24号（平成17年3月発行）』に掲載

④ 平成17年度スポーツ振興くじ助成金の募集について 
広報誌『スポーツ振興くじ第23号（平成16年12月発行）』におい

て掲載 
 

Ａ 

 
助成団体に対する監

査については、実態調
査を実施し、その使途
について適正に執行が
なされているかどうか
を把握しており、評価
できる。 
今後とも、助成事業

の情報の公開について
は、様々な方法により
一層の促進が図られる
ことを期待する。 

 
（５）国民に対する制度の理解を得る

ための措置 
助成金の交付団体・交付金額等

については、ホームページ等によ
り公表するとともに、助成金を受
けたスポーツ団体等に対し、当該
事業がスポーツ振興基金又はスポ
ーツ振興投票の制度により助成金
の交付を受けて行われたものであ
ることを、各団体のホームページ、
看板等に明示することを求め、両
制度の趣旨が、一般国民にも容易
に理解され、広く社会に普及・浸

 
（５）国民に対する制度の理解を得る

ための措置 
スポーツ振興基金及びスポーツ

振興投票による両助成制度の趣旨
が、広く社会に普及・浸透し、一
般国民にも容易に理解されるよう、
助成金の交付団体・交付金額等に
ついて、ホームページ、広報誌に
より公表するとともに、助成金を
受けたスポーツ団体等に対し、当
該事業が助成金の交付を受けて行
われたものであることを、各団体
のホームページ、看板等に明示す

 
制度の理解を得
るための措置状
況 

  
■制度普及のための方策 
スポーツ振興基金とスポーツ振興投票の助成制度の趣旨が、広く社会に普

及・浸透し、一般国民にも容易に理解されるよう、助成金の交付団体・交付
金額等について、報道発表を行うとともに、ホームページ及び広報誌等によ
り公表した。 

平成16年4月14日：平成16年度スポーツ振興基金助成金、競技強化支
援事業助成金及びスポーツ振興くじ助成金の配分
額の決定について、報道発表・ホームページにより
公表 

 
 

Ｂ 

 
制度の普及に関して

様々な取組が行われた
ことは、ある程度評価
できる。 
しかし、アンケート

調査結果等によると、
助成金の使途など、さ
らに国民への理解や普
及を図る必要がある。 
今後、様々な制度普

及のための方策につい
て、検討することを期
待する。 
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透する方策を講じる。 
また、スポーツ振興くじ販売促

進のための宣伝とスポーツ振興投
票制度周知のための広報を一体的
に行うことで、スポーツ振興投票
制度に対する国民の一層の理解・
普及を図る。 

 

ることを要請する。 
また、スポーツ振興投票制度に

対する国民の一層の理解・普及を
図るため、スポーツ振興くじ販売
促進のための宣伝とスポーツ振興
投票制度周知のための広報を一体
的に行う。 

 

■助成事業であることの明示方法の周知 
当該事業が助成金の交付を受けて行われたものであることを周知するため、

スポーツ振興基金のシンボルマーク又はスポーツ振興くじのロゴマークの表
示及び助成活動の実施状況等、助成金を受けたスポーツ団体等が公開すべき
情報について、交付要綱に規定するとともに、ヒアリング等の機会をとらえ
て、その着実な実施を求め、交付決定をしたすべての助成団体に対して要請
を行った。 
 
■くじの販売促進と制度周知の一体的な広報活動等の実施状況 
スポーツ振興投票制度に対する国民の一層の理解・普及を図るため、スポ

ーツ振興くじ販売促進のための宣伝とスポーツ振興投票制度周知のための一
体的な広報活動を実施した。 
① 制度周知のための主な広報活動 
ア スタジアムでのtotoＰＲ及び販売 22回 
イ 広報紙『スポーツ振興くじ』の発行 第21号～第24号（合計34,000
部）配布先：toto販売店、教育委員会等 

ウ 関係団体等の会議資料として『概要パンフレット』の配布（全体で、
21か所、7,040部） 

エ 助成団体等へのサンプリングキットの配布 38回（合計16,840部）
オ 助成団体、関係部署等への toto マークシートの配布（全体で、開
催回ごとにtoto、totoGOALシート各24,090枚） 

カ 助成団体、関係部署等への販売スケジュールポスターの配布（全体
で、毎月500か所、1,903枚） 

キ Jリーグ開幕戦でのサンプリングキットの配布 4回（合計35,000
部） 

ク toto開幕期のtoto販売店店頭でのサンプリングキットの配布（合
計61店舗、14,390部） 

コ 全国紙において、７段のtoto理念広告を掲載 
② グラウンド芝生化事業を進める上での維持管理事例集の作成・配布

スポーツ振興くじ助成によるグラウンド芝生化事業を進める上で、助
成を受ける団体としても維持管理についての事例集が必要ではないかと
の意見があり、スポーツ振興くじ助成金等で整備されたグラウンドの利
用状況、設備、年間維持管理作業等について、専門家(グラウンド芝生
化に関する検討委員会委員)による現地調査等を行い、実施例を紹介し
た冊子を作成し、配布した。 
『緑の芝生でスポーツを楽しもう! ～身近な芝生のグラウンドづく
り～』（5,000部） 

 
なお、実施した普及活動の成果等を分析し、より効果的な方法について研

究するとともに、広く国民の興味を引くような、積極的な宣伝活動が必要で
あることから、今後の普及、宣伝活動については、全国的組織のスポーツ団
体だけではなく、地域の新聞社、ラジオ局などのメディアと連携し、地域で
活動している団体に対しても働きかけを進めていくこととした。 
 

 
（６）スポーツ振興助成のための安定

的な財源の確保 
 

 
（６）スポーツ振興助成のための安定

的な財源の確保 

 
安定的な財源確
保のための措置
状況 
 

  
■安定的な財源確保のためにどのような措置を講じたかの検証 

 

 
 
 
 
 
 

 
① スポーツ振興基金 

助成財源の安定的な確保のた
め、スポーツ振興基金の安定的
な運用を目的とする基準を定め
るなど、その適正な運用を行う。

 
① スポーツ振興基金 
ア 適正な資金運用のため、運
用に関する要綱等に基づく、
安定的な運用を行うとともに、
必要に応じて要綱等を見直す。

  
スポーツ振
興基金運用
益等による
助成財源の
安定的確保

  
■スポーツ振興基金の運用基準の整備状況 
スポーツ振興基金の運用については、安全・確実な運用を確保するため、

運用基準を整備するとともに、効率的な運用に努めた。 
① スポーツ振興基金運用基準の整備状況 

Ｂ 
 
スポーツ振興基金の

運用基準を整備し、効
率的な運用を行ってい
ることは、ある程度評
価できる。 
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また、民間からの寄付金を募る
などにより基金の増額に努める
とともに、寄付金付自動販売機
の設置台数の増加を図る。 

 

イ 基金の増額を図るため、ホ
ームページ等により、スポー
ツ振興基金による助成事業へ
の理解を深めるとともに、助
成金受給団体の大会開催時に
募金のチラシ等の配布を要請
するなどの方策を講じること
により、民間からの寄付金を
募る。 

ウ 寄付金付自動販売機の設置
台数の増加を図るため、増設
等が可能な国立大学等に対し、
設置を要請していく。 

 

のための措
置状況 
 
 
 

ア 主務大臣から、通則法第 47 条に基づく「取得することができる有
価証券」の指定（平成16年4月20日付け）を受けたことから、要綱
等の見直しについて、財務部と連携して検討を行い要綱・要領を統一
した。 

② スポーツ振興基金資産の効率的な運用 
ア 平成16年3月に満期償還となった地方債（10年債）12億円につい
て、平成16 年 4月以降は利率上昇傾向であるとの専門家の意見を参
考に、好転するまでの間、定期預金で運用し、新発国債の利率を勘案
の上、平成16年5月に、利率2.26％の地方債（20年債）12億円を購
入した。 

イ 運用利率のアップを図るため、平成16年6月に利率1.4％の地方債
（10年債）のうち24億円を売却し、利率2.57％の地方債（20年債）
24億円を購入した。 

ウ 「スポーツ振興基金の運用に関する基準を定める要綱及び要領」に
基づき、スポーツ振興基金資産の安定的な運用を行った。 

運用収入額（千円） 680,343
資産残高（千円） 29,448,628

 
■寄付金募集の方策 
社会経済状況が厳しい中、ホームページ等により、スポーツ振興基金によ

る助成事業への理解を深めるとともに、スポーツ界における実績と必要性を
アピールしつつ、民間企業が実施している継続的な寄付につながる事業への
協力や、助成金受給団体の大会開催時に募金のチラシ等の配布を要請するな
ど、新たな資金の確保実現に努めた。 
① ホームページ及びガイド『スポーツ振興基金』に助成事業概要、助成

団体等を掲載した。 

② ホームページに掲載している寄付者に対するお礼のページに、寄付者

が実施したイベント等を紹介した。 

③ スポーツ振興基金助成の執行に関する連絡会（平成16年5月17日～

20日）において、各競技団体に対して、寄付金協力の方策について、アン

ケートを依頼し、得られた回答について検討を行い、対応可能な事項につ

いて実施した。 

・主な実施事項 

ア 各競技団体、ＪＯＣ、財団法人日本体育協会に対して、郵便振替用

紙の配布、寄付金付自動販売機設置の説明、ＪＲ東海のアンケート事

業「エクスプレスリサーチ」モニター会員の登録依頼を実施 

イ ホームページの「スポーツ振興基金支援のページ」へのリンクバナ

ーを作成し、各競技団体のホームページへバナーを設定するように依

頼 

ウ 各競技団体の大会等において、基金シンボルマークやオリンピック

との関連パネル等の掲示、基金募金チラシの配布、チャリティＣＤの

販売代行、エクスプレスリサーチモニター募集チラシの配布等を実施
 
■寄付金の受入状況 

・法人                5件 
・個人                4件 
・寄付金付き自動販売機 設置台数 237台 
・寄付金額          46,843千円 
・新規設置施設 

平成16年 4月：センター本部事務所 1台 
平成16年 5月：北海道大学創設科学研究棟 4台 
平成16年 6月：国立スポーツ科学センター5階・6階 3台 

しかし、国民をはじ
め民間企業等に対し、
スポーツ界における実
績と必要性を積極的に
周知することが必要で
ある。 
今後とも、民間等か

らの寄付金など基金の
収益を増やす取組を進
めることを期待する。 



 

- - 33 - - 

平成16年 7月：国立スポーツ科学センター 1台 
九州大学 3台 

平成16年12月:富山大学事務局棟 1台 
 

 
② スポーツ振興投票 

助成財源の安定的な確保のた
め、ホームページ、広報誌等の
活用によりスポーツ振興投票制
度が多くの国民の理解を得るよ
うにするとともに、アンケート
調査等の実施によりスポーツ振
興くじ購入者等のニーズの把握
等に努め、より多くの助成財源
を確保する。 
また、青少年の健全育成に配

慮する観点から、適切な販売が
行われるよう、定期的な調査、
販売員の研修等を行う。 
 

 
② スポーツ振興投票 

助成財源の安定的な確保のた
め、ホームページや広報誌等の
活用により、スポーツ振興投票
制度が多くの国民の理解を得る
ようにするとともに、全国規模
のアンケート調査等の実施によ
りスポーツ振興くじ購入者等の
ニーズの把握等に努め、より多
くの助成財源を確保する。 
また、青少年の健全育成に配

慮する観点から販売に関する調
査及び販売関係者への研修を実
施する。 
 

  
スポーツ振
興投票の収
益による助
成財源の安
定的確保の
ための措置
状況 

  
■助成財源の安定的な確保のための取組状況 
① ホームページ等の活用状況 

ホームページや広報誌等に、くじの概要、会員制度、愛称とロゴマー
ク、海外のくじ情報、広報誌、助成事業の概要・実績報告等を掲載する
ことにより、スポーツ振興投票制度の意義について幅広く広報を行った。
また、指定試合の公示、くじ結果、販売状況、報道発表資料等の情報

を随時公開した。 
なお、平成16年4月から平成17年3月までのスポーツ振興投票に

関するホームページのアクセス数は1,083,313件であった。 
② ニーズの把握のための措置状況 

スポーツ振興くじtotoやスポーツ振興に関心のある満19歳以上の方
を対象にモニター調査を実施し、スポーツ振興くじtotoに関する意見、
要望の把握を行った。 
ア 調査時期：（第1回）平成16年5月 （第2回）平成16年9月
イ 標本数：（第1回）94 （第2回）87 
ウ 調査項目：ⅰ 制度について 

ⅱ totoの魅力について 
ⅲ 実際にtotoを購入して 
ⅳ 広告宣伝について 
ⅴ その他 
ⅵ 自由意見 

エ 調査の特徴：ⅰ モニター調査員が、販売店に出向き、実際にtoto
を購入した。 

ⅱ 実際の購入をもとに、販売店での販売員の対応、掲
示物、totoに対する意見・感想等を調査した。 

オ 調査結果の概要：ⅰ totoの収益が日本のスポーツ振興に活用され
ていることの認知度は高く96.8％であった。 

ⅱ toto の購入方法については、マルチの購入が
44％、シングルの購入が 56％で、シングル購入
者の18％がランダムを利用している。 
ⅲ 購入場所については、一般販売店の77％に対
し、コンビニエンスストアは23％であり、コン
ビニエンスストアの販売は会員限定のため購入
者が限られていると思われる。 

ⅳ 当せん金の引き上げについては70.7％の方が、
魅力を感じると回答している。 

ⅴ その他、toto の販売方法に期待されるもの
は、①コンビニエンスストアでの一般販売
18.2％、②インターネットでの購入 17.1％、
③試合当日までの販売 16.4％が上位を占めて
いる。 

③ スポーツ振興くじに対する世論の動向、購入者の意向を把握するため、
全国規模の調査を実施した。 
ア 調査実施時期：平成16年9月（調査報告：平成17年1月） 
イ 有効回収数 ：3,528 
ウ 主な調査内容：ⅰ Jリーグへの関心 

ⅱ スポーツ振興くじの認知度 
ⅲ 購入経験及び購入意向 
ⅳ 購入したい理由・しない理由 

Ｂ 
 

 
スポーツ振興投票制

度については、国民の
具体的なニーズの把握
や様々な広報活動を実
施しており、ある程度
評価できる。 
しかし、助成財源の

確保については、非常
に厳しい現状である。 
現行のスポーツ振興

投票制度は、法令等に
よる様々な規制や委託
金融機関との契約によ
る制約等があることは
理解しているが、昨年
８月の評価以降、スポ
ーツ議員連盟や中央教
育審議会スポーツ・青
少年分科会から、中・
長期的観点でのスポー
ツ振興くじの改善方策
が示され、これらに基
づき具体的な改善内容
や実施体制に対する見
直し等が行われている
ところであり、平成１
８年４月からの第二期
の運営に向けて改善の
準備を行っていること
から、より一層の売上
の向上や経費節減に取
り組むことにより、よ
り多くの助成財源を確
保することが必要であ
る。 
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ⅴ 売り上げの向上に結びつくと思われること 
エ 調査結果の概要：ⅰ Jリーグに非常に関心がある層は、全体では

昨年と変化がない。しかし、すべての年代の女
性において関心が低下した。19～29及び50歳
以上の男性はやや上昇した。 

ⅱ toto の認知度は、販売開始以来、初めて 8
割を切り、昨年より3.2ポイント低下した。30
～39歳の男女（0.5ポイント上昇）を除き、そ
の他の世代の男女で低下した。 

ⅲ 購入経験については、購入したことがないが
87.8％を占める。属性別にみると、19～29 歳
やJリーグに関心がある層や、宝くじやロト・
ナンバーズを頻繁に購入する層の経験率が高い
傾向にある。 

ⅳ 全体的に昨年と比べて購入意向は低下（0.4
ポイント）し、購入しない意向か上昇（1.7ポ
イント）した。今後購入する理由については、
当せん金に魅力があるからや気軽に購入できそ
うだかが昨年より上昇し、1・2位であった。

ⅴ 「コンビニで誰でも買うことができるように
する」、「当せん金が低くても当たりやすいく
じを販売する」、「はずれ券を集めると何らか
のグッズと交換できる」ことが、売上げ向上に
結びつくと思うと6割以上が回答している。

④ スポーツ振興投票業務委託の第一期は、金融機関へ業務委託を行った
が、第2期は金融機関への委託を行わず、直接運営方式で行うことを決
定（平成16年12月）し、業務の準備を進めている。 

 
■適切な販売を行うための取組状況 
平成16年5月及び9月に、モニター調査を実施し、スポーツ振興くじtoto

及び販売店に関する意見、要望の把握を行うとともに、販売店において、19
歳未満購入禁止への対応や、販売方法が適切に行われているか等の調査を行
った。 
また、平成16年7月及び平成17年2月に、全国8か所で、合計9回の販

売店本部説明会を実施し、制度の広報及び青少年への配慮を徹底した。 
 
■助成金の配分状況 

区分 平成15年度 平成16年度 

助成額 24.5億円 5.5億円

助成件数 1,004件 263件

 
■スポーツ振興投票の実施方法等の改善への取組状況 
 ① 2004年シーズンから、新たに以下の取り組みを行い、財源確保に努め

た。 
ア 主な取組内容 

ⅰ 当せん金の最高限度額の引き上げ（「キャリーオーバー」（繰越金）

がある場合の最高当せん金を、1億円から2億円に引き上げ） 

ⅱ スタジアムでのtoto販売実施 

ⅲ ファミリーマート（約5,800店舗）での販売開始 

ⅳ Ｊクラブとtotoのタイアップキャンペーンの実施 

ⅴ スポーツ団体向けtotoデビット会員カードの作成 
② スポーツ振興くじは、制度創設当初は法令等による様々な規制の下に
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実施されていたが、実際に販売を開始したところ、青少年への影響等当
初懸念していた問題が発生していないことから、これらの状況を踏まえ、
現行制度上の規制を緩和していく観点から見直しが行われた。平成 16
年8月に、当該制度創設を提案したスポーツ議員連盟からの提言が行わ
れ、また、平成16 年 9月には、文部科学省中央教育審議会において、
スポーツ振興くじの改善方策が示された。 

ア 提言・改善方策の主な内容 

ⅰ 当せんの組み合わせが100万通り以上という規制を解除 

ⅱ すべての予想をコンピュータに任せる方式を導入 

ⅲ インターネット販売の実施 

ⅳ コンビニエンスストアにおける一般販売の実施 
ⅴ 試合当日までの販売が可能 
これらを受けてセンターでは、平成17年度から前倒しして実施可

能なものを検討し、売上確保に向けた改善方策を講じることとしてい
る。 
・当たり易いくじ（totoGOAL3）の販売（平成17年5月予定） 
・すべての予想をコンピュータに任せる、オールランダム方式のく
じの発売（平成17年5月予定） 

・インターネット販売の実施（平成17年8月予定） など 
また、その他の改善方策については、平成18年（2006年シーズン）

からの第二期販売体制のもとで実施するよう準備を進めている。 
 

 
４ 災害共済給付事業に関する事項 

災害共済給付制度は、学校の管理
下における災害に関する給付を行う
我が国唯一の公的給付制度として、
学校、学校の設置者をはじめ児童生
徒等の保護者に定着している実情を
踏まえ、さらに、請求事務手続きの
簡素化等利用者へのサービス向上を
図っていく。 
 

 
４ 災害共済給付事業に関する事項 

 
災害共済給付事
業の実施状況 

 
法人における自己点

検評価の結果を踏まえ
つつ、委員の協議によ
り、評定する。 
 

 
■請求事務手続きの簡素化等利用者へのサービス向上が図られたかの検証 Ａ 

 
災害共済給付オンラ

イン請求システムの導
入により、請求事務手
続きの簡素化、利用者
へのサービスを向上さ
せたことは、評価でき
る。 
  

 

 
（１）審査体制の整備・充実 
学校教育の円滑な実施に資するため、
災害共済給付事業の円滑かつ適正な運
営に努めるとともに、公正かつ適切な
災害共済給付業務の執行体制を確保す
るため、外部の有識者で構成する本部
及び支部審査委員会等の体制を更に整
備・充実させる。 

 
（１）審査体制の整備・充実 

学校教育の円滑な実施に資する
ため、災害共済給付事業の円滑か
つ適正な運営に努めるとともに、
公正かつ適切な災害共済給付業務
の執行体制を確保し、平成１７年
４月からの支部組織の再編に対応
した審査体制とするため、外部の
有識者で構成する本部及び支部の
審査委員会等の整備・充実を図る。

 

 
審査体制の整
備・充実状況 
 

  
■審査体制の整備状況 
公正かつ適切な災害共済給付業務の執行体制を確保し、平成17 年 4月か

らの支部組織の再編に対応した審査体制とするため、外部の有識者で構成す
る本部及び支部の審査委員会等の整備・充実を図った。 
① 災害共済給付審査委員会委員の増員 

本部において、災害共済給付審査委員会委員を5名から8名に増員し、
審査体制の充実を図った。(平成16年6月) 
従来5名であった審査委員会委員について、給付事業関係団体から養

護教諭全国協議会代表者、学識経験者から医学分野及び学校保健分野の
大学教授を新たに委員に委嘱した。 

 
② 障害見舞金認定基準の改正 

精神神経系統の障害認定基準の適正化を図るため、審査委員会におい
て現在の医学的知見等に基づき検討を行い、障害見舞金認定基準を改正
した。 

Ａ 

 
審査体制について
は、災害共済給付審
査委員会委員の増
員、支部組織再編に
対応した審査体制
の整備を行ったこと
は、評価できる。 
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    ③ 支部組織再編に対応した審査体制の整備 
平成17年4月からの支部組織の再編に伴い、各支所における災害共済

給付に関する審査・給付業務を円滑に行うため、各支所に「業務運営委
員会」及び「審査専門委員会」を設置することとし、具体の準備を行っ
た。 

 
ア 業務運営委員会 

委嘱委員：20名から30名程度 
医師会の協力が不可欠なことから、各都道府県医師会
から1名を委嘱する。その他、幅広く支所管内からの
協力を得る。 

イ 審査専門委員会 
委嘱委員：10名程度 

会議に出席可能な支所所在地の都府県を中心に、医療
関係者、法曹関係者、教育関係者等からの協力を得る。

 
■審査委員会等の開催状況 
① 本部（内部審査会）   22回 
② 支部          98回 
③ 意見聴取（嘱託専門員） 28回 

 

 
 

 
（２）請求事務の省力化及び給付の迅

速化 
 

 
（２）請求事務の省力化及び給付の迅

速化 

 
請求事務の省力
化及び給付の迅
速化状況 
 

 
 

 
■請求事務の省力化及び給付の迅速化が図られたかの検証 Ａ 

 
① 災害共済給付オンライン請求
システムの構築 
平成１７年度までにオンライ

ン請求システムを導入すること
により、学校及び学校の設置者
における災害共済給付に係る請
求事務の省力化・簡素化を図る
とともに、給付事務等を迅速化
する。 

 
① 災害共済給付オンライン請求
システムの構築 
災害共済給付に係る請求事務

の省力化及び給付事務処理の迅
速化・効率化を図るため、平成
１７年４月からの稼動に向けて、
災害共済給付オンライン請求シ
ステムを構築し、テスト運用を
行うとともに、学校及び学校の
設置者等に対して周知を図り、
利用促進に努める。 

 

  
災害共済給
付オンライ
ン請求シス
テムの構築
状況 
 

  
■オンライン請求システムの構築に向けた検討状況 
災害共済給付に係る請求事務の省力化及び給付事務処理の迅速化・効率化

を図るため、平成17 年 4月からの導入に向けて、システムの構築を行うと
ともに、学校及び学校の設置者に対して利用の周知を図るなど、災害共済給
付システムの円滑な導入に努めた。 
① 災害共済給付オンライン請求システム構築スケジュール 

システムの構築に当たっては、関係部署の職員により構成するシステ
ム委員会を設置し、仕様書、総合評価基準、審査基準の策定及び開発か
ら導入後の運用についての検討を行うとともに、具体的な事項について
は、ワーキングチーム及びプロジェクトチームを設置し検討を行った。
さらに、情報システムに関するコンサルティング会社と契約を行い、円
滑な作業、開発及び導入に努めた。 
その結果、平成16年9月に、センター内において、構築したシステム

の総合試験を実施し、結果を踏まえて改修を行い、平成17年2月から、
全国の学校及び学校の設置者等を対象としたテスト運用を行った。テス
ト運用における利用者からの要望等を踏まえて更に改修を行った後、平
成17年3月から稼働を開始した。 

 
■学校及び学校の設置者等への周知の状況 
災害共済給付オンライン請求システムの円滑な導入のため、機関誌やホー

ムページ等を活用し、学校及び学校の設置者に対して利用の周知を図った。
① 機関誌『健康安全』に、システムの概要等を掲載（平成16年5月、7
月、9月、11月、平成17年1月、3月） 

② 全国学校保健研究大会等での広報活動（平成16年10月） 
③ 学校安全研究大会におけるシステムのデモ・体験コーナーの設置 

(平成17年2月) 
④ ホームページに、システムの概要及び学校の設置者等からの質問に対

 

 
 災害共済給付オンラ
イン請求システムの円
滑な導入に向けて、学
校等に対し周知を図っ
たことやテスト運用を
踏まえ、平成１７年３
月から稼働を開始した
ことは、評価できる。 
 今後とも、災害共済
給付執行マニュアルの
作成により、業務の標
準化・効率化に効果を
上げるよう期待する。 
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する回答集を掲載（平成16年11月） 
⑤ 操作説明用ＣＤ－ＲＯＭの配布（平成17年1月） 
⑥ 操作ガイドの配付（平成17年3月） 

 

 

 
② 災害共済給付執務マニュアル
の作成 
災害共済給付に係る業務を適

正かつ迅速に行うため、執務マ
ニュアルを作成し、業務の標準
化・効率化を図る。 

 
② 災害共済給付執務マニュアル
の作成 
災害共済給付等に係る業務を

適正かつ迅速に行うため、災害
共済給付業務及び学校安全普及
充実業務についての執務マニュ
アルを支部に配布する。また、
平成１７年４月からの支部組織
の再編及び災害共済給付事務の
オンライン化に対応するため、
記載内容の見直しを行う。 

 

  
災害共済給
付執務マニ
ュアルの作
成等の状況
 

  
■執務マニュアルの記載内容の見直し等の状況 
平成17 年 4月からの支部組織の再編及び災害共済給付事務のオンライン

化に対応するため、災害共済給付執務マニュアルの記載内容について見直し
を行い、業務の標準化・効率化を図るため、平成17 年 2月に各支部へＣＤ
－ＲＯＭ版マニュアルを配布した。 

  

 
５ スポーツ及び児童生徒等の健康の
保持増進に関する調査研究並びに資
料の収集及び提供等に関する事項
標記の業務として、次のような事

業を行う。 
なお、ニーズの把握に努め、必要

に応じて事業の見直しを図る。 

 
５ スポーツ及び児童生徒等の健康の
保持増進に関する調査研究並びに資
料の収集及び提供等に関する事項 

 
スポーツ及び児童
生徒等の健康の保
持増進に関する調
査研究並びに資料
の収集及び提供等
の実施状況 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協
議により、評定する。
 

 
■個々の事業ごとの実施状況の検証 
 

Ａ 

 
 

 
（１）スポーツの普及・施設維持管理

情報の提供 
スポーツの普及・振興に資する

ため、国立競技場の施設を利用し
ながら、関係団体と連携して講習
会等を開催し、指導者養成や生涯
スポーツの振興を図るとともに、
スポーツターフの維持管理方法
等、これまでの施設管理運営から
得た維持管理方法に関する情報提
供を行い、地域のスポーツ施設等
の環境整備を支援する 

 
講習会等の開催 
年４回程度 

 
 

 
（１）スポーツの普及・施設維持管理

情報の提供 
① スポーツの普及・振興に資す
るため、国立競技場の施設を利
用しながら、関係団体と連携し
つつ、次の講習会等を開催する。
ア 水泳指導管理士養成講習会
イ トレーニング指導士養成講
習会 

ウ 全国体育施設研究協議大会
エ 体育施設管理士養成講習会
オ 体育施設管理者研修会 
カ 各種スポーツ教室 

 
② 地域のスポーツ施設等の環境
整備を支援するため、スポーツ
ターフの維持管理方法等、これ
までの施設管理運営から得た維
持管理方法に関して、研修会等
を開催することにより、情報提
供を行う。 
ア 全国のスポーツ施設の管理
者を対象とする実地研修会 

イ スポーツ振興投票による助
成を実施した施設を対象とす
る現地研修会 

 

 
スポーツの普及・
施設維持管理情
報の提供状況 
 

  
■関係団体との連携による講習会等の開催状況 
スポーツの普及・振興に資するため、国立競技場の施設を利用しながら、

関係団体と連携しつつ、次の講習会等を開催し、体育施設管理者等の資質向
上を図った。 
① 財団法人日本体育施設協会との共催事業 
ア 第38回水泳指導管理士養成講習会 

開催日：平成16年5月17日～22日※5月22日…認定試験 
趣旨：水泳プールの管理法、水泳指導法及び水泳救助法について、

一定基準の理論と実技を習得させ、水泳プールの合理的な管
理運営ができるよう資質を高め、我が国の水泳の振興に寄与
する。 

場所：国立霞ヶ丘競技場室内水泳場、会議室 
参加人員：87人 

イ 第65回全国体育施設研究協議大会 
開催日：平成16年6月9日～10日 
趣旨：「生涯スポーツ社会の実現に向けて〈スポーツ施設の役割〉」

をテーマに全国の体育施設の関係者が一堂に会し、研究協議
を行う。 

場所：静岡県コンベンションアーツセンター 
参加人員：294人 

ウ 第38回トレーニング指導士養成講習会 
開催日：平成16年7月12日～17日※7月17日…認定試験 
趣旨：ウエイト・トレーニング、サーキット・トレーニング等の指

導経験を有する者に対し、一定基準の理論と実技を習得させ、
トレーニングの指導者としての資質を一層高めるとともに、
正しいトレーニング指導の普及・発展を目指し、国民の健康・
体力づくりに貢献する。 

場所：国立霞ヶ丘競技場会議室、体育館、トレーニングセンター等
参加人員：126人 

Ａ 
 
講習会等について

は、関係団体等と連
携して開催すること
により効果をあげて
おり、評価できる。 
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エ 第38回体育施設管理士養成講習会 
開催日：平成16年12月6日～11日※12月11日…認定試験 
趣旨：体育施設の維持管理及び管理運営に必要な知識・技能を修得

させ、我が国の体育・スポーツの振興に寄与する。 
場所：国立霞ヶ丘競技場会議室、室内水泳場 
参加人員：176人/150人(参加人員/募集定員) 

オ 第38回体育施設管理者研修会 
開催日：平成17年3月7日～9日 
趣旨：我が国の公共社会体育施設の現状と将来を踏まえ、管理運営

上の諸問題についての研修を行い、体育・スポーツの振興を
図る。 

場所：国立霞ヶ丘競技場会議室 
参加人員：159人 

② 講習会等のあり方の調査研究 
平成 15 年度に日本体育施設協会との共催事業への新たな取組をテー

マとし、現行の講習会等のあり方が、社会のニーズに合致したものであ
るかを調査し、その役割と機能を検証した上で、共催事業に対するセン
ターの係わり方について再度検討するため、調査研究を実施した。 
平成 16 年度は、これらの調査研究の報告を行い、報告に基づく課題

を検討するため、センターと日本体育施設協会による新規共催事業等の
事前検討委員会を設置した。 

 
■各種スポーツ教室の開催状況（参加人員 6,859人） 
テニス場、室内水泳場等を活用して、小学生から高齢者まで幅広い年齢層

に対応した各種スポーツ教室を開催し、スポーツの普及・振興を図った。
スポーツ教室の開催に当たっては、ホームページ、掲示等により、積極的

に情報提供を行った。なお、国立霞ヶ丘競技場の水泳教室においては、平成
15年度に引き続き、無料体験を実施した。 
 
■スポーツターフ等の維持管理方法等の情報の提供状況 
これまでの施設管理運営から得た維持管理方法に関する情報提供を行うた

め、全国の大規模スタジアムの施設管理者を対象とした研修会及びスポーツ
振興投票による助成を実施した施設を対象とする現地研修会を開催し、地域
のスポーツ施設等の環境整備を支援した。 
① スポーツターフ維持管理研修会 

開催日 ：平成17年3月22日 
開催場所：国立霞ヶ丘競技場会議室 
参加対象：関東近郊の中規模競技場・運動公園 
参加人員：15施設 30人 
内容  ：土壌調査等にみる芝生状況の把握、管理作業の実際、病害

虫防除、農薬の安全な使い方についての研修会を行い、デ
ィスカッション等を行った。 

② スポーツ振興投票による助成を実施した施設を対象とする現地研修会
平成16年10月27日：静岡県島田市横井運動公園内サッカー場 
平成16年10月28日：群馬県立敷島公園陸上競技場 

 ③ 冊子『緑の芝生でスポーツを楽しもう！～身近な芝生のグラウンドづ

くり～』の発行 

芝生化されたグラウンドの現状を視察し、造成後の実情を把握するた

め、利用状況、設備、年間管理作業等について専門家による現地調査を

行い、いくつかの事例を紹介した。 
   発行日：平成17年1月31日 
   発行部数：5,000部 
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（２）学校安全・災害防止情報の提供 

災害共済給付事業の実施を通じ
て得た学校の管理下の災害・事故
事例について、統計調査を実施し
災害の傾向を把握し、その成果を、
安全教育、安全管理の資料等の作
成・配布に活用するとともに、必
要に応じて、効果的な事故防止情
報として学校現場等に提供するこ
とにより、学校安全の普及充実に
資する。 

 
研究大会・講習会等の開催 
年１６回程度 

 
（２）学校安全・災害防止情報の提供

① 学校安全の普及充実に資する
ため、災害共済給付事業の実施
を通じて得た学校の管理下の災
害・事故事例について、統計調
査を実施し災害の傾向を把握し、
その成果を、安全教育、安全管
理の資料等の作成・配布に活用
する。 
ア 災害統計調査の実施 
イ 死亡・障害事例を分析調査
し、「事例集」としてまとめ
公表 

ウ 災害事例のうちテーマを設
定し、分析調査を実施 

エ 機関誌及び広報資料を作成
し、学校等へ配布 

オ 学校安全関係資料等のホー
ムページへの掲載 

 
② 効果的な事故防止情報として
学校現場等に提供することによ
り、学校安全の普及充実に資す
るため、次の研究大会等を開催
する。 
ア 学校安全研究大会 
イ 全国学校保健研究大会 
ウ 心肺蘇生法実技講習会 

 

 
学校安全・災害防
止情報の提供状況
 

  
■安全教育、安全管理の資料等の作成・配布状況 
学校安全に関する国の施策、関係法規の解説、事例研究資料、学校安全に

関する様々な情報について、機関誌、刊行物等を発行し、全国の学校等に配
布するとともに、ホームページにも掲載するなどにより、普及に努めた。
① 機関誌 

学校安全及び学校給食の普及充実を図るため、従来発行していた『学
校安全』と『学校給食』を統合し、『健康安全』として発行し、健康安
全事業に関する情報を提供した。 
ア 発行部数：91,000部／隔月（平成16年5月、7月、9月、11月、
平成17年1月、3月：6回発行） 

イ 第7号支所化特別号（平成17年4月1日発行予定）：平成17年4
月1日からの支部組織再編に伴う6支所の設置について、全国の学校
等の関係機関に広く周知するため、支所化に関する記事を中心に発行
することとした。 

② 刊行物等 
教育現場のニーズに合わせ、各種刊行物の発行を行い、より効果的な

事故防止情報等の提供に努めた。 
  ア 『学校の管理下の死亡・障害事例と事故防止の留意点』 
    平成14・15年度に災害共済給付を行った死亡・障害事例を収録し、

さらに事故防止の留意点を掲載 
    発行日：平成17年3月31日 
    発行部数：5,000部 
  イ 『学校安全の研究―学校安全研究推進事業報告書―』 
    学校安全研究推進事業の研究校と交通安全教育推進地域の実践研

究報告を収録 
    発行日：平成17年1月31日 
    発行部数：1,400部 
  ウ 『平成16年度学校安全・災害共済給付ガイド』 
    センターが行っている災害共済給付制度及び学校安全普及事業の紹

介資料 
    発行日：平成16年10月22日 
    発行部数：5,000部 
  エ 『学校の安全管理に関する取組事例集―学校への不審者侵入時の危

機管理を中心にー』（文部科学省著作） 
    学校へ不審者が侵入した際の犯罪被害を防止するための考え方や、

特色ある安全管理の取組事例等の掲載 
    発行日：平成16年4月15日 
    発行部数：5,000部（第3刷） 
  オ 『学校への不審者侵入時の危機管理マニュアル』（文部科学省著作）
    児童生徒等を犯罪被害から守るためのマニュアル 
    発行日：平成16年12月24日 
    発行部数：10,000部（第6刷） 
  カ 『災害共済給付関係法令集』 
    災害共済給付事務担当者のための実務ハンドブック 
    発行日：平成16年7月1日 
    発行部数：5,000部（第2刷） 
 
■学校安全の普及充実の状況 
学校の管理下における災害・事故など安全教育・安全管理に関わる様々な

情報について、統計調査を実施し災害の傾向を把握し、その成果を各種刊行
物に掲載すること等により、学校安全の普及に努めた。 
① 災害統計調査の実施状況 

学校の管理下における災害について、全国的な傾向を把握するため、

Ａ 

 
 学校安全・災害防止
情報の提供について
は、研修会等の開催、
安全教育・安全管管理
に関わる様々な情報を
各種刊行物、広報誌等
の発行やホームページ
の掲載を行っており、
評価できる。 
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平成 15 年度に各都道府県支部において負傷・疾病を対象として医療費
を給付した事例を対象に、災害統計調査を実施し、様々な角度から集計・
分析を行った。（2年に1度実施） 
集計・分析の結果については、学校の管理下で発生した負傷・疾病の

発生傾向を学校種別ごとにまとめ、学校の管理下の災害防止の資料とす
る。 
ア 実施方法：各都道府県支部において、「災害報告書」、「医療等の

状況」から調査対象となる災害を抽出する。 
イ 調査対象：負傷（抽出調査）、疾病（悉皆調査） 

② 死亡・障害事例を分析調査し、「事例集」としてまとめ、公表 

平成14・15年度に災害共済給付を行った死亡・障害事例を収録し、さ

らに事故防止の留意点について、『学校の管理下の死亡・障害事例と事故

防止の留意点』としてまとめ、発行した。 

発行日：平成17年3月 

発行部数：5,000部 

③ 災害事例のうちテーマを設定し、分析調査を実施 

歯牙障害の防止をテーマに、学校の管理下における歯牙傷害のデータ

の収集及び安全に関する意識調査を実施した。調査結果については、「歯

牙障害の防止必携（仮称）」として発刊する予定である。 

打合せ会実施：2回 

出席者：文部科学省、歯科医師、学識経験者 
 
■学校安全関係資料等のホームページへの掲載状況 
学校の管理下における災害・事故など、安全教育・安全管理に関わる様々

な情報について、教育現場等のニーズも踏まえ、積極的に情報提供を行った。
なお、夏の猛暑に対処すべく、熱中症の予防に関する情報を平成 15 年度

に引き続き、ホームページに掲載し、事故防止に役立てた。 
① 主な掲載情報 
ア 機関誌『健康安全』 
イ 平成15年度統計情報 
ウ 平成16・17年度学校安全研究推進事業実施要綱 
エ 学校安全に関する研究校及び交通安全教育推進地域一覧 

 
■学校安全の普及充実に資するための研究大会等の開催状況 
学校現場等に対して効果的な事故防止情報を提供するため、次の研究大会

等を開催した。開催情報については、ホームページ及び広報誌等に掲載する
などにより、周知を図った。 
① 第40回学校安全研究大会 

開催日 ：平成17年2月9日、10日 
場所  ：独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター
参加人員：691人 
内容  ：学校安全研究推進事業の実践研究の成果の発表並びに研究

協議 
成果  ：全体会では、犯罪被害を犯罪原因論から犯罪機会論への発

想の転換に気づいたという者が多く、学校現場に役立つも
のであった。 

② 第54回全国学校保健研究大会 
開催日 ：平成16年10月28日、29日 
場所  ：福島県郡山市 
参加人員：1,728人 
内容  ：21世紀を担う子どもたちの健康に関する諸問題について研

究協議し、学校保健の充実に資する。 
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文部科学大臣表彰校及び個人に対し記念品を贈呈 
表彰：学校安全関係 学校―21校、個人―3名 

成果  ：シンポジウム、分科会において健康教育に関連する諸問題
について研究協議し、学校保健の充実を図った。 
文部科学大臣表彰校及び個人に対し記念品を贈呈すること
により学校安全に対する意識の向上を図った。 

③ 心肺蘇生法実技講習会 
内容  ：心肺蘇生法（人工呼吸及び心臓マッサージ）の技能を習得

するための講義及び実技講習会 
参加人員：2,030人 
成果  ：児童生徒等の突然死の防止のための心肺蘇生法の技能を習

得した。 
④ 学校安全研究推進事業 

児童生徒の安全の確保並びに事件・事故災害の防止に資するため、学
校安全及び交通安全に関する実践研究を各都道府県の学校及び市町村の
教育委員会に委嘱した。 
なお、過去の学校安全に関する研究校から3校が平成16 年度安全功

労者内閣総理大臣表彰を受賞した。 
ア 平成15・16年度学校安全に関する研究校 21校（園） 
イ 平成15・16年度交通安全教育推進地域 4地域 
ウ 平成16・17年度学校安全に関する研究校 19校（園） 
エ 平成16・17年度交通安全教育推進地域 3地域 
 成果  ：学校安全の普及充実及び児童生徒等の安全の確保並びに事

件・事故災害の防止に寄与した。 
⑤ 平成 16 年度各地域における学校安全の基盤となる指導者の養成を目
的とした研修 
期日  ：平成16年6月1日～4日 
場所  ：独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター
参加人員：172人 
内容  ：「学校における安全教育・安全管理の考え方、進め方と方

法等」、「学校への不審者侵入と子どもの犯罪被害防止の
対応の方法」、「二輪車及び自転車の特性と実技指導の進
め方」等の講義・演習及び研究発表・研究協議等 

成果  ：安全教育指導者の資質の向上を図り、学校安全の充実に資
した。 

⑥ 第47回全国学校保健主事研究協議会 
開催日 ：平成16年8月19日、20日 
場所  ：愛媛県松山市 
参加人員：608人 
内容  ：保健主事の職務上の諸課題について研修を深めるための研

究発表及び課題別研究協議 
⑦ 全国養護教諭連絡協議会 

開催日 ：平成17年2月25日 
場所  ：東京都 
参加人員：1,624人 
内容  ：養護教諭の健康教育実践者としての専門性を高めるための

研究発表及び講演 
⑧ 第29回全国・東京都学校安全教育研究大会 

開催日 ：平成17年2月18日 
場所  ：東京都 
参加人員：430人 
内容  ：講演及び学校安全教育の一層の充実を目指した実践研究の

発表 
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■利用者ニーズの把握及び成果・効果の検証等 
① 各種大会・研修会等を通じた学校関係者等との積極的な情報交換 

学校現場等に対してより効果的な事故防止情報を提供するため、各種
大会・研修会など様々な機会を捉えて学校関係者との情報交換に努めた。
平成17年2月に開催した学校安全研究大会においては、平成15年度

に実施した同大会における参加者に対するアンケート調査結果に基づき、
全体会において、不審者対策を含めた防犯対策を、平成 15 年度とは別
の角度から取り上げた。 
・第40回学校安全研究大会のアンケート調査 
配布人数：568人 回収率40.0％ 
調査方法：記述式 特別講演及びシンポジウムの主題の希望等 
結果：特別講演及び実践発表、分科会について「よかった、参考に

なった」と回答した者は、90％以上であり、特別講演及び実
践発表、分科会の研究主題については、いずれも防災、防犯
についての要望が多かった。 

② 学校における事件・事故事例の分析等 
学校現場等に対してより効果的な事故防止情報を提供するため、災害

共済給付を行った学校の管理下における災害事例の分析を行い災害の傾
向把握に努めた。 

③ 健康安全普及業務検討委員会 
実施日：平成17年3月1日 
出席者：文部科学省、教育関係者、学識経験者 
内容：学校安全研究推進事業を促進するため、学校安全に関する研究

校の研究主題例を現在の学校環境、社会環境に相応した主題例
とするための検討 

成果：学校環境、社会環境に相応した主題例となり、平成 17 年度以
降の学校安全研究推進事業の研究主題例に反映させる。 

 

 
（３）食に関する情報の提供等 

食に関する指導を支援するため
の事業を行うとともに、これらを
通して得られた児童生徒の食を取
り巻く情報を分析し、望ましい食
習慣の形成や学校給食を円滑に実
施するために効果的な情報を提供
する。 
研究協議大会等の開催 
年３回程度 

 

 
（３）食に関する情報の提供等 

食に関する指導を支援する事業
を行うとともに、児童生徒の食を
取り巻く状況の把握及び研究事業
を通して得られた情報を分析し、
望ましい食習慣の形成や学校給食
を円滑に実施するために効果的な
情報の提供を図るため、次の事業
を実施する。 
ア 全国学校給食研究協議大会 
イ 全国学校栄養職員研究大会 
ウ 学校調理師研究大会 
エ 健康教育情報ライブラリー事
業 

 

 
食に関する情報の
提供状況 

  
■食に関する情報を提供するための事業の実施状況 
食に関する指導を支援する事業を行うとともに、児童生徒の望ましい食習

慣の形成や国民の食生活の改善に資するため、食に関する指導や学校と家庭・
地域と連携した学校給食の推進等について情報の提供や研究協議大会等を行
った。 
なお、開催情報については、ホームページ及び広報誌等に掲載するなどに

より、周知を図った。 
① 第55回全国学校給食研究協議大会 

学校給食関係者を対象に、学校給食における指導や管理運営の取組に
ついて実践発表や講演を行った。 
開催日：平成16年11月10日 
場所：東京都 
参加人員：1,226人 
成果：学校給食における指導、管理運営について、実践発表を通じて、

学校給食を充実するための当面の諸課題やその他の対応につい
て参加者の理解が深まった。 

② 第45回全国学校栄養職員研究大会 
学校栄養職員等を対象に、食に関する指導の取組について、実践発表

を行うとともに、分科会形式で研究協議を行った。 
開催日：平成16年7月28日、29日 
場所：宮城県仙台市 
参加人員：1,221人 
成果：児童生徒に対する食に関する指導の在り方についての研究協議

Ａ 

 
食に関する情報の提

供等については、研修
会等の開催、各種刊行
物、広報誌等の発行や
ホームページの掲載を
行っており、評価でき
る。 
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を通じて、学校給食の役割、食に関する指導について参加者の
理解が深まった。 

③ 平成16年度学校調理師研究大会 
学校給食調理員の資質向上を図るとともに、学校給食における調理員

の役割についての認識を深めるため、学校給食に関する実践発表や特別
講演を行った。 
開催日：平成16年8月5日、6日 
場所：東京都 
参加人員：1,170人 
成果：全国の学校給食調理員の大会としては唯一のものであり、献立

の工夫、施設設備の改善例、衛生管理の改善例など、学校給食
に関する様々な実践発表を通して、学校給食調理員の資質向上
を図るとともに、学校給食における調理員の役割についての認
識を深めた。 
また、平成16年度は、参加者に対する平成15年度に実施した
アンケート調査の結果からの要望を踏まえ、養護学校の実践発
表を行った。 

④ 健康教育情報ライブラリー事業 
学校、共同調理場現場からの各種データを収集・分析し、統計資料と

して報告書に取りまとめ、学校給食関係者に提供した。また、児童生徒
の食事の摂取状況について、「平成 14 年度児童生徒の食事状況調査報
告書」をホームページに掲載し、情報提供を行った。 
なお、平成 16 年度から、学校給食栄養報告の集計・分析を専用ソフ

トウェアで行った。 
ア 学校給食栄養報告の集計・分析 

全国約500か所の学校給食実施校及び学校給食共同調理場（以下「対
象校」という。）から、平成 15 年度に開発したインターネット等を
利用して各学校において直接データを入力可能とするソフトウェアを
利用することにより、各種データについて、収集・分析を行った。
ⅰ 報告データの収集方法 

対象校がインターネット又は栄養計算ソフトへ入力し、都道府県
教育委員会での確認を経てセンターへ提出される。 

ⅱ データ対象数 
534校（小学校335校、中学校168校、夜間定時制高等学校等31

校） 
イ 平成 14 年度児童生徒の食事状況調査報告書の増刷及びホームペー
ジへの掲載 
ⅰ 平成16年11月30日発行  2,000部 
ⅱ 平成17年1月5日ホームページへ掲載 

ウ 平成15年度学校給食情報ネットワーク化事業報告書 
ⅰ 平成16年11月10日発行 600部 
ⅱ 配布先 

都道府県教育委員会、都道府県学校給食会、平成 15 年度学校給
食情報ネットワーク化事業協力校451校 

⑤ ごはんを中心とする食生活促進事業 
学校給食を通じて、ごはんの良さへの理解を深め、児童生徒の望まし

い食習慣の形成に資するとともに、国民に対して栄養バランスのとれた
食生活への関心を高めるため、学校給食でのごはんに合った料理（おか
ず）の開発及び講習会等を開催した。 
主催：独立行政法人日本スポーツ振興センター、財団法人埼玉県学校

給食会ほか20府県学校給食会 
実地調査：3か所 
成果：料理（おかず）の開発は505 品目、調理講習会等は19 府県学

校給食会で実施し、学校栄養職員等に米飯に合う料理を紹介で
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きた。 
⑥ 学校給食における学校・家庭・地域の連携推進事業 

学校・家庭・地域の三者が連携して学校給食の充実を図るとともに、
学校給食を通して、児童生徒が生涯にわたり健康に過ごすための食生活
についての実践的な研究を市町村教育委員会へ委嘱した。 
ア 市町村教育委員会への委嘱 

委嘱先：26地域   発表会出席：5か所 
委嘱地域の実地調査：6か所 

イ 研究発表会の開催 
学校給食における学校・家庭・地域の連携推進事業の委嘱地域の実

践的研究の発表及び研究協議を実施した。 
開催日：平成17年2月21日 
場所：独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター 
参加人数：108人 
成果：委嘱地域による実践的研究の発表及び研究協議を通して、児

童生徒の望ましい食生活のあり方に対し、学校、家庭、地域
がどのように関わるべきかが認識された。 

ウ 学校給食における学校・家庭・地域の連携推進事業研究発表会資料
ⅰ 平成17年2月15日発行 300 部 
ⅱ 配布先：学校給食における学校・家庭・地域の連携推進事業研究

発表会参加者、都道府県教育委員会等 
 
■その他の刊行物等による情報の提供状況 
児童生徒の食を取り巻く状況の把握及び研究事業を通して得られた情報を

分析し、その成果を取りまとめ、各種刊行物、広報誌等を発行するとともに、
ホームページに概要を掲載した。 
 
① 機関誌『健康安全』 

学校安全及び学校給食の普及充実を図るため、従来発行していた『学
校安全』と『学校給食』を統合し、『健康安全』として発行し、健康安
全事業に関する情報を提供した。 

   発行：平成16年5月、7月、9月、11月、平成17年1月、3月 
   発行部数：91,000部 
② 刊行物等 
ア 『学校給食要覧平成16年版』 

   学校給食の歴史と現状を各種統計資料や写真により紹介するとと
もに、国の施策やセンターの活動、関係法規・通達等を掲載 

    発行日：平成17年3月31日 
    発行部数：3,000部 
  イ 『食中毒防止のための学校給食調理環境改善事例集第４集』 
   「学校給食衛生管理の基準」を基に施設設備、食事内容、作業動線等

の観点からみて、ドライ運用のモデルとして望ましいと判断される調
理場の事例及びドライシステムの施設でも改善を要した等の事例を掲
載 

    発行日：平成17年3月31日 
    発行部数：4,000部 
  ウ 『学校給食における地場産物活用事業報告書Ⅱ』 
    安全で良質な地域の地場産物や郷土食を取り入れた食材の開発など

の事例を掲載 
    発行日：平成17年3月10日 
    発行部数：3,800部 
  エ 『食中毒防止のための学校給食調理環境改善事例集第３集』 
   「学校給食衛生管理の基準」を基に施設設備、食事内容、作業動線

等の観点からみて、ドライシステムのモデルとして望ましいと判断さ
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れる調理場の事例を掲載 
    発行日：平成16年6月10日 
    発行部数：5,000部（第2刷） 
 
■レプリカ類の貸出状況 
学校給食の現状の紹介や食にまつわる文化を伝えるための教材として、展

覧会・授業等に対して、貸出を実施した。 
貸出件数：137件、652点 

 
■ホームページの活用状況 
児童生徒の食を取り巻く状況の把握及び研究事業を通して得られた情報を

分析し、望ましい食習慣の形成や学校給食を円滑に実施するための情報提供
を積極的に行った。 
① 主な掲載情報 

ア 機関誌『健康安全』 
イ Ｑ＆Ａ 健康の保持増進及び災害共済給付 
ウ 食中毒発生状況（平成15年度） 
エ 『学校給食における地場産物活用事業報告書Ⅰ』 
オ 『平成14年度児童生徒の食事状況調査報告書』 
 

■利用者ニーズの把握及び成果・効果の検証等 
学校現場等に対してより効果的な食に関する指導の取組等の情報を提供す

るため、各種大会など様々な機会をとらえて学校給食関係者との情報交換に
努めた。 
学校調理師研究大会の開催に当たっては、事前に参加者に対してアンケー

ト調査を実施し、集計・分析を行い、結果を研究大会の内容として取り上げ
た。 
また、大会終了後も、参加したことによる効果や要望についてアンケート

調査を行い、今後の研究大会の参考とすることとしている。 
ア 事前調査 配布人数：1,170人 回収率52.2％ 

内容 ：調理方式、調理場の環境形態、ドライ運用の実態、
学校給食衛生管理の基準等 

イ 事後調査 配布人数：1,170人 回収率67.4％ 
内容 ：講演、実践発表の効果、要望 
アンケート結果： 

講演内容について役に立ったと回答した者は、
80％以上であった。実践発表については、学校・家
庭・地域と連携した学校給食の推進、地場産物の活
用の実践発表が役に立ったとする者は、約80％であ
り、衛生管理が役に立ったとする者は、約70％であ
った。 
養護学校の実践発表は、参加者に対する平成 15

年度に実施したアンケート調査の結果からの要望に
応えて取り入れたこともあり、役に立ったと回答し
た者は、80％以上であった。 
次回以降の要望として、地場産物を使った学校給

食のノウハウについての要望が多かった。 
 
（４）衛生管理業務の推進 
 

 
（４）衛生管理業務の推進 

学校給食における衛生管理意識
の啓発や衛生環境の向上に資する
ため、次の事業を行う。 

 
衛生管理業務の推
進状況 

  
■衛生管理業務の実施状況の検証 Ａ 

 
学校給食における衛

生管理業務について
は、講習会の開催や調
査研究を実施するなど
着実に計画を実施して
おり、評価できる。 
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① 講習会の開催や衛生管理推進
指導者派遣・巡回指導事業等を
行うことにより、学校給食にお
ける衛生管理意識の啓発や衛生
環境の向上に資する。 
講習会等の開催 
年４回程度 

 
② 衛生管理室の施設・設備の整
備を図り、学校給食における衛
生管理の向上に資する。 

 

 
ア 学校給食衛生管理講習会 
イ 食中毒防止に関する中央講習
会 

ウ 学校給食衛生管理推進指導者
派遣・巡回指導事業 

エ 食品の安全に関する調査研究
オ 食中毒防止ビデオの作成 
カ 衛生管理指導者養成事業 

 
 

  
講習会等の開
催及び巡回指
導の実施状況

  
■衛生管理意識の啓発や衛生環境の向上に資するための講習会等の開催 

学校給食における衛生管理意識の啓発や衛生環境の向上に資するため、
次の事業を行った。 
① 学校給食衛生管理講習会 

主に学校栄養職員を対象として、調理場の拭取り検査の方法など、実
践的な衛生管理の知識と細菌検査の技術を習得するための講習会を実施
した。 
ア 中日本衛生管理講習会 

開催地：和歌山県有田市 
実施日：平成16年6月8日～10日 
受講者数：28名 

イ 西日本衛生管理講習会 
開催地：岡山県岡山市山陽町 
実施日：平成16年6月23日～25日 
受講者数：39名 

ウ 東日本衛生管理講習会 
開催地：秋田県角館町 
実施日：平成16年7月7日～9日 
受講者数：49人 

② 食中毒防止に関する中央講習会 
都道府県の学校給食関係者を対象として、食中毒の動向と問題点、食

中毒菌の知識など、衛生管理の徹底を期する上で必要な専門的な知識を
習得するための講習会を実施した。 
開催日：平成16年8月25日～27日 
場所：東京都 
参加人員：111人 

③ 学校給食衛生管理推進指導者派遣・巡回指導事業 
食中毒事件が発生した調理場へ衛生管理の専門家を派遣し、施設設備、

調理過程、衛生管理体制の実態把握と細菌検査を実施することにより、
現場の実態に即した、より具体的で実践につながる指導・助言を行った。
検査結果については、巡回指導先に見られた教訓と課題、調理施設の

衛生、食品の検収等の問題点を整理し、テキストとしても活用できるよ
う報告書として取りまとめ、全国の教育委員会等に配布し、衛生管理の
改善充実及び食中毒の発生防止に努めた。 
巡回施設：5箇所 

④ 学校給食調理場衛生管理実態調査 
各教育委員会等からの依頼により、学校給食調理場の衛生管理の実態

を把握し、改善を図る等のため細菌検査等を実施し、衛生管理の徹底が
図られるよう、調査依頼した各教育委員会等に検査結果を通知すること
とした。 
実施施設：6箇所 

⑤ 食品の安全に関する調査研究事業 
学校給食における食中毒の防止等に資するため、学校給食で使用さ

れる食品のノロウイルス検査、残留農薬検査等を実施するとともに、
食品検査強化事業の一環として、県学校給食会に対し、拭取り検査用
測定装置の貸与を行った。 

ア 学校給食用食品等特別検査 
ノロウイルス検査 
検査実施：24都府県54施設 

イ 学校給食用食品等衛生検査 
残留農薬等検査 
依頼先：19箇所 

ウ 学校給食用輸入牛肉（全国学校給食会連合会扱い）衛生検査 
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学校給食で使用される輸入牛肉について、衛生検査を実施した。
依頼先：19箇所 

エ 学校給食における食品検査強化のための検査機器貸与事業 
学校給食における衛生管理の徹底を図るため、食品検査強化事業の

一環として、県学校給食会に対し検査機器を貸与した。 
貸与：35都道府県50台 

⑥ 学校給食衛生管理指導者養成事業 
衛生管理事業として、センターでは「拭取り調査」を実施しているが、

対象となる調理場が約 17,000 か所もあるため、すべての調理場に対し
て衛生管理上の問題点や改善すべき点について指導・助言を行うことは
困難なことから、平成16 年度から3 年計画で、これら指導・助言を行
うことができる指導者を各県ごとに養成するための衛生管理指導者養成
講習会を開催し、衛生管理体制の整備を図ることとし、講習会を実施し
た。 
ア 衛生管理指導者養成講習会開催状況  

開催回数：3回 
受講者数：85人 
実施機関：4機関 
検体処理数：444検体 

⑦ 食中毒防止の手引出版事業 
平成15年3月の「学校給食衛生管理の基準」及び平成16年2月の「学

校給食衛生管理の基準」及び「学校環境衛生の基準」の一部改訂を踏ま
え、学校給食現場における衛生管理について徹底を図り、食中毒を防止
するための手引書として、『学校給食における食中毒防止の手引』を作
成した。 
作成に当たっては、意見聴取会議を開催し、委員からの意見を踏まえ

て内容の検討を行い、学校給食衛生管理の基準を写真等により解り易く
解説した。 
発行日：平成17年3月31日 
発行部数：1,500部 

⑧ 利用者ニーズの把握及び成果・効果の調査等 
講習会等の実施が受講者に対してどのように活用され、有効であった

か、また、利用者等の具体的なニーズや満足度を踏まえた事業の実施に
資するため、講習会開催後、受講者に対してアンケート調査を実施し、
集計・分析を行った。 
ア 学校給食衛生管理講習会 

講習会開催後アンケート調査を実施し、集計・分析を行い、結果を
今後の講習内容の参考とすることとしている。 
対象者：116人 回収率74.0％ 
事後調査：講習会内容の評価、要望 

イ 食中毒防止に関する中央講習会 
開催前に参加者に対してアンケート調査を実施し、集計・分析を行

い、結果を研修会で取り上げた。また、研修終了後も、研修での効果
についてアンケートを行い、今後の研修内容の参考とすることとして
いる。 
対象者：111人 回収率91.0％ 
事前調査：調理方式、調理場の環境形態、ドライ運用、食品の配送

方法 
事後調査：講習会内容の評価、要望 
対象者：111人 回収率92.8％ 

ウ 学校給食衛生管理指導者養成講習会 
講習会開催後アンケート調査を実施し、集計・分析を行い、結果を

今後の講習、講義内容及び実地研修への参考とすることとしている。
対象者：85人  回収率89.0％ 
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事後調査：講習会内容の評価、要望 
 
■食中毒防止ビデオの作成 
学校給食における衛生管理意識の啓発や衛生環境の向上に資するため、食

中毒防止ビデオ「安全でより豊かな学校給食のために」を作成し、全国の教
育委員会等へ配布した。 
タイトル：『安全でより豊かな学校給食のために』 
配布：平成17年3月31日 
発行本数：4,700本 
 

 
（５）関係団体等との連携 

スポーツ関係団体や都道府県教
育委員会等関係団体との連携を密
にし、意見・要望等を把握すると
ともに、必要に応じて事業を再構
築する。 

 

 
（５）関係団体等との連携 

① スポーツ関係団体との連携を
密にし、意見・要望等を把握す
る。 

② 児童生徒等の健康の保持増進
に関する事業等を円滑に実施す
るため、平成１７年４月からの
支部組織の再編に向けて、都府
県教育委員会等関係団体との連
絡協議会の設置準備を進める。

 

 
関係団体等との連
携状況 

  
■スポーツ関係団体との連携の状況 
① スポーツ関係団体との連携 

平成16年は、東京オリンピック競技大会開催から40年目の節目の年
であることから、ＪＯＣ、財団法人日本体育協会等のスポーツ団体との
共催により、「東京オリンピック大会40年記念事業」を実施した。 
また、全国の大規模スタジアムを対象として、施設の利活用を図るた

め、アンケートを実施後、情報交換会を行い、スポーツ以外の施設利用
等、今後の活用策、可能性について意見交換を行った。 

  ア 東京オリンピック大会40年記念事業 

開催日：平成16年10月10日 

参加人員：14,021人 

内容：陸上競技場 記念セレモニー、サッカー記念試合 

スポーツ博物館 東京オリンピック40年記念特別企画展（平

成16年10月10日～24日） 
イ 主要スタジアム情報交換会 

開催日 ：平成17年2月22日、23日 
趣旨  ：大規模スタジアム間の情報交換 
開催場所：国立霞ケ丘競技場会議室 
参加対象：Ｊリーグのホームグラウンドとして使用される37施設
参加人員：28スタジアム、63人（国立競技場を除く） 分科会 タ

ーフ44名 運営19名 
内容  ：講演「選手が求めるターフクオリティー」 

分科会「スポーツ以外の競技場利用の実態」「スタジア
ムの取り組むべき環境問題について」 

② 当該業務の関係者等のニーズの把握状況 
主要スタジアム情報交換会の実施に当たり、平成 15 年度に主要スタ

ジアム情報交換会を実施した際のアンケート調査の結果等を活用し、参
加者からの要望が多かった「施設の利活用」を中心とした情報交換会を
実施した。 
スポーツ関係団体との情報交換会を再度実施する中で、アンケート調

査を実施し、より詳細な情報を収集し、センター業務への活用を図るこ
ととしている。 

 
■都道府県教育委員会との連絡協議会設置準備状況 
平成17年4月からの支部組織再編後も、支所における健康の保持増進に関

する事業等を円滑に実施するため、各支所に、各都道府県教育委員会と連携・
協力を図るための「支所連絡協議会」を設置することとし、準備を進めた。
① 支部組織再編に関する準備状況についての関係団体等への説明 

各都道府県教育委員会などの関係団体等に対し、支部組織再編に関す
る準備状況についての説明を行い、支所化についての理解・協力を依頼
した。また、支所長となる者を平成17年2月1日付けで当該支所に赴
任させ、各都道府県教育委員会・医師会等関係機関に、支部組織再編に

Ａ 

 

 
 他の大規模競技場等
の管理者や教育委員
会、また、ＪＯＣ，日
本体育協会の傘下団体
との情報交換や連携を
していることは、評価
できる。 
 今後とも、こういっ
た取組を通じて、互い
の業務の質の向上を図
ることにより円滑な事
業の実施が行われるこ
とを期待する。 
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関する準備状況についての説明を行った。 
② 支所への円滑な移行のための準備状況 

支部組織再編における災害共済給付業務等についての円滑な移行に向
けて、都道府県教育委員会に対して業務全体の処理状況を説明するなど
の準備を進めた。 
ア 平成17 年 3月まで、都道府県教育委員会における災害共済給付請
求事務を支部が処理している都道府県教育委員会に対して、支部から
業務全体の処理状況を説明し、理解を得るとともに、支所化後の協力
を依頼した。 

イ 支所化後も条件整備が整わない都道府県教育委員会に対しては、必
要に応じて支所職員を派遣するなど、事務処理を支援することとした。

 
 
６ 学校給食用物資の取扱いに関する
事項 
関係省庁等との緊密な連携を取り

つつ、供給体制等の諸条件を整え、
「平成１８年３月３１日までの日で
政令で定める日」をもって廃止する。 

 
６ 学校給食用物資の取扱いに関

する事項 
関係省庁等との緊密な連携を取り

つつ、廃止に向けた供給体制等の諸
条件の整備を図る。 

 

 
学校給食用物資
の取扱いに関する
状況 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協
議により、評定する。

 
■学校給食用物資の取扱い廃止に向けた関係省庁等との調整状況 
センターの脱脂粉乳の取扱いは、諸条件を整え、平成18年3月31日まで

の日で政令で定める日をもって廃止することとされていることから、廃止に
当たって、学校現場において混乱が生じないよう、文部科学省等関係機関と
密接な連携を取りつつ、供給体制等の諸条件について検討を進めた。 
移管後の供給体制等については、学校給食用脱脂粉乳取扱業務移管検討会

において、各都道府県学校給食会の意見を聴取しつつ、具体的な検討を行い、
その結果を報告書としてまとめた。 
 
■学校給食物資取扱いの状況 
パン用、調理用及び飲用として都道府県学校給食会に対し、年間同一価格

での安定的な供給を行った。 
また、学校給食用脱脂粉乳は、関税無税となっていることから、市場価格

と比較して、約半額で供給を行うことができた。 
区分 平成16年度実績 

取扱数量（kg） 1,348,859
売渡収入（円）※税抜き 414,099,713
1kg当たりの価格（円）※税抜き 
［参考］市販用508円（卸価格） 

307

 
■へき地における食に関する支援事業の状況 
高度へき地の小・中学校（151市町村663校）に対し、学校給食用物資の

購入に要する経費を補助することにより、学校給食の充実とその円滑な実施
に寄与した。 
 

Ａ 

 
 廃止に向けた供給体
制の整備に関して検討
会を設けるなど、着実
に準備を進めているこ
とは、評価できる。 

 
７ 一般勘定の積立金の使途 

積立金の使途については、学校に
おける児童生徒等の健康の保持増進
に関する以下の事業の初期投資の財
源等に充てる。 

 
７ 一般勘定の積立金の使途 
 
 
 
 

 
一般勘定の積立金
の使用状況 
 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協
議により、評定する。
 

 
■積立金の適切な支出がなされているかの検証 
 

 
① 衛生管理の検査・研修施設の
整備 

② 健康教育情報ライブラリーの
整備 

③ 児童生徒等の健康の保持増進
に係る業務の充実及び体制の強
化 

 
① 衛生管理の検査・研修施設の整
備  

② 健康教育情報ライブラリーの整
備  

③ 児童生徒等の健康の保持増進に
係る業務の充実及び体制の強化 
 

  
各事業の実施
状況 
 

  
■各事業の実施状況 
積立金の使途については、学校における児童生徒等の健康の保持増進に関

する以下の事業の初期投資の財源等に充てられ、積立金取り崩しの目的に沿
って、適切に支出された。 
① 衛生管理の検査・研修施設の整備 

衛生管理の向上に資するため、現施設の改修のための調査工事を行っ
た。 

② 健康教育情報ライブラリーの整備 
ア 食に関する情報ライブラリー 

Ａ 

 
 児童生徒等の健康の
保持増進のため、適切
に支出がなされている
ことは、評価できる。 
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    学校給食における栄養摂取状況等について、表計算ソフトウェアを

利用したデータ入力用ソフトウェア及び集計ソフトを開発し、データ

収集の迅速化及び正確性の向上を図るための基盤整備を行った。 
また、都道府県教育委員会の担当者に対し、システム操作の研修会

を開催し、システムの円滑な導入に努めた。 
イ 学校安全に関する情報ライブラリー 

災害共済給付オンライン請求システムを通じて入力されたデータを
統計処理し、調査・分析を行い、学校安全に役立つ各種統計データや
タイムリーな事故防止情報等の提供を行うための基盤整備を行った。

③ 児童生徒等の健康の保持増進に係る業務の充実及び体制の強化 
ア 学校給食衛生管理指導者養成事業 

平成 16 年度から3 年計画により、衛生管理上の問題点や改善点に
ついて指導・助言を行うことができる指導者を各県ごとに養成するた
めの衛生管理指導者養成講習会を開催し、衛生管理体制の整備を図る
こととした。 

イ へき地における食に関する支援事業 
高度へき地の小・中学校（151市町村663校）に対し、学校給食用

物資の購入に要する経費を補助することにより、学校給食の充実とそ
の円滑な実施に寄与した。 
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○財務内容の改善に関する事項 

評定基準 評  定 
中期計画の各項目 

評 価 項 目 
（１６年度計画の各項目） 

指  標 
Ａ Ｂ Ｃ

評価項目・指標に係る実績 段階的
評定

定性的評価及び 
留意事項等 

 
Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、
収支計画及び資金計画 
 

 
Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、
収支計画及び資金計画 

     

 
１ 自己収入の確保及び予算の効率的
な執行 
 
 
 

 
１ 自己収入の確保及び予算の効率的
な執行 

 

 
自己収入の確保
及び予算の効率
的な執行状況 
 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。
 

 
■法人の自己収入の状況及び予算の効率的な執行が図られているかの検証
 

Ｂ 

 

 

 
（１）管理業務については、節約を行

うとともに、効率的な業務運営を
行うこと等により、固定経費の節
減を図る。 

 

 
（１）管理業務については、節約を行

うとともに、効率的な業務運営を
行うこと等により、固定経費の節
減を図る。 

 

 
固定経費の
節減状況 
 

  
■節約等による節減状況 
管理業務については、本部事務所に係る光熱給水費をはじめ、消耗品等

の全般的な節減を行うとともに効率的な業務運営を行うことにより、固定
経費の節減を図った。 
 

Ａ 

 
 職員の意識の向上によ
り、一般管理費等の大幅
な削減がなされているこ
とは、評価できる。 

 
（２）調査研究を行うに当たっては、

積極的に外部からの競争的資金を
獲得する。 

 
 

 
（２）調査研究を行うに当たっては、

積極的に競争的資金等外部資金の
獲得を図る。 

 
 

 
外部資金の
獲得状況 
 

  
■科学研究費補助金の採択状況 
平成16年度の科学研究費補助金については、平成15年度に8件の申請

を行い、研究代表者として4件、4,700千円、研究分担者として1件、500
千円の資金を獲得した。 
① 件数  5件 
② 金額  5,200千円 
申請に際しては、募集要項や申請書類作成の留意事項等を、グループウ

ェアを使って研究員に周知するとともに、研究部会を通して若手研究員に
積極的な応募を呼びかけた。また、制度変更による対象者の拡大に伴い、
応募を希望する非常勤研究員にも研究者番号を付与するなどの支援体制を
整えた。 
なお、平成17年度の科学研究費補助金について、21件の申請を行った。
 

■受託事業の受入状況 
筑波大学大田教授の研究グループに参画し、戦略的情報通信研究開発推

進制度において、研究分担者として7,320千円の資金を獲得した。 
なお、本研究については、プロジェクト研究（ゲーム分析におけるフィ

ードバックシステムの開発）に組み込み、相互の研究推進の効率化を図っ
た。 
① 件数  1件 
② 金額  7,320千円 

 

Ｂ 

 
研究の活性化等のため

外部資金の獲得に向けて
様々な努力をしているこ
とは、ある程度評価でき
る。 
しかし、科学研究費補

助金の申請件数をさらに
増加させるなど、競争的
資金の獲得に努めること
が必要である。 
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（３）スポーツ施設の使用料や外部資

金などの運営費交付金以外の収入
の増加を図る。 

 

 
（３）運営費交付金以外の収入の増加

を図るため、スポーツ施設の使用
料や寄付の受入れ等の増加に努め
る。 

 

 
運営費交付
金以外の収
入の状況 
 

  
■一般勘定における運営費交付金以外の収入の状況 

区分 
計画額 

(千円)(A) 
実績額 

(千円)(B) 
増減率（%） 

((B－A)÷A)×100 

基金運用収入 648,727 680,343 4.87

国立競技場 
運営収入 

2,249,722 2,203,452 △2.06

国立スポーツ科学
センター運営収入

411,002 326,208 △20.63

その他の自己収入 156,827 190,314 21.35

合計 3,466,278 3,400,317 △1.90

※その他の自己収入：普及事業収入、受託事業収入、寄付金収入、営業
外収入、利息収入等 

 
■一般勘定における自己収入の増減率 △1.90％ 
 ((3,400,317－3,466,278）÷3,466,278）×100 

 
■運営費交付金以外の収入の増加を図るための方策の検討 
基金資産の効率的な運用、スポーツ施設の使用料や寄付金の受入れ等の

増加に努めた。 
① 基金運用収入 

運用利率のアップを図るため、平成16年6月に利率1.4％の地方債
（10年債）のうち24億円を売却し、利率2.57％の地方債（20年債）
24億円を購入した。 

② 国立競技場運営収入 
利用団体の要望等を考慮した施設の改修（芝生拡張工事、陸上競技

場スタンド改修工事）を実施するとともに、利用団体等へ利用促進の
働きかけを行い、利用の増加に努めた。また、利用者のニーズを踏ま
え、利用規程を改正し、ラグビー場及び国立代々木競技場第二体育館
の利用区分における一般利用（スポーツ以外）や、トレーニングセン
ター利用者の増加を図るため、従来の3ヶ月定期のみから、1ヶ月定期、
6ヶ月定期及び家族割引を新設した。 

③ 国立スポーツ科学センター運営収入 
競技団体の要望に基づき、施設の一部改修（低酸素プール改修工事）

を実施するとともに、競技団体等へ利用促進の働きかけを強化した。
④ 受託事業収入 

総務省からの受託研究（戦略的情報通信研究開発推進制度 筑波大
学との共同研究 3年間）の初年度として約732万円を受け入れるなど、
積極的に外部資金の獲得に努めた。 

⑤ 寄付金収入 
ア 社会経済状況が厳しい中、スポーツ界における実績と必要性をア
ピールしつつ、平成15年度に制定した「寄付金取扱規則」等を踏ま
え、民間企業に対して継続的な寄付に繋がる活動を積極的に働きか
け、また、スポーツ関連団体等と連携した企画を実施するなど、新
たな資金の確保実現に努めた。 

イ 研究寄付金100万円を受入れた。 
ウ 国立大学及び企業の協力の下、寄付金付自動販売機を増設（平成
16年3月末227台→平成17年3月末現在237台）し、その売上の一部の
寄付を受けた。 

 

Ｂ 
 
 自己収入の確保につい
て、様々な方策の検討が
なされていることは、あ
る程度評価できる。 
 しかし、計画額に対し、
実績額がわずかではある
が、下回っており、さら
に多様な方策を検討する
必要がある。 
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２ 資金の運用及び管理 

専任の職（資金管理主幹）を設置
し、継続的に金利情報等の収集及び
分析を行うとともに、運用基準等を
定め、安全かつ安定的な運用を図る。 

 

 
２ 資金の運用及び管理 

安全かつ安定的な資金の運用を図
るため、資金管理主幹により、継続
的に資金の管理・運用に係る情報等
の収集、分析及び提供を行うととも
に、資金管理委員会を定期的に開催
し、資金の運用状況を確認する。 
また、必要に応じて、安全な金融

機関の選択や効率的な金融商品の選
択等に関する運用基準の見直しを行
う。 

 

 
安全かつ安定的
な資金運用の実
施状況 
 
運用基準の見直
し状況 
 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。

 
■資金の管理・運用に係る情報等の収集、分析及び提供の状況 
資金管理主幹により、随時、債券金利情報等の取得や、インターネット

を活用した取引金融機関の格付け情報及び経営状況等の資料収集を行い、
分析及び各部署への情報提供を行った。 
 
■資金管理委員会の開催状況等 
各部署における資金の運用状況の確認や資金の管理・運用に係る情報の

共有を図るため、資金運用を担当する部署の役職員により構成される資金
管理委員会を定期的（四半期毎）に開催した。 
① 開催回数：4回 
② 検討事項： 
ア センター各部署における資金の運用状況 
イ 主務大臣より有価証券の指定を受けたことによるスポーツ振興基
金とその他の余裕金の管理及び運用に関する要綱等の整理、統合 

ウ ペイオフ解禁 
エ 金融情勢の現状と金融機関の安全性 
オ センターにおける主たる取引銀行の選定 

 
■基金等の運用実績 
平成16年 3月に満期償還となった地方債（10年債）12億円について、

平成16年4月以降は利率上昇傾向であるとの専門家の意見を参考に、好転
するまでの間、定期預金で運用し、新発国債の利率を勘案の上、平成16年
5月に、利率2.26％の地方債（20年債）12億円を購入した。 
また、運用利率のアップを図るため、平成16年6月に利率1.4％の地方

債（10年債）のうち24億円を売却し、利率2.57％の地方債（20年債）24
億円を購入した。 

運用収入額（千円） 680,343

資産残高（千円） 29,448,628

 
■運用基準の見直し状況等 
独立行政法人通則法第47条第1項の規定に基づき、主務大臣の指定によ

り取得できる有価証券について、平成16年4月20日付で指定を受けた。
また、スポーツ振興基金とその他の余裕金の管理及び運用に関する要綱

等の整理、統合を図るため、運用基準の見直しを行い、統一した運用基準
（要綱等）を、平成16年9月30日付で制定した。 
 
■安全な金融機関の選択 
平成17年4月1日からの支部組織再編に合わせて、新たにセンターの主

たる取引銀行（資金運用及び投票業務に関する委託金融機関分を除く。）1
行を平成16年11月9日に選定した。 
 

Ａ 

 
 資金の適切な管理・運
用に資するため、四半期
毎に資金管理委員会を開
催し、努力していること
は、評価できる。 
今後とも、情報等の収

集・分析を行うなど、資
金の有効な運用を行うよ
う期待する。 
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３ 期間全体に係る予算（人件費の見
積りを含む。） 

（１）総計 
別表－１のとおり 

（２）一般勘定 
別表－２のとおり 

（３）投票勘定 
別表－３のとおり 

（４）災害共済給付勘定 
別表－４のとおり 

（５）免責特約勘定 
別表－５のとおり 

（６）特例業務勘定 
別表－６のとおり 

 
３ 平成１６年度の予算（人件費の見
積りを含む。） 

（１）総計 
別表－１のとおり

（２）一般勘定 
別表－２のとおり

（３）投票勘定 
別表－３のとおり

（４）災害共済給付勘定 
別表－４のとおり

（５）免責特約勘定 
別表－５のとおり

（６）特例業務勘定 
別表－６のとおり

 
４ 期間全体に係る収支計画 
（１）総計 

別表－７のとおり 
（２）一般勘定 

別表－８のとおり 
（３）投票勘定 

別表－９のとおり 
（４）災害共済給付勘定 

別表－１０のとおり 
（５）免責特約勘定 

別表－１１のとおり 
（６）特例業務勘定 

別表－１２のとおり 

 
４ 平成１６年度の収支計画 
（１）総計 

別表－７のとおり
（２）一般勘定 

別表－８のとおり
（３）投票勘定 

別表－９のとおり
（４）災害共済給付勘定 

別表－１０のとおり
（５）免責特約勘定 

別表－１１のとおり
（６）特例業務勘定 

別表－１２のとおり
 
５ 期間全体に係る資金計画 
（１）総計 

別表－１３のとおり 
（２）一般勘定 

別表－１４のとおり 
（３）投票勘定 

別表－１５のとおり 
（４）災害共済給付勘定 

別表－１６のとおり 
（５）免責特約勘定 

別表－１７のとおり 
（６）特例業務勘定 

別表－１８のとおり 
 

 
５ 平成１６年度の資金計画 
（１）総計 

別表－１３のとおり
（２）一般勘定 

別表－１４のとおり
（３）投票勘定 

別表－１５のとおり
（４）災害共済給付勘定 

別表－１６のとおり
（５）免責特約勘定 

別表－１７のとおり
（６）特例業務勘定 

別表－１８のとおり

 
予算等の効率的
な執行状況 
 

 
 

 
■予算、収支計画及び資金計画と実績の対比   別表のとおり 
① 予算 

センター全体の収入に占める国からの収入の割合は 18％であり、残
りは施設運営収入等の自己収入である。計画額と実績額の比較による
分析は以下のとおりである。 
・ 国立競技場の運営事業では、他の競技場によるサッカー国際試合
の分散開催により、また、ＪＩＳＳの運営事業では、アテネオリン
ピック開催による競技団体の施設利用減等により、各々の収入が計
画額を下回ったため、設備保守の調達方法の見直し等経費の節減を
図り、収支の均衡に努めた。 

・ スポーツ振興投票業務は、「当たる確率が低い」等の理由により
投票券発売収入が計画どおりに伸びなかったことから、収支の均衡
を図るため、運営費の削減に努めた。 

・ スポーツ振興基金及びスポーツ振興くじによる助成事業は、助成
団体の事業縮小等により、実績額が計画額を下回った。 

・ 災害共済給付事業は、国、学校の設置者及び保護者の三者による
互助共済制度であるが、学校の管理下での災害における医療費の増
加等により収支の均衡が図られなくなったため、共済掛金額の改定
を実施するために必要な措置を講じた。 

・ 人件費及び一般管理費については、定員削減計画に沿った給与の
削減及び固定経費の節減を図ったが、支部組織再編に伴う自己都合
退職者が生じたため、退職金費用が計画額を大幅に上回った。この
ため、運営費交付金債務残額を取り崩して収支の均衡を図った。 

② 収支計画 
各勘定において、是正措置を講じており、災害共済給付事業につい

ては、共済掛金額の改定等、また、投票事業については、購入者のニ
ーズに沿った新くじの発売等による売上の拡大及び平成18年度（2006
年シーズン）からの、センター自ら業務を行う直接運営方式での効率
的な運営による経費の削減など、長期的な視点に立った収益の改善を
図ることとしている。 

③ 資金計画 
民間から資金を調達することもなく、適正に実施した。 

 
■運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 
運営費交付金の収益化は、費用進行基準を適用している。 

（単位：百万円）

当期振替額 
交付 
年度 

期首
残高

当期
交付額 運営費交

付金収益
資産見返運
営費交付金

資本
剰余金

計 

期末
残高

15年度 290 － 189 0 0 189 101

16年度 － 5,086 4,968 118 0 5,086 0

※平成15年度の振替額189百万円は、人件費（退職金費用）に係るもので
ある。 

※平成16年度資産見返運営費交付金への振替額118百万円は、ＪＩＳＳ低
酸素プール設備（42 百万円）、国立代々木競技場一般食堂空調設備（28
百万円）等の償却資産分に係るものである。 

 
 
 
■現物出資を主因とする還付消費税を財源とする流動資産に関する状況 
国からの現物出資に係る平成15年度の還付消費税598百万円については、

一般勘定において管理を行った。 

Ｂ 

 
 予算の効率的な執行に
ついては、センター自ら
の要因以外に社会経済情
勢に左右される様々な業
務を行っている中で、年
間の執行見込をたててい
ることは、ある程度評価
できる。   
しかし、予算額につい

ては、実績額との差が大
きく生ずることのないよ
う、適切に見込む努力を
行うことが必要である。 
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  （単位：百万円） 
 
 
 

 
■災害共済給付勘定における収支均衡を得るための措置状況 
災害共済給付勘定における欠損金の解消及び給付の改善を盛り込んだ共

済掛金額の改定を平成17年4月1日から実施するための独立行政法人日本
スポーツ振興センター法施行令の一部改正が平成17年 3月 18日付けで公
布され、新たな掛金額移行のため広報・準備作業（通知発出、学校安全大
会での周知）等必要な措置を講じた。 
 

■目的積立金の執行状況 
一般勘定の積立金の執行に当たっては、中期計画に定めた児童生徒等の

健康の保持増進に関する事業について、適切に執行した。 
（単位：百万円）

区分 計画額 実績額 

衛生管理の検査・研修施設の整備 2 2

健康教育情報ライブラリーの整備 565 500

児童生徒等の健康の保持増進に係る
業務の充実及び体制の強化 

194 175

合計 761 677

 
■役員の報酬等及び職員の給与水準の状況 
「独立行政法人の役員の報酬等及び給与水準の公表方法等について（ガ

イドライン）（総務省）」に基づき、国家公務員の給与水準を100として、
平成16年度にセンターで支払われた給与水準と比較した結果を、文部科学
省及びセンターホームページにおいて公表した。 
① 対国家公務員 
ア 事務・技術職員 107.9 
イ 研究職員    111.3 

② 対全独立行政法人 
ア 事務・技術職員 100.2 
イ 研究職員    108.2 

 

期首残高 当期受入額 当期使用額 期末残高 

598 0 0 598

  
 
 
 
 
 
 
 災害共済給付勘定の収
支については、国は政令
によって掛金額を定め、
センターは同政令改正を
受けて、適正に災害共済
給付事業を遂行すること
とされているが、収支均
衡を得るための措置とし
て、国は平成17年3月18
日に政令を改正して掛金
額の引上げを行っており、
センターは、同政令改正
のため、時宜を得て国に
対し事業収支状況の分
析・報告を行うとともに、
新たな掛金額への円滑な
移行に向け、広報・準備
作業等必要な措置を講じ
たことは評価できる。 

 
Ⅳ 短期借入金の限度額 
 

 
Ⅳ 短期借入金の限度額 
 

 
 
 

 
 
 

   

 
業務運営上必要な短期借入金の限

度額は、１０億円とする。 
 

 
運営費交付金の受入れの遅延及び

事故の発生等により緊急に資金の調
達が必要となった場合は、短期借入
金の限度額（１０億円）の範囲内で
借入れを行う。 

 

 
短期借入金の借
入状況 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。

 

 
■平成１６年度の状況 
実績なし 

－ 
 

 
Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に
供する計画 

 

 
Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に
供する計画 

 

 
 
 

    

 
重要な財産等の処分等に関する計

画の見込みはない。 
 

 
重要な財産等の処分等に関する計

画の見込みはない。 

 
重要な財産等の
処分等状況 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。

 
■平成１６年度の状況 
実績なし 

－ 
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Ⅵ 剰余金の使途 

 
Ⅵ 剰余金の使途 
 

 
 

 
 
 

   

 
１ 施設及び執務環境等の整備 
（１）スポーツ施設の保守・改修 
（２）情報通信技術関連機器の整備 
（３）人材育成、能力開発 
（４）職場環境の改善 
（５）広報、成果の発表・展示 
 
２ 主催事業及び調査研究事業の充実 
 

 
１ 施設及び執務環境等の整備 
（１）スポーツ施設の保守・改修 
（２）情報通信技術関連機器の整備 
（３）人材育成、能力開発 
（４）職場環境の改善 
（５）広報、成果の発表・展示 
 
２ 主催事業及び調査研究事業の充実

 
剰余金の使用等
の状況 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。
 

 
■平成１６年度の状況 
実績なし 

－ 
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○その他業務運営に関する重要事項 

評定基準 評  定 
中期計画の各項目 

評 価 項 目 
（１６年度計画の各項目） 

指  標 
Ａ Ｂ Ｃ

評価項目・指標に係る実績 段階的
評定

定性的評価及び 
留意事項等 

 
Ⅶ その他文部科学省令で定める業務
運営に関する事項 

 

 
Ⅶ その他文部科学省令で定める業務
運営に関する事項 

 
 

    

 
１ 長期的視野に立った施設整備・管
理の実施 

別表ー１９のとおり 

 
１ 長期的視野に立った施設整備・管
理の実施 

別表ー１９のとおり

 
施設整備・管理
の実施状況 
 
 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。
 

 
■長期的視野に立った施設整備・管理が実施されているかの検証 
 

Ａ 

 
長期的視野に立った施

設整備を行っており、評
価できる。 

 
（１）施設の運営に当たっては、施設

の老朽化が進行していることにか
んがみ、長期的視野に立った整備
計画を策定し、施設整備を推進す
る。 
また、管理運営においては、維

持保全を確実に実施することで、
利用者の安全の確保に万全を期す
る。 

 
 
 
 
（２）利用者本位の立場から、施設整

備の改善を進めることとし、分か
りやすい標示の設置等利用者に配
慮した施設整備を行う。 
また、専用の観覧席やトイレの

設置等に係る整備計画を策定し、
高齢者・身体障害者等に配慮した
施設とする。 

 

 
（１）施設の老朽化を考慮し、改修後

の効率的運営や安全面を考慮した
優先順位を付ける等、長期的視野
に立った施設整備を推進する。 
また、管理運営においては、維

持保全を確実に実施することで、
利用者の安全の確保に万全を期す
る。 

 
 
 
 
 
（２）利用者本位の立場から施設整備

の改善を進めることとし、観客席
及び通路等の整備を行い、利用者
に配慮した施設とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（３）研究関係設備、機器については、

効率的に機材の入替を行えるよう
にするため、老朽化又は陳腐化し
た機材の適切な把握や研究の必要
性等を勘案した、整備計画を策定
する。 

 

 
長期的視野
に立った施
設整備の推
進状況 
 
施設の維持
保全の実施
状況 
 

  
■効率的運営及び安全面を考慮した整備計画の推進状況 
平成15年度の特殊法人時に実施した国立競技場施設調査工事の調査結果

に基づき、施設の老朽化の度合い並びに改修後の効率的運営、安全面を考
慮した優先度により、長期的視野に立った施設整備計画を策定し、施設整
備工事を実施した。また、陸上競技場の座席等改修工事を優先するため、
平成17年度以降の施設整備計画について変更を行った。 
施設整備計画の実施に際しては、中期計画及び施設整備費補助金の執行

状況等を勘案するとともに、日々施設を管理している中で把握した利用上
の不都合や老朽化の度合い及び施設調査工事結果に基づき、①危険箇所の
改修、②利用者サービスのための改修、③事業展開上必要な改修を基本に、
緊急性の高い工事から順次実施している。 
平成16年度は、国立競技場陸上競技場スタンド座席と防水改修工事（Ａ

ブロック）と、国立代々木競技場第一体育館屋根部改修工事を実施し、利
用者本位の立場から施設整備の改善を進めるとともに、各施設の耐久性の
向上や施設利用者に配慮した観客席のグレードアップ及び通路の整備など
安全性を重視した施設整備工事を実施した。 
 
■施設整備計画の執行状況 
① 国立霞ヶ丘競技場施設整備工事（陸上競技場スタンド座席と防水改
修工事（Ａブロック）） 

② 国立代々木競技場施設整備工事（第一体育館屋根部改修工事） 
（単位：百万円） 

施設整備の内容 計画額 実績額 

国立競技場施設整備工事 
国立霞ヶ丘競技場 
国立代々木競技場 

728
408
320

727
407
320

 
■利用者の安全確保、施設の維持保全のための管理運営の状況 
国立霞ヶ丘競技場、国立代々木競技場及びＪＩＳＳにおける利用者の安

全確保及び施設の維持保全に当たっては、「施設管理運営計画書」及び「施
設管理保全計画書」に基づき、「簡易診断シート」及び「保全計画表・保
全調書」を作成し、担当課で実施した。その結果、建物の瑕疵等危険箇所
もなく、施設の維持保全に関しての問題も生じなかった。 
 

Ａ 

 
 各年度の限られた財源
の中で利用者サービスや
緊急性等を勘案し、整備
計画を進めていることは、
評価できる。 
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利用者本位
の施設整備
の状況 
 
 

  
■利用者本位の立場からの施設整備の状況 
① 国立霞ヶ丘競技場陸上競技場 

スタンド座席のグレードアップ（背付き椅子）、記者席の増席（102
席を296席に増席）、座席間の拡幅（0.7ｍを0.85ｍ）等を実施した。
（平成17年3月完成） 

② 国立代々木競技場第一体育館 
近年、全国的・国際的スポーツ大会だけではなく、一般利用にも利

用されている中で、コンサート等各種イベント時において、メインケ
ーブルから吊り下げる設備が大規模になり、吊り荷重が増大していた
ことから、観客の安全と施設利用者からの要望である興行の利便性を
考慮し、吊り荷重増量による安全性についての調査を実施した。 

③ 高齢者や身体障害者に配慮した施設整備 
国立霞ヶ丘競技場陸上競技場の施設整備工事においては、スタンド

全体の座席数を見直すとともに、座席スペースを考慮した上で、高齢
者にも配慮した通路及び階段の拡幅を実施した。また、メインスタン
ド裏の観客通路及びウレタン走路に経年劣化が生じていたことから、
特に高齢者や身体障害者の歩行に危険であるため、併せて改修した。
国立代々木競技場第一体育館は、2階席通路床の既設丸型タイルが滑

り易く危険であったことから、高齢者や身体障害者に配慮した滑りに
くいゴムタイル仕様に改修した。 

 

Ａ 
 
 高齢者や身体障害者に
配慮した施設整備を行っ
ていることは、評価でき
る。 

  

 
研究関係設
備等の整備
計画の策定
状況 
 

  
■研究関係設備、機器の効率的な入替の実施状況 
研究関係機器等の入替えに係る更新計画の策定に向けて、耐用年数を基

準とした調査（調査対象：平成20年度末までに耐用年数を経過する償却資
産）及び平成 16 年度、平成 17 年度に耐用年数を経過する償却資産（100
万円以上）を対象とした使用頻度や重要度の調査を実施し、具体的な整備
計画を策定した。 
 

Ａ 
 
 機器の状態を把握し、
整備計画を策定したこと
は、評価できる。 

 
２ 人事に関する計画 
 

 
２ 人事に関する計画 

 
人事管理の状況

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。
 

 
■適切な人事管理が実施されているかの検証 
 

Ａ 

 

 
（１）方針 

業務の外部委託の拡充及び執務
体制の見直しにより人員の削減を
図るとともに、研修の実施により、
優れた人材を育成する。 

 
（１）方針 

業務の外部委託の拡充及び執務
体制の見直しにより人員の削減を
図るとともに、研修の実施により
優れた人材を育成する。 
 

 
（２）人員に関する指標 

当該中期目標の期間中、業務運
営の効率化、外部委託の拡充、執
務体制の見直しなどにより計画的
な合理化減を行い、常勤職員数の
削減を図る。 
（参考１） 

常勤職員数の状況 
① 期初の常勤職員数 
  ４１７人 
② 期末の常勤職員数の見込
み 

  ３６０人 

 
（２）人員に関する指標 

業務運営の効率化、外部委託の
拡充、執務体制の見直しなどによ
り、常勤職員数の削減を図る。 
 

 
常勤職員数
の削減状況
 
職員の計画
的な採用の
状況 
 
任期付任用
の推進状況
 
職員研修の
計画的な実
施状況 
 
職員勤務評
定の実施状
況 
 
 

  
■常勤職員数の削減状況 
年度初の常勤職員数     400人 
年度末の常勤職員数     356人（△44人） 
次年度採用の常勤職員数   10人 
業務運営の効率化、外部委託の拡充、執務体制の見直し及び計画的な採

用により、常勤職員数の計画的な削減を図った。 
① 常勤職員数の状況 

平成16年度期初職員数400人に対し、平成17年3月31日現在356
人の状況である。 
ア 採用者（平成16年4月2日～平成17年3月31日）7人 
イ 退職者（平成16年4月2日～平成17年3月31日）51人 

② 常勤職員数の削減に伴う人員配置の見直し等 
ア 支部職員の定年退職に伴う欠員について、10 支部において、当該
退職者の再任用で対応した。 

イ 支部職員の定年退職に伴う欠員について、5支部においてパートタ
イマーの雇用で対応した。 

③ 他団体との人事交流 

 
 
常勤職員については、

計画以上の大幅な削減が
行われており、評価でき
る。 
また、常勤職員につい

ては、年齢構成等にも考
慮しつつ、長期的な視点
で計画的な削減や採用が
行われている。 
今後とも、単に定員の

削減を行うということで
はなく、業務の状況等も
勘案しながら、長期的視
点に立って、計画的な採
用及び配置を行っていく
ことを期待する。 
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（参考２） 
中期目標期間中の人件費総額

見込み１９、６６１百万円 
ただし、上記の額は、役員報酬

並びに職員基本給、職員諸手当、
超過勤務手当及び休職者給与に
相当する範囲の費用である。 

 

 
（３）人材の育成 

① 職員の採用は、任期付任用、
業務に関し高度な専門性を有す
る者の選考採用について検討す
る。 

② 情報化の推進等による業務の
充実、高度化を進めるとともに、
職員の能力開発及び高度な専門
知識や技術を持った人材を育成
するため、職員の能力向上に重
点をおいた研修の内容や体系の
充実を図り、職員の自己研鑽を
推進する。 
 

 
（３）人材の育成 

① 職員の採用について、採用計
画を作成するとともに、業務に
関し高度な専門性を有する者の
任期付任用による採用を推進す
る。 

② 職員の能力開発及び高度な専
門知識や技術を持った人材を育
成するため、職員研修を計画的
に実施する。 
また、職務遂行能力の開発及

び増進を図るため、職員勤務評
定を実施する。 

  独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センターとの人事交
流 係員1名（平成16年8月1日） 

 
■研修の実施状況 
職員の研修に関する規程に基づき、職員の能力開発等を図るため、計画

的に職員研修を実施した。 
特に、支部組織再編に関する研修会では、平成17年度から支所において

稼働予定の財務会計システム及び災害共済給付オンライン請求システムの
実務研修を実施し、システム導入に係る準備に向けて、十分な成果が得ら
れた。また、支所管理職予定者研修では、管理職としての基礎研修を実施
し、支所化当初に特に必要となるリーダーシップ等についての充分な知識
が得られた。研修終了後に実施したアンケートの結果においても、研修内
容に満足したという回答が多く、研修の効果が発揮されるものと思われる。
なお、前記の研修に参加できなかった者、研修後に支所配属が予定され

た者及び採用予定者を対象として、システム操作研修を実施し、円滑な支
所業務の実施に向けて、職員教育の徹底を図った。 
 その他、新入職員研修のほか、業務遂行に必要な実務研修を43回実施し、
延べ376人の職員が受講した。 
 
■研修計画の策定状況 
職員研修の実施に当たっては、支部組織再編に伴う支所業務への円滑な

移行に重点を置き、支部職員全員を対象とした業務研修、支所管理職予定

者を対象とした職階別研修を実施したほか、管理職研修を実施し、勤務評

定の評価者としてのスキルアップ、管理者として必要なメンタルヘルスの

知識の習得を図った。 
 
■職員等の採用計画 
一般事務職員の採用（平成17年4月1日採用予定）に当たっては、今後

の退職者数及び平成17年4月からの支部組織再編に伴う適正な人員配置を

考慮した採用計画を作成し、採用予定者を決定した。 
なお、欠員等の事情により業務が輻輳している部署への対応として、採

用予定者のうち、既卒者を対象に採用予定時期の前倒しを実施した。 
また、ＪＩＳＳ研究部門の業務を充実かつ円滑に運営するため、スポー

ツ科学及び医学研究部の研究員（補充及び内科医の増員）を、平成17年4
月 1 日付けで採用（各 1 人）するほか、文部科学省、国立大学等との人事
交流として、平成17年4月1日付けで3人を採用することとした。 
 
■職員勤務評定の実施 
平成 16 年 10 月に、職務遂行能力の開発及び増進を図るため、本部・支

部職員を対象に勤務評定（定期評定）を実施し、その後の12月期勤勉手当
の成績率及び特別昇給の選考に反映させた。 

  

 
（４）研究職員の資質向上 

研究職員については、質の高
い研究・支援を推進するため、
任期付任用制度の活用、職の公
募により、優れた人材の確保と
資質向上を図る。 

 
（４）研究職員の資質向上 

質の高い研究・支援を推進する
ため、研究職員について、職の公
募や任期付任用制度の活用等によ
り、優れた人材の確保と資質向上
を図る。 

 
優れた人材
の確保の状
況 
 
研究職員の
資質向上の
状況 
 
 

 
 

 
■優れた人材を確保するための方策 
① 競技力向上総合支援基盤システムの開発に伴い、優れたシステムの
構築とその後の管理を円滑に行うため、情報処理に係る定員内職員を1
名増員するとともに、任期付職員を拡充した。（情報処理技術者1名、
映像処理に関する技術者1名、プログラマー1名、スポーツ情報研究員
1名（平成17年4月1日採用予定）、計4名） 

② スポーツクリニック等の診療業務を充実させるとともに、研究部全
体の管理体制を充実（統括研究部長を設置）させるため、定員内研究
員（副主任研究員（内科医））1名を平成17年4月1日付けで増員す
ることとした。 

③ スポーツ科学研究部研究員（副主任研究員）の退職（平成17年3月

  
常勤研究員を増員した

こと、また、組織の見直
しを行い、体制を充実し
たことは、評価できる。 
また、研修会や評価の

結果の提案事項を実施す
るなど、常勤研究員の資
質向上を図っていること
も評価できる。 
今後とも、優れた人材

の確保等の方策を検討し
ていくことを期待する。 
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31 日付け）に伴い、当該研究分野の更なる充実のため、定員内研究員
（スポーツ科学研究部長）1名を平成17年4月1日付けで採用するこ
ととした。 

 
■研究職員の任期付任用制度の活用状況 
平成 15 年度末で任期満了となった研究員の後任等を、平成 16 年 4 月 1

日付けで 9 人を採用した。採用に当たっては、ホームページに採用情報を
掲載するとともに、関係教育機関へ公募書類を送付するなど、広く人材を
求め、ＪＩＳＳが行う研究・支援事業に貢献できる人材を採用した。また、
平成16年度中に任期満了となる研究者の後任も同様の方法で採用した。
なお、平成17年3月末現在、46名の任期付任用者を雇用しており、研究

部門に従事する常勤職員 61 名（定員内職員 15 名含む。）の内、75％が任
期付任用者となっている。（平成17年4月1日付け採用予定4名及び更新
者を合わせ、平成17年4月1日現在で46名となる。） 
① 任期付任用による研究職員の研究分野別内訳 

スポーツ科学 21人 
スポーツ医学 13人 
スポーツ情報 12人  

計    46人 
 
■研究職員の資質向上の方策 
① 研究プロジェクトやサポートプロジェクトなどをより円滑に運営さ
せることを目的としたプロジェクトマネジメント研修を、研究職員を
対象として実施し、プロジェクトマネジメントのセオリーと手法に関
する知識の習得を図った。（3日実施 44人参加） 

② 学会参加等による自己研修を推奨し、各々の資質向上を図った。（83
日実施 延べ24人参加） 

 
■評価結果の研究・支援業務及び研究員の資質向上への反映状況 
内部評価委員会で検討したものを外部評価委員会に諮り、その結果、次

の5つの事項が提案され、それらについて取組を行った。 
① 事業部会、プロジェクトへの評価結果のフィードバック 
② プロジェクトマネジメント研修の実施 
③ スポーツ医・科学セミナーの実施 
④ 利用者アンケート、ヒアリングの実施 
⑤ 現場のコーチ、選手との意見交換及び情報共有 

 
 
３ その他業務運営に関する事項 

 
３ その他業務運営に関する事項 

 
その他の業務運
営に関する状況

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。
 

 

Ａ 
 

 
（１）危機管理体制等の整備 

災害時等緊急時に即応可能な体
制整備を行う。 

 

 
（１）危機管理体制等の整備 

災害時等緊急時に即応可能な体
制整備を行うため、予防点検や予
防訓練を実施し、防災対策を推進
するなど危機管理の維持・充実に
努める。 
 

 
危機管理体制
等の整備状況

  
■災害時等緊急時に即応可能な体制整備の状況 
① 危機管理マニュアルの役職員への周知 

平成15年度に作成した「危機管理マニュアル」を、組織改編等によ
る修正を行った上で、イントラネット等に掲載し、役職員間において
周知徹底を図った。 

② 大規模施設への除細動器の設置 
施設利用者等の安全確保を図るため、心停止事故に備え、平成15年

度の国立霞ヶ丘競技場医務室への除細動器の設置に続き、国立代々木
競技場においても、除細動器を3台設置した。 
また、ＪＩＳＳにおいても、除細動器 3 台、心肺蘇生法トレーニン

Ａ 

 
 危機管理体制等の整備
については、センターと
しての危機管理マニュア
ルの見直しや大規模防災
訓練の実施等により、防
災対策を推進しているこ
とは、評価できる。 
今後は、広域防災拠点

としての施設の提供のみ
ではなく、センターとし
ての積極的な対応をマニ
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グモデル1台を導入し、併せて説明会を実施した。 
 
■防災対策の推進状況 
① 各施設への防災訓練実施の通知 

「平成16年度総合防災訓練大綱」に基づき、防災訓練を9月1日の
「防災の日」又は防災週間を中心に実施すること等を、各施設の防火
管理者に対して通知した。 

② 各施設における予防点検や予防訓練等の防災対策の推進状況 
ア 本部事務所及び国立霞ヶ丘競技場 
ⅰ 「平成16年度自衛消防訓練審査会の通知」に基づき、自衛消防
訓練隊を組織し、訓練を行った。 

ⅱ 消防法に基づき、防火対象物点検資格者による点検を受け、所
轄の消防署に点検報告書を提出した。 

ⅲ 陸上競技場において、平成16年 6月 28日に、四谷警察署、社
団法人日本プロサッカーリーグ、財団法人東京都サッカー協会、
警備業者とともに、大規模大会開催時における生物・化学テロを
想定した合同訓練（訓練参加者 200 名規模）を実施した。また、
平成16年12月10日に、東京消防庁第四消防方面の大規模な救助・
救急演習（訓練参加者250名規模）が行われた。 

イ 国立代々木競技場 
ⅰ 「平成16年度渋谷区総合防災訓練」に、防災訓練及び地域活動
訓練の認識を向上させるため、10名の職員が自主参加した。また、
所轄消防署から当日の消防用水確保についての依頼があり、その
確保に協力した。 

ⅱ 自衛消防訓練を渋谷消防署立会いのもと、展示会主催者側の自
衛消防隊と連携し実施した。 

ⅲ 防災設備の位置確認と設備・機器の操作方法等の理解を高める
ため、職員及び委託業者等関係者による研修会を実施し、職員等
の防災意識の向上を図った。 

ⅳ 消防法に基づき、防火対象物点検資格者による点検を受け、所
轄の消防署に点検報告書を提出した。 

ウ ＪＩＳＳ 
ⅰ 「平成16年度総合防災訓練大綱」に基づき、サッカー場におい
て、財団法人東京都サッカー協会、警備業者とともに消防訓練を
実施した。 

ⅱ 「消防計画」に基づく自衛消防訓練実施要項に従い、自衛消防
訓練隊を組織し、訓練を行った。 

ⅲ 消防法に基づき、防火対象物点検資格者による点検を受け、所
轄の消防署に点検報告書を提出した。 

ⅳ 平成17年春の火災予防週間に合わせて、自衛消防訓練を実施し
た。 

 
■広域防災拠点としての施設の提供等 
国立霞ヶ丘競技場、国立代々木競技場及びＪＩＳＳは、東京都から緊急

避難地域に指定されている。また、ラグビー場は、内閣府の要請により災
害時のヘリポート基地として提供することとなっている。 
 

ュアル化することを期待
する。 

 
（２）職場環境の整備 

セクシャル・ハラスメントの防
止、メンタル・ヘルス等について
の体制整備を行う。 

 

 
（２）職場環境の整備 

セクシャル・ハラスメントの防
止に努めるとともに、メンタルヘ
ルスについての管理体制整備を行
う。 
 

 
職場環境の整
備状況 

  
■セクシャル・ハラスメント防止のための環境整備状況 
本部・支部に苦情相談員（16 名）を配置するとともに、研修派遣等の実

施により苦情相談員の質の向上を図るなど、セクシュアル・ハラスメント
防止のための体制整備に努めた。 
また、規程の制定、研修の実施等、各職場においてセクシュアル・ハラ

スメントの防止について徹底を図った。 

Ａ 

 
 職場環境の整備につい
ては、セクシュアル・ハ
ラスメントの防止・メン
タルヘルスの管理体制の
整備を行っており、評価
できる。 
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■メンタルヘルスについての管理体制整備状況 
メンタルヘルスについて、規程の制定及び相談窓口の体制整備等管理体

制の整備を進めた。また、職員のメンタルヘルスに関する意識向上及びよ
り良好な職場環境を維持していくため、研修を実施した。 
 

 
（３）環境への配慮 

「環境物品等の調達の推進を図
るための方針」に基づき、環境へ
の負荷の少ない物品等を調達する。 

 

 
（３）環境への配慮 

「環境物品等の調達の推進を図
るための方針」に基づき、物品等
を調達する。 
 

 
環境に配慮し
た物品の調達
状況 

  
■環境物品等の調達状況 
グリーン購入法を遵守し、センターとして定めた「環境物品等の調達の

推進を図るための方針」に基づき、環境への負荷の少ない物品を購入する
よう徹底したことにより、特定調達品目の調達実績が100％となり、目標値
（100%）を達成した。 
 

Ａ 

 
 環境に配慮した物品の
調達を実施していること
は、評価できる。 

 
４ 中期目標の期間を超える債務負担 

平成１９年度から２３年度までの
コンピュータの賃貸借 

 

 
４ 中期目標の期間を超える債務負担

平成１６年度から平成２０年度ま
での事務用コンピュータの賃貸借 

 
 

 
中期目標の期間
を超える債務負
担の状況 

 
法人における自己

点検評価の結果を踏
まえつつ、委員の協議
により、評定する。

 
■平成１６年度の状況 
実績なし 

－ 
 

 



 

平成１６年度の予算（人件費の見積りを含む。） 

【別表－１】

平成１６年度年度計画予算(総計) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

[収 入] 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

災害共済給付補助金 

基金運用収入 

国立競技場運営収入 

国立スポーツ科学センター運営収入

スポーツ及び健康教育普及事業収入

スポーツ振興投票事業収入 

共済掛金収入 

物資売渡収入 

スポーツ振興投票事業準備金戻入

受託事業収入 

寄付金収入 

営業外収入 

災害共済給付勘定受入金 

利息収入 

その他収入 

児童生徒等健康保持増進事業積立金取崩額

前年度よりの繰越金より受入

計 

 

 

 

5,086 

728 

2,473 

649 

2,250 

411 

105 

26,177 

16,233 

449 

589 

1 

41 

5 

197 

4 

－ 

761 

74 

56,233 

 

 

5,086 

727 

2,473 

680 

2,203 

326 

90 

15,842 

16,352 

435 

553 

7 

46 

3 

197 

44 

21 

677 

189 

45,951 

0

△1

0

31

△47

△85

△15

△10,335

119

△14

△36

6

5

△2

0

40

21

△84

115

△10,282

 

[支 出] 

業務経費 

国立競技場運営費 

国立スポーツ科学センター運営費

スポーツ振興基金事業費 

スポーツ及び健康教育普及事業費

スポーツ振興投票業務運営費

スポーツ振興投票助成事業費

学校給食物資供給事業費 

給付金 

受託事業費 

人件費 

一般管理費 

施設整備費 

払戻返還金 

国庫納付金 

スポーツ振興投票事業準備金繰入

一般勘定繰入金 

その他支出 

計 

 

 

 

14,490 

856 

1,914 

1,153 

1,119 

8,410 

589 

449 

18,168 

1 

4,338 

459 

728 

12,225 

1,761 

3,522 

197 

－ 

55,889 

 

 

13,767 

934 

1,759 

1,055 

942 

8,135 

553 

389 

20,108 

7 

4,551 

414 

727 

7,377 

49 

98 

197 

3 

47,298 

△723

78

△155

△98

△177

△275

△36

△60

1,940

6

213

△45

△1

△4,848

△1,712

△3,424

0

3

△8,591

［注記］ 

勘定間の繰入額は、損益計算書科目の費用と収益が両建てさ

れている場合には相殺している。 

 

※注 計画額及び実績額において、計上する金額が百万円未満

の場合は「0」とし、計上する金額がゼロ又は科目を変更し

た場合は「-」とした（以下別表 18 まで同じ。）。 

〔参考〕 

国からの収入(運営費交付金、施設整備補助金及び災害共済給

付補助金)が法人全体の収入に占める割合は 18％である。 

【別表－２】

平成１６年度年度計画予算(一般勘定) 

                  (単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額

 

[収 入] 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

基金運用収入           ※1

国立競技場運営収入     ※2

国立スポーツ科学センター運営収入

※3

スポーツ及び健康教育普及事業収入

※4

受託事業収入     ※5

寄付金収入 

営業外収入 

災害共済給付勘定受入金 

利息収入       ※6

その他収入      ※7

児童生徒等健康保持増進事業積立金取崩額

※8

前年度よりの繰越金より受入 

※9

計 

 

 

5,086 

728 

649 

2,250 

411 

 

105 

 

1 

41 

5 

197 

0 

－ 

761 

 

74 

 

10,308 

 

 

5,086 

727 

680 

2,203 

326 

 

90 

 

7 

46 

3 

197 

43 

2 

677 

 

189 

 

10,276 

 

0

△1

31

△47

△85

△15

6

5

△2

0

43

2

△84

115

△32

 

[支 出] 

業務経費 

国立競技場運営費  ※10

国立スポーツ科学センター運営費

※11

スポーツ振興基金事業費 

※12

スポーツ及び健康教育普及事業費

※13

受託事業費      ※14

人件費               ※15

一般管理費      ※16

施設整備費 

計 

 

 

 

5,042 

856 

1,914 

 

1,153 

 

1,119 

 

1 

4,147 

390 

728 

10,308 

 

 

 

4,690 

934 

1,759 

 

1,055 

 

942 

 

7 

4,402 

380 

727 

10,206 

 

△352

78

△155

△98

△177

6

255

△10

△1

△102

※1  有価証券売却による増 

※2  国立競技場施設の利用の減 

※3  国立スポーツ科学センター施設の利用の減 

※4  出版事業収入の減 

※5 及び 14  総務省受託研究の増 

※6  余裕金の運用による増 

※7  保険手数料による増 

※8  積立金事業費の節約による取崩額の減 

※9  退職金費用の増による繰越金の受入増 

※10 業務委託費及び修繕費の増 

※11 利用減に伴う経費の減 

※12 事業量の減 

※13 積立金事業費の節約による減 

※15 退職金費用の増 

※16 節約による減 

 

 

 



 

【別表－３】

平成１６年度年度計画予算(投票勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

[収 入] 

スポーツ振興投票事業収入 

※1

スポーツ振興投票事業準備金戻入

                      ※2

利息収入 

その他収入 

計 

 

 

 

26,177 

 

589 

 

0 

－ 

26,766 

15,842

553

0

0

16,395

△10,335

△36

0

0

△10,371

 

[支 出] 

業務経費 

スポーツ振興投票業務運営費

※3

スポーツ振興投票助成事業費

※4

人件費        ※5

一般管理費      ※6

払戻返還金      ※7

国庫納付金      ※8

スポーツ振興投票事業準備金繰入

※9

計 

 

 

 

8,999 

8,410 

 

589 

 

191 

68 

12,225 

1,761 

3,522 

 

26,766 

8,688

8,135

553

149

34

7,377

49

98

16,395

△311

△275

△36

△42

△34

△4,848

△1,712

△3,424

△10,371

※1 投票券発売収入の減 

※2 助成事業費の減 

※3、7、8 及び 9 投票券発売収入の減に伴う減 

※4 事業量の減 

※5 職員数の削減による減 

※6 節約による減 

 

【別表－４】

平成１６年度年度計画予算(災害共済給付勘定) 

(単位：百万円)

区分 計画額 実績額 差額 

 

[収 入] 

災害共済給付補助金 

共済掛金収入    ※1

免責特約勘定より受入※2

利息収入 

その他収入     ※3

計 

 

 

 

2,473 

15,605 

463 

4 

－ 

18,545 

 

 

2,473 

15,717 

253 

1 

15 

18,459 

0

112

△210

△3

15

△86

 

 

[支 出] 

給付金       ※4

一般勘定繰入金 

計 

 

 

 

18,168 

197 

18,365 

 

 

20,108 

197 

20,305 

1,940

0

1,940

※1 加入者の増 

※2 免責特約該当金額の減 

※3 給付金返還金の増 

※4 給付額の増 

 

【別表－５】

平成１６年度年度計画予算(免責特約勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

[収 入] 

共済掛金収入     ※1

利息収入 

計 

 

 

 

628 

0 

628 

635

0

635

7

0

7

 

[支 出] 

災害共済給付勘定へ繰入※2

計 

 

 

 

463 

463 

253

253

△210

△210

※1 加入者の増 

※2 免責特約該当金額の減 

【別表－６】

平成１６年度年度計画予算(特例業務勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

[収 入] 

物資売渡収入   ※1

利息収入 

その他収入       ※2

計 

 

 

 

449 

－ 

－ 

449 

 

 

435 

0 

4 

439 

△14

0

4

△10

 

[支 出] 

業務経費 

学校給食物資供給事業費

※3

その他支出    ※4

計 

 

 

 

449 

449 

 

－ 

449 

 

 

389 

389 

 

3 

392 

△60

△60

3

△57

※1 物資取扱数量の減 

※2 為替精算による収入 

※3 円高による買入費の減 

※4 為替精算による支出 

 

 



 

平成１６年度の収支計画 
 

【別表－７】

平成１６年度年度計画収支計画(総計) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

費用の部 

経常費用 

業務経費 

給付金 

払戻返還金 

受託事業費 

国庫納付金 

一般管理費 

一般勘定繰入金 

スポーツ振興投票事業準備金繰入 

支払備金繰入 

財務費用 

 支払利息 

雑損 

 臨時損失 

スポーツ振興投票事業準備金繰入 

その他臨時損失 

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

補助金収益 

施設費収益 

補助金収入 

国立競技場運営収入 

国立スポーツ科学センター運営収入 

スポーツ及び健康教育普及事業収入

スポーツ振興投票事業収入 

共済掛金収入 

物資売渡収入 

利息及び配当金収入 

有価証券売却益 

受託事業収入 

災害共済給付勘定受入金収益 

寄付金収益 

営業外収入 

支払備金戻入 

資産見返負債戻入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 資産見返寄付金戻入 

スポーツ振興投票事業準備金戻入 

財務収益 

受取利息 

その他の財務収益 

  雑益 

 臨時利益 

スポーツ振興投票事業準備金戻入 

退職給付引当金戻入 

 

純利益（△純損失） 

 

児童生徒等健康保持増進事業積立金取崩額 

 

総利益（△総損失） 

 

 

58,517 

58,517 

18,267 

18,169 

12,225 

1 

1,761 

1,020 

197 

3,522 

3,355 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

58,136 

58,136 

5,160 

2,473 

－ 

－ 

2,250 

411 

105 

26,177 

16,233 

449 

655 

－ 

1 

197 

41 

5 

3,385 

－ 

－ 

－ 

589 

5 

5 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

△381 

 

759 

 

378 

 

61,725 

52,319 

23,282 

20,108 

7,377 

7 

49 

1,149 

197 

－ 

27 

121 

121 

2 

9,406 

98 

9,308 

 

44,848 

44,269 

5,157 

2,383 

88 

90 

2,203 

326 

90 

15,842 

16,352 

434 

661 

39 

7 

197 

49 

－ 

264 

17 

17 

0 

－ 

51 

2 

49 

19 

579 

553 

26 

 

△16,877 

 

394 

 

△16,483 

3,208

△6,198

5,015

1,939

△4,848

6

△1,712

129

0

△3,522

△3,328

121

121

2

9,406

98

9,308

△13,288

△13,867

△3

△90

88

90

△47

△85

△15

△10,335

119

△15

6

39

6

0

8

△5

△3,121

17

17

0

△589

46

△3

49

19

579

553

26

△16,496

△365

△16,861

［注記］ 

勘定間の繰入額は、損益計算書科目の費用と収益が両建てされて

いる場合には相殺している。  

【別表－８】

平成１６年度年度計画収支計画(一般勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

費用の部 

経常費用 

業務経費     ※1

受託事業費    ※2

一般管理費    ※3

財務費用 

 支払利息    ※4

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 ※5

施設費収益    ※6

国立競技場運営収入※7

国立スポーツ科学センター運営収入

※8

スポーツ及び健康教育普及事業収入

※9

利息及び配当金収入 

有価証券売却益  ※10

受託事業収入     ※11

災害共済給付勘定受入金収益

寄付金収益 

営業外収入    ※12

資産見返負債戻入 ※13

 資産見返運営費交付金戻入

 資産見返寄付金戻入 

財務収益 

受取利息 

その他の財務収益 

※14

    雑益             ※15

 

純利益（△純損失） 

 

児童生徒等健康保持増進事業積立金取崩額

※16

 

総利益（△総損失） 

 

9,578 

9,578 

8,562 

1 

1,015 

－ 

－ 

 

8,825 

8,825 

5,160 

－ 

2,250 

411 

 

105 

 

655 

－ 

1 

197 

41 

5 

－ 

－ 

－ 

0 

0 

－ 

 

－ 

 

△753 

 

759 

 

 

6 

 

9,195 

9,195 

8,038 

7 

1,136 

14 

14 

 

8,887 

8,887 

5,157 

88 

2,203 

326 

 

90 

 

661 

39 

7 

197 

49 

－ 

17 

17 

0 

49 

0 

49 

 

4 

 

△308 

 

394 

 

 

86 

△383

△383

△524

6

121

14

14

62

62

△3

88

△47

△85

△15

6

39

6

0

8

△5

17

17

0

49

0

49

4

445

△365

80

※1 国立スポーツ科学センター運営費等の節約による減 

※2 及び 11 総務省受託研究の増 

※3 退職金費用の増 

※4 リース資産の支払利息による増 

※5 資産見返負債計上額（118 百万円）の減及び退職金費用相当額

（115 百万円）の増 

※6 施設整備費補助金の費用相当額の増 

※7 国立競技場施設の利用の減 

※8 国立スポーツ科学センター施設の利用の減 

※9 出版事業収入の減 

※10 有価証券買替（ローリング）のための売却による増 

※12 雑益への科目変更による増 

※13 減価償却費相当額の資産見返負債戻入益の増 

※14 余裕金の運用による増 

※15 保険手数料による増 

※16 償却資産相当額の資本剰余金振替（283 百万円）及び経費の節

約による減 

 



 

【別表－９】

平成１６年度年度計画収支計画(投票勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

費用の部 

経常費用 

業務経費          ※1 

払戻返還金        ※2 

国庫納付金    ※3 

一般管理費    ※4 

スポーツ振興投票事業準備金繰入 

        ※5 

  財務費用 

   支払利息    ※6 

臨時損失 

スポーツ振興投票事業準備金繰入 

           ※7 

その他臨時損失  ※8 

 

収益の部 

 経常収益 

スポーツ振興投票事業収入 

※9 

スポーツ振興投票事業準備金戻入 

        ※10 

  財務収益 

   受取利息 

  雑益 

臨時利益 

スポーツ振興投票事業準備金戻入 

        ※11 

退職給付引当金戻入※12

 

純利益（△純損失） 

 

総利益（△総損失） 

 

 

26,769 

26,769 

9,256 

12,225 

1,761 

5 

3,522 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

26,767 

26,767 

26,177 

 

589 

 

1 

1 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

△2 

 

△2 

 

31,796 

22,390 

14,845 

7,377 

49 

13 

－ 

 

106 

106 

9,406 

98 

 

9,308 

 

16,421 

15,842 

15,842 

 

－ 

 

0 

0 

0 

579 

553 

 

26 

 

△15,375 

 

△15,375 

 

5,027

△4,379

5,589

△4,848

△1,712

8

△3,522

106

106

9,406

98

9,308

△10,346

△10,925

△10,335

△589

△1

△1

0

579

553

26

△15,373

△15,373

※1 平成 16 年度分の業務委託費未払額（初期投資額等）を計

上したことによる増 

※2 投票券発売収入の減に伴う減 

※3 独立行政法人日本スポーツ振興センターに関する省令附

則第 3条の規定による文部科学大臣告示により、運営費の

制限が変更されたことに伴う減 

※4 共通経費分の増 

※5 及び 7 経常費用から臨時損失への区分変更 

上記※3の理由による減 

※6 平成15年度分の業務委託費に係る繰延利息を計上したこ

とによる増 

※8 平成 14、15 年度分の業務委託費未払額（初期投資額等）

を計上したことによる増 

※9 投票券発売収入の減 

※10 及び 11 経常収益から臨時利益への区分変更 

助成事業費の減  

※12 退職給付引当金計上額の減に伴う戻入益の増 

【別表－１０】

平成１６年度年度計画収支計画(災害共済給付勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

費用の部 

 経常費用 

  給付金     ※1

  一般勘定繰入金 

  支払備金繰入  ※2

 

収益の部 

 経常収益 

  補助金収益   ※3

  補助金収入   ※4

共済掛金収入  ※5

  免責特約勘定より受入 

※6

  支払備金戻入  ※7

  財務収益 

   受取利息 

  雑益 

 

純利益（△純損失） 

 

総利益（△総損失） 

 

 

21,394 

21,394 

18,169 

197 

3,028 

 

21,605 

21,605 

2,473 

－ 

15,605 

463 

 

3,060 

4 

4 

－ 

 

211 

 

211 

 

20,305 

20,305 

20,108 

197 

－ 

 

18,723 

18,723 

2,383 

90 

15,717 

253 

 

264 

1 

1 

15 

 

△1,582 

 

△1,582 

 

△1,089

△1,089

1,939

0

△3,028

△2,882

△2,882

△90

90

112

△210

△2,796

△3

△3

15

△1,793

△1,793

※1 給付額の増 

※2 及び 7 支払備金の計上方法の変更（洗替から差額計上）によ

る減 

※3 及び 4 要保護・準要保護児童生徒共済掛金保護者支出分充当

補助分を補助金収入科目に変更 

※5 加入者の増 

※6 免責特約該当金額の減 

 

 



 

 

【別表－１１】

平成１６年度年度計画収支計画(免責特約勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

費用の部 

経常費用 

災害共済給付勘定へ繰入 

※1 

支払備金繰入   ※2 

 

収益の部 

 経常収益 

  共済掛金収入   ※3 

  支払備金戻入   ※4 

  財務収益 

   受取利息 

 

純利益（△純損失） 

 

総利益（△総損失） 

 

 

790 

790 

463 

 

327 

 

953 

953 

628 

325 

0 

0 

 

163 

 

163 

 

280 

280 

253 

 

27 

 

635 

635 

635 

－ 

0 

0 

 

355 

 

355 

 

△510

△510

△210

△300

△318

△318

7

△325

0

0

192

192

※1 免責特約該当金額の減 

※2 及び 4 支払備金の計上方法の変更（洗替から差額計上）

による減 

※3 加入者の増 

【別表－１２】

平成１６年度年度計画収支計画(特例業務勘定) 

（単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差額 

 

費用の部 

 経常費用 

  業務経費    ※1

  雑損      ※2

 

収益の部 

 経常収益 

  物資売渡収入  ※3

財務収益 

   受取利息 

 

純利益（△純損失） 

 

総利益（△総損失） 

 

 

449 

449 

449 

－ 

 

449 

449 

449 

－ 

－ 

 

0 

 

0 

 

402 

402 

400 

2 

 

435 

435 

434 

1 

1 

 

33 

 

33 

△47

△47

△49

2

△14

△14

△15

1

1

33

33

※1 円高による買入費の減 

※2 為替精算による支出の増 

※3 物資供給数量の減 

  

 



 

平成１６年度の資金計画 
 

【別表－１３】

平成１６年度年度計画資金計画(総計) 

(単位：百万円)

区分 計画額 実績額 差額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次年度へ繰越 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

国立競技場運営収入 

国立スポーツ科学センター運営収入 

スポーツ及び健康教育普及事業収入 

スポーツ振興投票事業収入 

共済掛金収入 

物資売渡収入 

利息及び配当金収入 

基金業務における利息及び配当金収入 

基金業務における有価証券の売却による収入 

基金業務における有価証券の償還による収入 

受託事業収入 

補助金等収入 

寄付金収入 

営業外収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

有価証券の売却による収入 

長期性預金等の解約による収入 

定期預金の払戻しによる収入 

施設費による収入 

財務活動による収入 

 消費税等の還付による収入 

 民間出えん金の受入による収入 

前年度よりの繰越 

 

 

53,392 

39,268 

2,383 

－ 

11,741 

 

53,392 

41,140 

5,086 

2,250 

395 

105 

13,433 

16,233 

449 

653 

－ 

－ 

－ 

1 

2,489 

41 

5 

－ 

2,626 

1,898 

0 

－ 

728 

－ 

－ 

－ 

9,626 

 

89,595 

43,843 

36,910 

236 

8,606 

 

89,595 

40,116 

5,086 

2,188 

323 

93 

8,420 

16,353 

436 

46 

642 

2,422 

1,557 

－ 

2,473 

46 

－ 

31 

40,014 

－ 

－ 

39,072 

942 

16 

14 

2 

9,449 

 

36,203

4,575

34,527

236

△3,135

36,203

△1,024

0

△62

△72

△12

△5,013

120

△13

△607

642

2,422

1,557

△1

△16

5

△5

31

37,388

△1,898

0

39,072

214

16

14

2

△177

[注記] 

勘定間の繰入及び受入額並びに勘定間の借入れ及び返済額につ

いては、相殺している。 

 

【別表－１４】

平成１６年度年度計画資金計画(一般勘定) 

(単位：百万円)

区分 計画額 実績額 差額 

 

資金支出 

業務活動による支出 ※1 

投資活動による支出 ※2 

財務活動による支出 ※3 

次年度へ繰越 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入

国立競技場運営収入※4 

国立スポーツ科学センター運営収入

※5

スポーツ及び健康教育普及事業収入

※6 

利息及び配当金収入※7 

基金業務における利息及び配当金収入

※8

基金業務における有価証券の売却による収入 

※9 

基金業務における有価証券の償還による収入 

※10

受託事業収入 

補助金等収入 

寄付金収入 

営業外収入        ※11

災害共済給付勘定受入金

による収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

有価証券の売却による収入

※12

長期性預金等の解約による収入

定期預金の払戻しによる収入 ※13

施設費による収入  ※14

財務活動による収入 

 消費税等の還付による収入 

 民間出えん金の受入による収入 

 短期貸付金の回収による収入※15

前年度よりの繰越 

 

 

14,351 

9,578 

2,383 

－ 

2,390 

 

14,351 

8,745 

5,086 

2,250 

395 

 

105 

 

649 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

1 

16 

41 

5 

197 

 

－ 

2,626 

1,898 

 

0 

－ 

728 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,980 

 

25,328 

13,667 

7,126 

965 

3,570 

 

25,328 

12,602 

5,086 

2,188 

323 

 

93 

 

45 

642 

 

2,422 

 

1,557 

 

－ 

－ 

46 

－ 

197 

 

3 

8,048 

－ 

 

－ 

7,106 

942 

746 

14 

2 

730 

3,932 

 

10,977

4,089

4,743

965

1,180

10,977

3,857

0

△62

△72

△12

△604

642

2,422

1,557

△1

△16

5

△5

0

3

5,422

△1,898

0

7,106

214

746

14

2

730

952

※1  基金業務における有価証券取得による増 

※2  定期預金の預入による増 

※3  短期貸付金の貸付及びリース債務返済による増 

※4  国立競技場施設の利用の減 

※5  国立スポーツ科学センター施設の利用の減 

※6  出版事業収入の減 

※7  基金業務分を科目変更したことによる減 

※8  基金業務分の科目新設による増 

※9  有価証券の売却を行ったための増 

※10  有価証券の満期償還による増 

※11  その他の収入への科目変更による減 

※12  業務活動による収入への科目変更による減 

※13  定期預金の払戻しによる増 

※14 施設整備費補助金の精算分の増 

※15 勘定間の融通に係る短期貸付金の回収による増  

 



 

【別表－１５】

平成１６年度年度計画資金計画(投票勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

資金支出 

業務活動による支出  ※1

財務活動による支出 

次年度へ繰越 

 

資金収入 

業務活動による収入 

スポーツ振興投票事業収入

※2

利息及び配当金収入 

 その他の収入   ※3

前年度よりの繰越 

 

 

14,969 

11,072 

－ 

3,897 

 

14,969 

13,434 

13,433 

 

1 

－ 

1,535 

11,557

9,576

1

1,980

11,557

8,433

8,420

0

13

3,124

△3,412

△1,496

1

△1,917

△3,412

△5,001

△5,013

△1

13

1,589

※1 投票券発売収入の減に伴う支出の減 

※2 投票券発売収入の減 

※3 助成金返還金の増 

【別表－１６】

平成１６年度年度計画資金計画(災害共済給付勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

資金支出 

業務活動による支出※1

投資活動による支出※2

財務活動による支出※3

次年度へ繰越 

 

資金収入 

業務活動による収入 

共済掛金収入  ※4

補助金等収入 

免責特約勘定より受入 

※5

利息及び配当金収入 

 その他の収入  ※6

投資活動による収入 

 定期預金の払戻しによる収入 

※7

財務活動による収入 

 短期借入れによる収入 

※8

前年度よりの繰越 

 

 

22,050 

18,366 

－ 

－ 

3,684 

 

22,050 

18,544 

15,605 

2,473 

463 

 

3 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

 

3,506 

 

 

44,653 

20,305 

22,584 

730 

1,034 

 

44,653 

18,460 

15,718 

2,473 

253 

 

1 

15 

23,666 

23,666 

 

730 

730 

 

1,797 

 

22,603

1,939

22,584

730

△2,650

22,603

△84

113

0

△210

△2

15

23,666

23,666

730

730

△1,709

※1 給付金の増 

※2 定期預金の預入による増 

※3 短期借入金の返済による増 

※4 加入者の増 

※5 免責特約該当金額の減 

※6 給付金返還金の増 

※7 定期預金の払戻しによる増 

※8 勘定間の融通に係る短期借入金の借入れによる増 

 

 

【別表－１７】

平成１６年度年度計画資金計画(免責特約勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額 

 

資金支出 

業務活動による支出 ※1

投資活動による支出 ※2

次年度へ繰越 

 

資金収入 

業務活動による収入 

共済掛金収入   ※3

利息及び配当金収入 

投資活動による収入 

 定期預金の払戻しによる収入

※4

前年度よりの繰越 

 

 

1,926 

463 

－ 

1,463 

 

1,926 

628 

628 

0 

－ 

－ 

 

1,298 

8,615

253

6,800

1,562

8,615

635

635

0

7,900

7,900

80

6,689

△210

6,800

99

6,689

7

7

0

7,900

7,900

△1,218

※1 免責特約該当金額の減 

※2 定期預金の預入による増 

※3 加入者の増 

※4 定期預金の払戻しによる増 

【別表－１８】

平成１６年度年度計画資金計画(特例業務勘定) 

(単位：百万円) 

区分 計画額 実績額 差額

 

資金支出 

業務活動による支出   ※1

投資活動による支出   ※2

次年度へ繰越 

 

資金収入 

業務活動による収入 

物資売渡収入    ※3

 利息及び配当金収入 

投資活動による収入 

 定期預金の払戻しによる収入 

※4

前年度よりの繰越 

 

 

756 

449 

－ 

307 

 

756 

449 

449 

－ 

－ 

－ 

 

307 

 

1,352 

492 

400 

460 

 

1,352 

436 

436 

0 

400 

400 

 

516 

 

596

43

400

153

596

△13

△13

0

400

400

209

※1 前年度買掛金等の本年度支出による増 

※2 定期預金の預入による増 

※3 物資取扱数量の減 

※4 定期預金の払戻しによる増 
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